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歴史を紐解くと、国や地域を運営する上で交通が非常に重要であることは、かなり以

前から認識されていることがわかる。例えば明治期には国土の急速な近代化を図る上で

鉄道整備にかなりの予算を割いており、大正期で、も地方部の鉄道未整備地域への路線網

拡大に注力している。戦後では、交通と産業との関わりが強いとの観点から、港湾整備

や鉄道の輸送力増強等が行われてきており、近年でも、生活に密着しているとの理由か

ら、公共投資に占める道路整備費はかなりの割合に上っている。このように交通が地域

や国土と密接な関係にあることは基本的には認識されている。しかしながら、近年の大

都市圏集中の問題や交通網整備の際の採算性の議論などをみても、必ずしも交通と地域

の関係が国土整備や交通網整備の政策・制度に適切に反映されていないと言える。

我が国のこのような歴史的な交通網整備によって、全国各地域の相対的な位置関係は

変化してきている。明治期以降の鉄道網の全国的整備は、まず東京と全国各地域とを結

ぶことが目指され、東京を中心とする国土の骨格をなす幹線鉄道、幹線と地方都市を結

ぶ亜幹線の順に整備が行われ、大正期頃までに完成している。だが、個別の地域を見る

と早期に鉄道整備が行われたところと、相当遅れたところが存在しており、国土構造の

形成過程に大きな影響を及ぼしてきたと考えられる。このような変遷は戦後においても

見られ、輸送力の逼迫した大都市聞などにおいて、鉄道の線増・電化や航空路線の開設

などが行われ、その後に、全国的な高速交通機関の整備が行われるようになっている。

交通網の整備状況は産業の生産性との関連が大きいが、交通網整備が早期に行われた

地域とそうでなかった地域では、地域の発達にも大きな差があったと考えられ、長期の

うちに一部地域では各種の機能が集中する一方、そうでない地域では衰退が進み、国土

構造は変化してきでいる。

このような地域変化に伴い、戦後になって過疎過密の問題が顕在化し、"均衡ある国

土"を目指した全国総合開発計画以降の一連の政策が打ち出されている。しかし、その

効果に関しては政策開始後三十数年になるが、未だ定量的には明らかにはされておら

ず、政策が地域に与えてきた影響の明確な把握がなされないまま、次なる新たな政策が

策定されていると考えられる。

本研究は、上述の問題点に関し、明治期以降の国土の発展過程における交通網の整備

政策の長期的な効果を確認すること、即ち、政策の事後評価を行うことを目的とした実



証的研究であり、以下の各点が主な特徴となっている。

・我が国の交通と国土の整備に関する政策および制度について、その歴史的な経

緯と現在の特徴と課題について整理を行う。

・明治期以降の都道府県問の所要時間の変遷を明らかにすることで、地域の相対

的位置関係の変遷を計測する。その際、所要時間指標は都市間交通の特徴を考

慮したものを採用し、指標の定義・特徴・有効性を示す。

・明治期以降の我が国の地域間交流可能性の変遷を明らかにするとともに、交流

ロi能性から見た地域間の結びつきの構造についての変遷を分析する。

・交通整備が地域に及ぼす影響を明らかにするために、交通整備と国勢調査開始

以降の全国全市町村の人口推移との関係を分析する。

・都市間交通網整備が各都道府県の人口や産業機能などに与える長期的影響につ

いて分析する。

・~一体の分析結果をもとに、交通網整備が地域の変化と発展において果たした役

割を身察し、交通網整備政策の長期的効果について考察をする。

研究にあたり、交通網が社会のストックとして極めて長期間にわたって機能し続ける

ものであること、交通機関は離れた地点聞を結ぶことがその基本的な機能であるため、

交通がネットワークとして整備されていれば影響がかなり遠方まで及ぶこと、等を考慮

し、長期的・広域的な視点から分析を行っている。

このような研究により明らかにされる政策長期的効果は、今後の国土政策に反映され

るべきものであるが、現在の我が国の政策プロセスそのものが旧来の政策結果を確認し

たとで新たな政策を決定するような構造になっていない可能性があり、本研究はこの段

階まで言及するには至っていない。しかし、これまで定性的な議論に止まっていた政策

の長期的な影響を定量的に明らかにすることによって、本研究の所期の目的に対して一

定の成果を得たのではないかと考える。

平成9年 1 1月

3良木正城、
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1.1 研究の背景

我が国では明治期以降、鉄道を中心とした交通網が整備され、地域間の所要時間が変化してき

た。それに伴い各地域の国土上の相対的な位置関係も変化してきでいるが、個別にみると早期に

交通整備が進んだところと、相当遅れたところが存在しており、このような位置関係の変遷が国

構造の形成過程に大きな影響を及ぼしてきたと考えられる。従来より、国土や交通網の整備は

産業政策との結びつきが強く、主として産業への直接的な影響を考慮した整備が数多く行われて

きており、交通網整備も国土全体での効率が重視されたものとなっていた。このため、経済効率

の良い一部地域では地域の種々の機能が集中する一方、そうでない地域では衰退が進み、国土構

造は長期のうちに変化してきでいると考えられる。

とのような事態に対し、国土政策として、全国総合開発計画以降、均衡ある国土の実現が目指

され、政策開始後四半世紀以上になる。しかし、その効果に関しては未だ定量的には明らかにさ

れていない。

政策を運用する具体的な整備制度の面でも、交通事業者の狙立採算が重視されることが多い

が、交通事業の採算性の確保が困難な状況が生じており、このような問題に対して、交通整備の

外部効果を取り入れた整備手法の研究も進みつつある υ。しかし、現行の交通整備政策・制度にお

いて直接的な効果しか考慮されていない問題の原因は、交通網整備の効果が極めて広範囲に及

び、しかも効果が表れるまでには極めて長期を要するため、効果計測そのものが非常に困難な応

にあると考えられる。
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の位置づけは、政策の結果をより正確に確認し、新たな政策策定における有益な情報を提供する

ことにある。

本研究がこのようなプロセス tの役割を果たすためには、次の各点が重要である。

(1)これまでの政策により、どのような交通網整備等の国土整備が行われたかを整理する

(2)交通網等の整備により、地域の相対的位置関係がどのように変遷したかを明らかにする

ο)地域の相対的な位置関係の変選が、地域にどのような影響を与えたかを明らかにする

(4)これまでの政策とその影響を整理し、地域変化における政策の役割を明らかにする

以とより、本研究の目的は、これまでの国土や交通網整備に関する政策の効果としての地域変

化を、長期的・全国的な観点から実証的に明らかにし、政策の長期的効果についての考察を行うこ

とにある。

1.3 既存の研究における課題

1.3.1 必要と考えられる議論

交通網整備の影響を議論する際、最も重要な点は、定量的データに裏付けられた議論を行うこ

とである。従来より、この種の議論は定性的なものが多く、正確に議論されていないと考えられ

る。

定盈的な議論を行うには、交通網整備等の国土整備が地域に与えた影響をより正確にとらえる

必要があるが、交通網整備は一時的なプロジェクトとは異なり、整備後極めて長期間にわたって

機能し、その影響は交通ネットワークを介して広範囲に広がるという特徴がある。従って、交通

網整備等の国土整備が地域に与えた影響を論ずるには、長期的・広域的な視点が必要である。

点、影響をより正確にとらえる点では、整備される交通機関の特徴を考慮する必要がある。

国土全体に影響を及ぼす交通網整備とは、多くの場合、都市間交通である。また、交通網が地域

に影響を与える主因は、地域の相対的位置の変化であるが、このような位置関係は所要時間に

よって計測されることが多い。従って、都市間交通の特徴を考慮した地域間の位置関係の計測手

法が必要である。

1.3.2 定量的議論における課題

交通の影響に関する議論は従来より定性的な研究や議論が多く、特に長期的な視点からの研究

や議論はその傾向が強かったと考えられる。

例えば、交通の発達そのものの研究は数多く、特に明治期以降の鉄道を中心とした交通の発達

の経過を記録した文献は多い。これらのうち、発達の経過のみを示すだけでなく交通整備の目的

や意義などの時代背景について考察したものとしては、中西 3)、老J114
)などの社会経済史や交通

史の分野の研究がある。これら文献については、馬場ら 5)の指摘するように、殖産興業や富国強

3 

兵などの国家政策とのかかわりに特に着目したものとなっている。このように、政策と交通の変

化については定性的研究が多く、交通網整備による都市聞の相対的な位置関係の変還が、地域の

変化に与えてきた影響について定量的に議論したものとはなっていない。

また、交通整備が地域に与えてきた影響に関する議論についても、定量的な議論が不足してる

事に起因すると考えられる問題がある。

多くの人々は「交通の整備は地域の発展に寄与している。 」と考えている。しかし、交通整備

に対する近年の議論が、国土幹線的な交通の場合であっても、採算性や交通量などのような当面

の経済性・効率性を中心に行われていること、ストロー効果と呼ばれるような逆流現象が存在す

るという指摘が交通網整備に消極的な意見の論拠として用いられること、交通の専門家の記述に

おいても、交通整備が発展をもたらすという考えを否定しているものが少なくない 6) 7) ことな

ど、わが国における交通整備と地域の消長との関係は未だ十分に解明されるには至っていない。

これは、多くの分析が定性的な議論にとどまっていることが原因であると考えられる。

交通と地域についての以上のような政策・研究・一般社会の各レベルにおける交通網整備の影響

に関する認識について整理すると、従来より、 一般社会レベルでは交通の効果はよく知られてい

るが、研究レベルにおいては明らかなようで明らかになっていないといえる。その結果、政策レ

ベルにおいては事業採算性の議論が中心となり、交通の影響は余り考慮されていない。したがっ

て、事実に基づいた研究の必要性があり、また、そのような研究に基づいた政策議論の必要性が

あるといえる。特に、交通網整備と地域変化の関係を明らかにする際には、地域のポテンシャル

の変化や地域間の相対的な位置関係の視点からの定量的な研究が必要であると考えられる。

1.3.3 長期的・広域的な視点からの議論における課題

交通網整備が地域に与える影響について、定量的見地から分析が行われたものは数多く存在す

る。既存の研究を大きく分類すると、過去のデータから 一定の傾向を見いだそうとする実証的研

究と、交通と地域の変化とのメカニズムのモデル化を目指すモデル分析的な研究に分けられる。

前者としては、新幹線などの高速鉄道の整備が地域の発達に与えた影響についての研究など 8)

対象を近年にしたものの他、明治期における社会経済変化を数多く取り上げ、鉄道整備との関係

について考察を行った文献9)、東大阪地域を対象として明治期の鉄道網の変化と地域の関係を分

析した文献10)、地方鉄道の建設が地域社会に与えた影響について論じた文献11)、北海道開拓と

交通について論じた文献12)、鉄道整備が都市のその後の変化に与えた影響に関する文献13)な

ど、過去の交通整備の事後評価を行ったものもある。

また、後者としては、近年の都市内交通を対象としたものが多いが、都市間交通を対象とした

ものとしては、明治期における鉄道延長の増加や鉄道投資額の推移などをもとに鉄道整備による

開発効果を一般均衡分析によって計測した研究14)、都市間のアクセシピリティ指標を用いた地価
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関数から都市間交通整備による便益を求めた研究~ 5)、鉄道整備が国土構造に及ぼしてきた影響を

モデル分析した研究 l6)、人口移動を交通整備等の条件を用いてモデル化した研究17)等がある。

交通網整備の結果は間接的なものが多く、効果を明らかにするためには長期的な分析が必要で

あり、さらに影響が交通ネットワークを介して広範囲に及ぶことを考慮する必要がある。しか

し、既存の研究では、実証的な研究は、地域や期間を限定したものがほとんどであること、モデ

ル分析は、モデル化のために二戸定の仮定が必要であり、現実面での説得力に問題があることなど

から、定量的な議論においても交通整備が地域に及ぼす影響については明確になっていない。

本研究のアプローチは、前者のように過去のデータを分析することによって一定の傾向を見い

だそうとする実証的な研究であるが、交通網整備の影響について説得力をもって論じるために

は、長期的な実際のデータに基づき、広範囲を研究対象とする必要があると考えられる。

1.3.4 都市間交通の特徴を考慮した議論における課題

地域の発達は、その地理的な後背地の規模や後背地への交通網の整備状況と密接に関連してい

ることはよく知られている。また、地域聞を相互に結ぶ交通が山地や河川・海峡などの地理的な陣

営を乗り越えて整備されるようになると、他地域との交流可能性も重要となってくる。すなわ

ち、その地域が他の地域とどの程度交流できるかという相対的な位置関係が地域発達に影響を及

ぼしており、このような位置関係の長期的な変遷を定量的に明らかにすることは重要である。

国仁構造の分析としては、国勢調査における地域間の人口移動量をもとに地域間のつながりを

分析した研究1へ特定の区間(移動軸)の平均移動速度の変遷を分析した研究19)、地域間の時間距

離をもとに時間距離地図を作成し視覚化を行ったもの 20ヘなどがあり、従来の研究においても、

交通網整備による国土構造の変化はある程度明らかにされている。しかしながら、国土全体を対

象とした経年的な交通の発達過程の分析に加えて、その結果、都市問・地域間の空間的な構造がど

のように変化したか、という視点からの分析は少なく、都市聞の相対的な位置関係や国土全体の

交流可能性の変化は明確になっていない。

また、都市間の相対的な位置関係を分析する場合、位置関係は所要時間により計測されてきて

おり、所要時間が分析の上で重要な役割を担っている。しかしながら、特に都市間交通のような

広域的な交通を取り扱う場合には、所要時間そのものの計測が簡単ではない場合が多い。既存の

交通計画手法の上では、都市間交通が都市内交通と異なる役割や特性を持っているにもかかわら

ず、都市内交通の方法論の延長上で捉えられがちであり、交流可能性の計測の基礎となる所要時

間の定義において、都市内交通と同様の方法がとられている研究が多い。文献14)--17)などにお

いても、モデルの中に都市聞の交流可能性を表す指標や変数を取り込む場合について、都市内交

通を取り扱う手法との違いは示されていない。

中川 Zl¥ 奥山 Z2)、天野23)らは、従来の都市間交通における所要時間の考え方は、定義そのもの

5 

が暖昧であるうえ、都市間交通の特性を反映する
表1.1 高知→宮崎間の先着便

ことができないことを指摘している。 高知発 | 経由地 !宮崎着|所要時間
7:5011伊丹着 8:30 発 9:001 10:051 -2:15 

例えば、表1.1は高知を出発し、宮崎に向かう場 9:301羽田着 10:40 発 11:101 12:551 3:お
12:051伊丹着 12:45 発 14:30，115:351 3:30 

A の、すべての先着便(その便より遅く出発して、 15:001 → 直行 → I 15:451 0:45 

苧 16:1011伊丹着 16:50 17:30 I 18:351 
早く到着するような他の便がないもの)九ついての 19:4511羽田着 20:55 発 6:551 8:401 12:55 

所要時間を示したものである。最も速い便は直行 (1997年3月現在)

便で45分で到着できるが、それ以外には翌日にわたるものを含めても経由使が5使であり 、便に

よって所要時間の変動が大きい。

このような場合、最も速い使の所要時聞を採用する}j法では高知ー宮崎聞の所要時間は45分とな

り、多数の便の新幹線で結ぼれている京都・名古屋問と同程度の所要時間となるが、これら都市聞

の相対的な位置関係が同程度であるとは考えにくい。即ち、新幹線のように運行頻度が高く 、所

要時間の安定した都市間交通のみを対象とする場合には、大きな問題とはならないものの、都市

問の交流可能性を歴史的に考察する場合や、近年に絞った分析であっても、頻度の低い航空路線

や地方都市聞の鉄道交通を含めて分析する場合には避けることのできない重要な問題である。

しかしながら、表1.1のような場合における所要時間の一般的な定義は存在せず、より正確に都

市間交通による地域間交流可能性と地域変化の関係を分析する場合には、都市間交通の特徴を反

映した所要時間指標を定義し、採用することが求められる。

1.4 研究の構成と内容

1.4.1 本研究の特徴

従来の研究には上述したような課題があるが、本研究では表1.2のような点から分析を行う。

(1)交通網整備と地域変化の関係を明らかにする際には、地域のポテンシャルの変化や地域間の

相対的な位置関係の視点からの定量的な研究を行うこととする。

(2)交通網整備の影響について説得力のある論を展開するため、長期的な実際のデータに基づ

き、広範囲を研究対象とする。

(3)交通施設整備の有無や地域間交流可能性の変遷が地域変化に与えた影響について分析する。

(のより正確に都市間交通による地域間交流可能性と地域変化の関係を分析するため、都市間交

通の特徴を反映した所要時間指標を採用する。
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1.4.2 研究の構成

本研究は図1.2のように全部で 8章から構成

するが、第 l章では研究の背景や目的、研究

第 1章序酋

・研究の背景と目的 ・研究上の課題
・研究の構成と内容

構成などについて説明し、第 2章では明治期 『
|第 2章 交通整備政策の歴史的変遷とその特徴

守

以降の我が国の国土と交通に関する整備政策| ・国土と交通網整備政策の歴史的変遷と特徴
| ・交通モード別整備制度の特徴と課題

について特徴と課題を明らかにするととも | ・長期的効果の考察における視点

に、本研究全体の考察視点を設定する。 I 守
第 3章から第 6章までは、歴史的な交通整

備政策の効果を検討・考察するための実証的研

究の部分であり、その内容については後述す

る。なお、第3章から第6章における具体的

な分析視点は、表1.3に示す。

第 7章では第 3章から第 6章までの分析結

果をもとに、交通整備政策の効果について考

察する。第 8章では本研究全体をまとめる。

1.4.3 各章の分析内容

(1 )第2章の内容

第 2章では、明治期以降現在までの我が国

の国上と交通網整備に関する歴史を振り返

り、これまでの政策の長期的な効果について

考察するための視点を明らかにする。

まず、我が国の国土や交通の整備に関する

政策の歴史的変遷をまとめるとともに、交通

整備制度の特徴と課題の整理を行う。次に、

整備政策・制度の特徴から地域分析上の課題を

明確にするとともに、第 3章以降の政策の長

期的効果についての考察視点の設定を行う。

(2)第3章の内容

第 3章では、都市聞の相対的位置関係の変

遷を所要時間を計測することにより明らかに

する。都市間交通における所要時間指標とし

ては、 「滞在可能時間J r積み上げ所要時

第3章 都市間交通における
所要時間の変遷

・都市間交通の特徴
・滞在可能時間、積み上げ所要時間d
定義と指標の特徴

・所要時間指標の有効性
.実証的分析の条件
・都道府県聞の所要時間の変遷

玄
第4章 都市間交通網整備が地繊の

相対的位置関係に与えた影響
.明治期以降の

地域間交流可能性の変遷
.交涜可能性からみた

地域聞の結びつきの構造

v 
第5章 交通施設整備が市町村人口の

長期的動向に与えた影響
-交通整備の有無と

市町村人口の長期的動向
.整備時期と市町村人口の長期的動向
.市町村の人口規模と

市町村人口の長期的動向守，
第6章都市間交通網整備が

地蟻に与えた影響
・交流可能性の変遷と

都道府県人口の推移の考察
.都市間交通網整備による広場制な圏
域の形成と機能変化についての考察

.交通網整備以外の影響の考察

守守守 守 V 
第7章 交通整備政策と

その長期的効果についての考察
・各時期の交通網整備や国土整備に関する政策の長期的
効果の整理

・政策のサイクルに関する考察

_t 
第 8章結論

図1.2 本研究の構成

7 

問Jを採用するが、まず、これらの定義・算出 表1.3 各章の分析の視点

視点 I 3章14章I5・章16章
手順について述べ、次に、これら指標の特徴を l 

分析地域 |都世府県 |・ |・ I I・

まとめるとともに、計算条件の変更が指標に与 !市町村
分析期間 |長期介析 |・ |・

える影響について考察を行う。さらに、都市問 |短期分析
交通条件 |変通施設の有無

交通における旅客流動や国際交通における空港 |所要時間

| 域間交背任可能性
選択海外出国者発生量についてモデル分析を地域への影響i地按人口G

行い、これら指標の表現力について検証・考察 |機能の変イド

を行うこととする。

以上のような指標そのものに関する検討等を行った後、これら指標を用いて我が国の都市聞の

所要時間の歴史的変遷を明らかにする。まず、実証的分析の分析条件について述べ、次に、明治

期以降の我が国の都道府県庁所在都市間の所要時間の変遷を明らかにする。

(3)第4章の内容

第4章では、我が国の都道府県の地域間交流可能性の長期的な変還について明らかにする。ま

ず、第 3章の分析結果である地域間の所要時間を交流可能性指標に加工するが、本研究の分析に

おいて、交流可能性指標を用いる理由と算出の具体的な方法について示す。次に、明治期以降の

地域間交流可能性の長期的な変遷を明らかにし、整備された具体的な交通機関によってどのよう

な変化が生じたかについて注意しながら、地理的・時期的な特徴について分析を行う。また、交流

ロl能性の観点における地域間の結びつきの構造がどのように変化したかを明らかにし、国土の圏

域構造の変化について考察を行う。

(5)第5章の内容

第 5章では、明治期以降長らく我が国の陸上交通の主役であった鉄道整備が国勢調査開始以来

の全国全市町村人口の変遷に与えてきた影響について、長期的な視点から分析を行い、交通整備

が地域に与えた影響の重要性を実際のデータを基に明らかにする。また、高度経済成長期以降に

ついては高速道路整備も市町村人口に大きな影響を与えていると考えられ、その影響についても

分析する。

(5)第6章の内容

我が国の交通網整備の歴史には時期的・地域的な特徴が存在しているが、第 6章では、このよ

うな特徴が、長期的に都道府県人口などにどのような影響を与えているかについて分析する。

まず、全国的な交通網整備に伴う交流可能性の変遷が都道府県人口の長期的推移に与えた影響

を分析するとともに、都市間交通網整備以外に都道府県人口に影響を与えると考えられる要因に

ついて分析を行う。次に、都市間交通網整備が全国的な地域構造変化において果たした役割につ

いて分析を行う。地域変化の分析の考え方としては、地域を表す指標のバランスの変化から地域

変化をとらえることとした。
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(6)第 7章の内容

第 7章では、第 3章から第 6章の結果をもとに、我が国のこれまでの国土整備や交通網整備に

関する政策の結果、長期的にどのような変化が国土に生じたかについて考察を行う。また、これ

までの政策の開始・目標の達成などについて時期的な観点から整理し、これまでのわが国の国土

や交通に関する政策の実施とそれに伴う影響のサイクルについて考察を行い、今後の政策立案に

おいて必要な視点についての考察を行う。

(7)第 8章の内容

最後に第8章では、本研究の成果をとりまとめ、新たな研究課題などについて述べる。

1.5 結語

本章では、研究の背景について解説するとともに、従来の研究における課題や、それに対する

本研究の立場を明らかにし、研究の構成とその内容を示した。

1.1では本研究の背崇として、交通が地域や国土と密接な関係にあることは古くから認識されて

いるにもかかわらず、交通整備に関する政策や議論においてそれが反映されていないこと、ま

た、我が国の国上政策においては、これまで、その効果について定量的な検討が余り行われてこ

なかったことを指摘した。

1.2では、本研究の目的が、国土と交通網整備に関する政策の効果を定量的に明らかにすること

であるととを述べた。

1.3では、全国的な交通整備に関する議論においては、定量的な議論、長期的・広域的な視点か

らの議論、都市間交通の特徴を考慮した議論がそれぞれ必要であることを述べた。また、これら

の議論における既存の研究の課題について述べた。

1.4では本研究の特徴と構成、章ごとの内容を示した。

【第 1章参考文献、および補注】

1 )森杉害芳、宮城俊彦:r都市交通プロジェクトの評価Jpp132-138、コロナ社、 1996

注)この文献では、交通整備の効果を便益が帰着する主体別に整理し、各主体ごとの整備効果を明確に

する方法について説明されている。

2)中川大:r交通施設の計画過程とその方法論に関する研究」京都大学学位論文、 1989

注)この文献では、計画における現実の不確実性への対応として、すべてを一時に決定するのではな

く、一部を実行した結果を次段階の計画にフィードパックさせることの重要性とその方法について

述べられている。

3)中西健一:r日本私有鉄道史研究-都市交通の発達とその構造〈増補版)J ミネルヴァ書房、 1979
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7)中西健 一:r鉄道政策論の展開第 5部、衰退期の国鉄、鉄道政策研究の変遷に関する調査」、 pp346、(財)

運輸経済研究センタ一、 1988

注)文献中で「地域人口の流出場や地域産業衰退の直接的原因となっている事実は、寡聞にして発見で

きないJと記述されており、交通整備と地域変化との関係を否定している

8)上回孝行、中村英夫:r新幹線整備が地域発展に及ぼす影響J土木計画学研究・講演集NO.12、pp597・

604. 1989 

9)銭道院:r本邦銭道の社曾及経済に及ぼせる影響J博文館、 1916

10)天野光三、前田秦敬、 二十軒起夫:r東大阪地区における鉄道網の発達過程についてj 第4回日本土木史

研究発表会論文集、 pp115-124、1984

11)武知京三:r日本の地方鉄道網形成史一鉄道建設と地域社会一J相書房、 1990

12)堂柿栄輔、佐藤馨一、五十嵐日出夫:r明治開拓時における札幌の交通j 第4回日本土木史研究発表会論

文集、 pp99--105、1984

13)新谷洋二、堤佳代:r旧城下町における鉄道の導入とその後の町の変容に関する研究J第7回日本土木史

研究発表論文集、 pp113--118、1987

14)森杉喜芳、林山泰久:r明治・大正期鉄道網形成の社会的便益」土木学会論文集No.440/N -16、pp71-80、

1992 

15)肥田野登、林山泰久、山村能郎:r都市間交通施設整備がもたらす便益と地価変動j 学会論文集、

No.449./N・17、pp67・76、1992

16)竹内研一、武林雅衛、塩本和久:r鉄道輸送力整備施策が国土構造に及ぼす影響の評価に関する研究J土

計画学研究・論文集NO.I0、pp263-270、1992

17)芝原靖典、長津光太郎、水野博宜、青山吉隆:r人口の社会変動を考慮した地域政策シミュレーションモ

デル」土木計画学研究・論文集No.4、 pp61・68、1986

18)矢田俊文編:r地域軸の理論と政策Jpp93-100、大明堂、 1996

19)奥山育英、高梨誠、橋本貴司:r構想中の国土軸内における移動時間の比較分析j 土木計画学研究・論文

集NO.12、pp613-619、1995

20)清水英範:r時間地図の作成手法と応用可能性j土木計画学研究・論文集NO.I0、pp15・29、1992

21)中川大、加藤義彦:r都市間交流に対する空間的抵抗を表す指標としての所要時間と滞在可能時間J高速

道路と自動車Vol.33、NO.12、pp21・30、1991

22)奥山育英、演口一起、高梨誠:r公共交通における交通時聞に関する研究J土木計画学研究・講演集

NO.15、pp505-512、1992

23)天野光三、中川大、加藤義彦、波床正敏:r都市間交通における所要時間の概念に関する基礎的研究J土

木計画学研究・論文集NO.9、pp69・76、1991
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第 2章 交通整備政策の歴史的変遷とその特徴

2.1 概説

本章では明治期以降現在までの我が国の国土と交通網整備に関する歴史を振り返り、これまで

の政策の長期的な効果について分析・考察する本研究全体の考察視点を明らかにする。

明治期以降の政策は、政策の策定された時代背景を反映したものとなっており、 その効果を明

らかにするにあたり、政策の所期の目的を整理する必要があると考えられる。また、現在におけ

る我が国の国土や交通網整備に関する政策は種々の問題を抱えているが、その背景にも歴史的経

緯が密接に絡んでいると考えられる。このため、まず歴史的な政策の経緯を明らかにし、その後

に研究全体の考察の視点の設定を行った。

2.2では江戸時代から近年にかけての我が国の国土や交通の整備に関する政策の歴史的変選をま

とめる。 2.3では政策を実際に運用する段階である交通整備制度について特徴と課題の整理を行う

こととする。 2.4では2.2及び2.3に共通する国土と交通の整備政策・制度に関する課題や特徴につ

いて整理を行い、地域分析上の課題を明確にし、これまでの政策の効果について分析する際の本

研究の視点について述べる。

2.2 我が国の交通と国土の整備政策の変遷

2.2.1 近代交通以前

我が国の近代的な交通は明治維新後の新橋ー横浜

問(1872，明治5年開業)の建設に始まるが、それ以

前の幕藩体制下では旅行や輸送に対する種々の規

制1)により、図2.1のような街道を利用した徒歩交

通(駕篭や馬を含む)及び小型の帆船による舟運輸

送が主となっていた。 1635(寛永12)年、徳川家光福

によって参勤交代が制度化されることで全国的な

街道整備が進行するとともに、諸産業の発達に伴長

一一一一五街道

一一一脇街道

一一一ー その他の街道

一主要航路

0 現都府県庁所在地

う商品流通の活発化により、脇街道整備や河村瑞 熊本

賢による沿岸航路整備も進行した。

2.2.2 明治期の政策

(1 )明治前期

図2.1 江戸時代の我が国の都市間交通網21

1868(明治元)年の明治維新後、新政府は版籍奉還(1869，明治2年)や廃藩置県(1871，明治4年)・秩禄
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処分(1873，明治6年)・徴兵令施行(1873，明治6年)などの一連の改革を行い、幕藩体制の実質的な解

体と中央集権体制の確立を進めていた。

1874(明治7)年の内務省設置を以て始まった大久保利通政権下では、富国強兵を達成するため、

欧米に比べて遅れていた産業を振興する必要があった(殖産興業)。政府は近代工業の育成、技術

水準の引上げ、輸入を減らすことによる外貨の節約を目的として、紡績や軍需工業を中心とする

自営工場を設置した。この官営工場は1884(明治1η年以降、民間に払い下げられ、民間企業の発

達を促した。

ー方、近代的交通機関である鉄道は新橋・横浜聞において営業が開始されたが、その当初の目的

は人心を驚かせ、明治維新政府の支配権力を強化する手段の ーっとして利用することにあったと

も首われる 3】。新首都である東京と占都の京都の聞に幹線鉄道を建設することにより、政治的中

心地を結ぶと同時に江戸時代以来の経済的中心地を通ることで、中央集権制の強化に役立つと考

えられていた。港湾に関してもそれまでの藩ごとの分散管理から一転して集中化の政策がとられ

るようになり、貿易振興のために重要な港湾を集中的に国が整備するようになってきている。

鉄道はそれまでの徒歩と水運による交通に比較すると、極めて短時間に大量輸送を行い、しか

も宿泊費等を含めた交通費が小さくなるという特徴があった。このため、社会的・経済的な影響

は非常に大きく、例えば鉄道開業による上毛地域の繊維関連品の運搬ルートの変化なども指摘さ

れており4¥殖産興業の一環としての役割を果たしていたと考えられる。しかしながら、この時

期の鉄道網は、東京や大阪などごく一部に限られ(表2.1参照)、鉄道の存在する地域とそれ以外の

地域での交通利便性の格差は極めて大きかったと

考えられる。つまり産業の生産効率の地域間の差

も大きくなり、地域聞の経済的な差が広がり始め

表2.1 1880年時点の鉄道的

| 区間|開業年 |建設目的
lifrj$l.rli'im 11872 (明治5)年 |港湾連絡

t都市関連絡
た時期であるとの見方ができる。 官鉄 i神戸i大津[18則明治7)年¥1港湾連絡

印有明治則年の西南戦争では、当時鉄道が開業 I ! I 神戸・大阪町|都市問連絡
! 11877 (明治10) 年~I 都市関連絡

していた区間がごく一部であったにもかかわら I ! I 大阪・京都問J
1 i 11880 (明治13)年'¥1港湾連絡

ず、その輸送効率は大きなものであり、軍部に鉄 | I I 京都・大津問ノ|都市間連絡
~ IJ 幌内鉄道|手宮 l札幌 11880(明治13)年|北海道開拓

道の有用性を認識させ、その後の鉄道網整備~:1> 'rJ1.1' ~~; • ~ I 1----'0/4

....--" 1<石炭船

なからぬ影響を与えた&)。なお、この時期以降戦 蚕言張孟「蚕吾I 11880 (明治13)年|製鉄所専用

後まで、我が国の陸上交通は鉄道優先主義であり、特に都市聞を結ぶ道路交通網は江戸時代の街

道をほぼ引き継いだものとなっていた。

(2)明治後期

1890.......1900年頃には、紡綾部門での第一次産業革命や製鉄部門での第二次産業革命(八幡製鉄

所，1897，明治30年)などにより、我が国の資本主義体制が確立するようになり、同時に徒歩や水運

などの交通機関に比べて輸送効率の高い鉄道は、その路線網を急速に拡大した(図2.2参照)。この

ような急拡の背景には、当時、日本鉄道と上毛

蚕糸業地帯との関係など 8)の産業と密接な関係

にあった鉄道経営が営利事業として十分成立

し、これに触発された民鉄の路線拡大が大きく

関係していると考えられる。

この時期には軍事と経済の両面から、全国的

な鉄道網整備が必要であるとの認識に基づき、

1892(明治25)年、鉄道敷設法が公布された。こ

附n
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図2.2鉄道整備延長の推移 7)

年

れは議会によって建設予定路線が決定されるものであり、予定路線は東京と都道府県庁所在地

及び軍事的に重要な地域を結ぶ路線とされた。電信網もこのような鉄道路線沿いに優先的に設

されている。道路網についても東京を中心としてこれらの地点を結ぶ路線とされていた。

その後、日清戦争(1894--1895，明治27--28年)や日露戦争(1904--1905，明治37--38年)を機会に、

輸送効率の向上と運賃の低減を目的として1906(明治36)年に鉄道固有法が公布され、幹線を構成

する主要私鉄17路線が固有化されている。鉄道の敷設は基本的には鉄道敷設法によるが、産業部

門の要請により鉄道敷設法の予定路線以外にも多数の路線が私設鉄道として建設され、特に炭鉱

地帯と消費地を結ぶ路線などが発達している。

なお、この時期には全国的な幹線鉄道網が整備されつつある段階であり、地域間の交通利便性

の差は縮小へと転じたと考えられる。しかしながら、この時期は我が国の産業構造の大転換期で

あり、現在の経済活動等の地域間の差はこの時期の一時的な地域間の交通利便性の差の拡大に決

定づけられた可能性が高いと考えられる。

2.2.3 大正期の政策

1922(大正11)年に改正鉄道敷設法が公布され、旧法が幹線鉄道網の建設を主な目的としていた

のに対し、支線網の拡大に重点をおいた。それまで建設線の決定には個々の線区について法律の

改正が必要であったが、改正鉄道法では建設予算の決定だけで着工できるようになった。

第一次世界大戦(1914--1918，大正3--7年)時には、京浜・中京・阪神・北九州の四大工業地帯が形

成されるなど経済的な発展が大きく、これら工業地帯への人口の集中が激しかった。これは、大

都市が工業都市であると同時に業務中枢機能を兼ね備えていたからでもある。 1920年代には高等

教育機関が充実し、大都市に中産階級を形成するようになった。また、この頃、全国的に観光開

発が進められ、交通にも大きな影響を与えた。

2.2.4 昭和期の戦前~戦時の政策

満州事変(1931，昭和6年)後の国内外の情勢の悪化に伴い、同年には重要産業統制法が制定され
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るなど、プロック経済及び統制経済が推し進められ、交通を含む産業全体の統制が開始された。

1937(昭和12)年の日中戦争開始に伴い、第 l次近衛内閣によって1938(昭和13)年国家総動員法が公

布され、この法律によって政府は議会の承認を得ずに人的・物的資源を動員できるようになっ

た。産業や交通もこの法律による統制下に入り、産業分野では、軍需生産が最重要視され、次い

で食極その他の生産、また流通部門も重要な一部門とされた。

このころ、同盟国のドイツでは1933年以降、アウトパーンの建設が進められていた。日本でも

1940(昭和15)年、内務省により軍事輸送目的の自動車道路の調査が開始され、名神高速道路の一

部区間については実施設計も行われた。また、 1942(昭和17)年には政府の諮問機関である大東亜

建設審議会は f大東亜交通基本政策Jを答申し、この中で日本本土と大陸における輸送施設の規

格統ーが方針として含まれ、既に鉄道省が着手していた東京ー下関問の国際標準軌聞による新幹線

(弾丸列車構想)の建設が促進されることとなった。しかしながら、これらの高速交通体系の整備

は戦争の激化により、ともに実現には至らなかった。

2.2.5 戦後復興期~高度成長期~オイルショックまでの政策

(1 )戦後復興期

戦災復興は、食糧増産とエネルギー等基礎的資源の確保に重点が置かれ、産業部門では石炭、

鉄鋼.電力などの基幹産業部門に重点的に投資する傾斜生産方式がとられた。同時にこれらの産

業を支えている鉄道も重点投資の対象になっている。

1950(昭和25)年には我が国初の国土開発に関する基本法である「国土総合開発法」が制定さ

れ、資源開発と国土保全を目的とした特定地域総合開発計画が実行に移された。同年、朝鮮戦争

が勃発し、日本は米軍の進攻基地となり、それまでのインフレ抑制のためのドッジ・ラインによ

る経済発展抑制政策下から一転した。基地建設、輸送、物資補給、兵器修理等の後方業務による

特需で、経済活動は復活することとなり、 1955(昭和30)年には「経済自立五カ年計画」が閣議決

定されているが、経済発展のスピードの方が早く、わずか2年でほぼ目標が達成されている。こ

のような状況下、国内の輸送能力が問題となり始めている。

ρ)高度経済成長期

一化学工業や電子工業などの応用による自動化技術の採用によって、生産財・消費財両面にわ

たる生産性の著しい向上が基礎となり、高度経済成長がはじまった。

1960(昭和35)年に成立した池田内閣は、高度経済成長政策をその政策の中心に据え(所得倍増計

画)、積極的な経済発展の強化に乗り出して行った。同計画に基づいた経済効率を重視した太平洋

ベルト地帯構想があったが、 地方部からの反発もあり、 1962(昭和37)年には所得格差・地域格差の

是正を目的とした全国総合開発計画(ー全総)が策定されている。同年、ー全総の拠点開発構想、の

下で、新産業都市建設促進法が、 2年後には工業整備特別地域整備促進法が制定された。図2.3の

ように、全国であわせて21地域が指定を受けてい

るが、これら地域は松本諏訪地域を除きすべて臨

海部に位置し、中核となる工業港への先行的な投

資により基幹資源型工業の立地が進んだ。

交通政策については、輸送力の不足が長期的に

みた経済成長の阻害条件となるという立場から、

鉄道線路、道路、港湾など輸送力の基礎となるべ

富山・高岡地区

播磨地区

岡山県南地区
中海地区
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き施設の整備をはかるべく、体系的な公共投資が 僻後地区
周南地区

行われることとなった。 大分地区

1957(昭和32)年に最初の新幹線の計画がたてら

れ、東海道本線東京ー大阪聞における線路増設の

松本・諏訪地区

東駿河湾地区
東河地区

徳島地区
東予地区 / 

日向・延岡地区 r NI 

名目で、国際標準軌聞による動力分散方式を採用 不知火・有明・大牟田地区 I ' 

した時速200Km運転の新線を建設することとな 図2.3全国総合開発計画による工業整備地織

り、 1964(昭和39)年、東海道新幹線として開業している。一方、在来線の幹線での輸送力増強は

計画どおりには進捗せず、通勤線区での輸送力増強も十分な対策が行われないまま、輸送量の増

加に対して線路改良が後手に回る結果となっている。

1950年代後半頃からは、自動車の有用性が高く評価されるようになり、 1957(昭和32)年には約

5，0ωkmの自動車道建設を目指した国土開発縦貫自動車建設法が、また1958(昭和33)年には道路整

備緊急措置法がそれぞれ公布され、名神高速道路・東名高速道路の建設や都市問の幹線道路の改

良が行われるようになった。 1966(昭和41)年には国土開発幹線自動車道建設法が制定され、

7，600kmの高速自動車国道ネットワークの基本が確立した。

航空の面では、 1960年代に国際線のジェット化、国内線の幹線における日本航空と全日空の提

携強化及びジェット機の導入、ローカル線における過当競争の防止を目的とした航空会社の系列

化が進んでいる。 1965(昭和40)年からは第 1次空港整備5カ年計画がすすめられ、東京・大阪両国

際空港の滑走路を3，ω伽1級に、ジェット機が就航する地方空港を2，0∞m級に、その他の地方空港

を1，500m級に、それぞれ延長する政策がとられている。

1964(昭和39)年の交通基本問題調査会の内閣総理大臣への答申では、従来の交通政策が鉄道の

陸上輸送における独占的地位を前提にたてられていることを批判し、各輸送手段の公正な競争の

確保、交通費用の利用者負担の原則の導入、交通手段の狙立採算性の確立を訴えている。だがこ

の結果として、各交通機関の輸送分担を無統制な状態におき、結果として輸送サービスの低下を

招いたとの見方もある 9)。

(3)高度経済成長期以後

高度経済成長期の後期以降、それまでの重点産業に対する直接的な政策措置による産業政策に
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代わって、ビジョンの提示に代表される間接的・誘導的な産業政策が主流となってきている。

1970年代からは知識集約型産業を推進、 1990年代になると、国民生活や社会効率、国際的調和、

長期的発展基盤の整備という視点も取り入れられるようになってきた。

1967(昭和42)年の経済社会発展計画では、国土の有効利用のためには交通施設の整備が必要で

あるとしながらも、利用者負担や狙立採算性を原則とし、交通事業者はこのジレンマに悩まされ

ることとなった。例えば、固有鉄道などでは政策による高度経済成長にともなう拡大投資と収入

とのアンバランスが原因となって、経営を悪化させるという結果となった。

高度経済成長を前提とした新全総(1969，昭和44年)では、 1985(昭和60)年度を目標年度とし、 (1)

長期にわたる人間と自然との調和、自然の恒久的保護保存、 (2)開発基礎条件の整備による開発可

能性の全国土にわたる均衡化、 (3)各地域の狙自な開発整備による国土利用の再編成効率化、 (4)都

市、農村を通じる安全、快適で文化的な環境条件の整備保全、などの目標が掲げられている。

これら目標の下に札幌ー東京ー福岡を主軸とした大規模プロジェクト構想や新ネットワーク形

成、広域生活圏構想などが打ち出されているが、このうち大規模開発プロジェクト構想とは、中

枢管理機能の集積と物的流通の機構とを体系化するための全国的なネットワークを整備し、この

新しいネットワーク上に各地域の特性を生かした、効果的な産業開発等の大規模産業開発プロジ

ェクトを配置計画することにより、地域の発展と開発の効果を全国的に及ぼし、国土利用の均衡

をはかろうとしたものであった。具体的には、全国的な通信網、航空網の整備、流通拠点港湾、

高速鉄道、幹線高速自動車道、国際空港等の建設、更には農業、工業等の大基地を整備すること

であり、そのためには大胆な投資を行う必要があった。また、広域生活圏構想、とは、広域生活圏

の中核となる地方都市の整備と圏内各地域とを結ぶ交通体系の整備をおこない、地方分散を促進

する構想であった。過密過疎の問題に対しては、具体的に農村地域工業導入促進法や工業再配置

法、過疎地域対策緊急措置法などの政策が実施されている。

この時期の国土整備の考え方としては、政府の公式政策ではないが、 1972(昭和47)年成立の田

中内閣の「日本列島改造論Jがある。これは、高度経済成長を前提とし、新幹線・高速道路など

の交通・情報ネットワークの先行的整備、工業再配置、新2s万都市の建設育成などを行う構想、で

あった。しかし、交通網整備により全国的に後進地域の土地のポテンシャルの向上をねらった構

想であったので、土地の高騰を招き、かえって地域整備の障害となってしまった。

2.2.6 オイルシ ョック以後の低成長期の政策

(1 )オイルショック以後

1970年代に入って、交通機関の自由競争を交通政策の基本におく ことは弊害が大きいという認

識に至ったものの、利用者・受益者負担の原則は踏襲されている。 1973(昭和48)年のオイルショッ

ク以来、公共交通機関を優先するべきではないかという議論が生まれてきているが、有効な政策

17 

が提示されないまま現在に至っている。

1977(昭和52)年には第三次全国総合開発計画が策定され、人間居住の総合的環境の整備を基本

目標とした定住圏構想を主眼とする国土開発の基本姿勢が示されている。 r限られた国土資源を

前提として、地域特性を生かしつつ、歴史的・伝統的文化に根ざし、人間と自然との調和のとれ

た安定感のある健康で文化的な人間居住の総合的環境を計画的に整備するJことを基本目標と

し、 都市部での人口増加や急速な老齢化と年齢構成の波動的変動、労働時間の短縮と自由時間の

増加、低成長時代の到来、エネルギー問題の顕在化などが認識されている。定住圏構想について

は、 「全国の各地域において、自然・生活・生産の諸環境をそれらが調和のとれた形で整備し、地

域住民がその地域で出生から死亡に至る生涯を定住できるようになるという構想Jであると

いる。この構想、は全総以降の新産業都市や大規模プロジェクト構想、等の地方分散政策を更に推し

進めたものとなっているが、 1962年の全総以来15年を経でもなお大都市圏への集中傾向は続い

いる。

(2)バブル経済期

1987(昭和62年)には第四次全国総合開発計画が閣議決定され、目標年次を西暦2∞0年とし、特

色ある機能を有する多くの極が成立し、特定の地域への人口や経済機能、行政機能等諸機能の過

度の集中がなく、地域問、国際間で相互に補完・触発し合いながら、交流している多極分散型の

国土を形成することを目標としている。

三全総において提唱された定住圏構想に加えて、四全総では更に圏域相互の交流により地域相

互の分担と連携が考慮されており、基幹的交通による全国 1日交通圏の確立や、情報・通信体系

の整備、あるいは交流活性化のためのソフト面の充実が必要であるとされている(交流ネットワー

ク構想)。この計画にあわせ、全国約14，000kmの高規格幹線道路網計画が策定されており、全国

の主要な都市から概ね1時間以内に最寄りのインターチェンジへ到達できる計画となっている。

また、国際化と世界都市機能の再編成による国際交流機能の分担が盛り込まれ、国際的な視野に

立った国土整備の考え方が取り入れられている。更に、安全で質の高い国土環境の整備として、

災害への的確な対応や環境問題への対応が考慮されている。

このような分散政策にも関わらず、昭和末期から平成初期のこの時期は、平成景気あるいはバ

ブル経済と呼ばれる好景気が続き、大都市圏への集中と地方部での人口停滞が進行している。

2.3 交通モー ド別の整備制度の歴史的背景と課題

2.3.1 鉄道網整備に関する政策・制度

(1 )鉄道網整備政策・制度の歴史的背景

鉄道はかつては陸上交通をほぼ狙占していたため、また軍事目的でも重要であったためその整

備は基本的には国策として行われてきており、 1872(明治5)年の我が国初の鉄道(新橋・横浜間)も政
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府の直轄事業として行われている。

しかしながら、鉄道草創期の日本政府は十分に資金を準備することができなかったことから、

現在の東北本線である日本鉄道(1883(明治1均年に上野ー熊谷間開通)などでは幹線鉄道であるにも

関わらず、建設資金として民間資金が導入され、半官半民の鉄道として開業している。また、こ

の時期の鉄道は、輸送力において量・速度ともに水運を上回っていたため、投資対象として魅力

があるほど経営が順調であり、全国的に多数の民間鉄道が建設されることとなった。 1887(明治

20)年には私設鉄道認可の基準として私設鉄道条例が制定されている。

我が国で初めて鉄道整備の基本方針を示した鉄道敷設法が1892(明治25)年に制定されており、

鉄道建設を法定手続lごするとともに、政府の鉄道建設構想が示されている。 1906(明治36)年には

軍事ーとの理由と輸送効率改善の観点から鉄道国有法による私設幹線鉄道の国有化がおこなわれて

いるが、それまで会社ごとに徴収していた輸送費用を通算とすることとなったため、利益率が低

下し、また固有化の際の買収費用の支払が負担となり、この頃から鉄道が政府の財政上の重荷と

なってきている。 1922(大正11)年には改正鉄道敷設法が公布され、より柔軟に鉄道建設ができる

ようになったが、これ以降の建設は主にローカル線となっている。

戦後.1949(昭和24)年、日本国有鉄道が発足し、行政と現業が分離されるとともに、独立採算

性が導入されているが、事業の運営に対する政府の権限が大きく、事業として独立性を欠いたも

のであった。 1964(昭和39)年、世界銀行から総費用の約17%を借款により資金調達した，東海道新

幹線が開業し、鉄道の大量・高速輸送の特性を明確に示すことで鉄道の役割が再認識されるよう

になった。東海道新幹線の成功を受け、 1970(昭和45)年、全国新幹線鉄道整備法が制定され、全

国的に高速鉄道を整備する方針が打ち出された。

しかしながら、在来線鉄道整備を含めて幹線鉄道整備財源は国鉄の独立採算の枠内で確保する

こととなり、政府の財政投融資からの借入金などが膨らみ、巨額長期債務問題となっている。

1987(昭和62)年にはこのような債務を分離した形で、旧国鉄を貨物鉄道会社と地域ごとの旅客鉄

道会社に事業主体を分割し、株式会社組織となっている。

(2)鉄道網整備政策・制度の特徴と課題

我が国の鉄道事業の経営は運賃・料金収入に

より償うことを原則としており 10¥運賃・料金

は利用者が直接負担することになっている。

したがって、事業免許を与える基準や運賃を

認可する基準は表2.2及び表2.3のように公共

性・安全性を確保しながらも採算性が十分確保

できるかどうかが大きな決め手となってい

る。鉄道事業の歴史を振り返ると収益性の高

表2.2 鉄道事業の免許基準

基準項目 | 内容

!申請した路線は発生する交通需要から
輸送需要 l 

|見て公共の福祉からみて適切か
|輸送力過大で健全な経営を阻害しない供給輸送力 i
1か、又は輸送需要に対し過小でないか
『事業基本計画が安定的・継続的経営を行事業基本計画|
い、かっ輸送の安全確保上適切か

申請者の能力|事業を行う上で資金調遼・償還吻経営管
|理・技術的の各能力を有するか

事業の公共性|事業開始が公益上必要かつ適切か

表2.3 鉄道運賃料金の認可基準

能率的経営で適正原価を償い、かつ適正利潤を含む

特定旅客・荷主に不当な差別的取り扱いをしない
旅客・貨物の運賃・料金負担能力を考慮し、旅客・荷
主が当該事業利用が困難でないこと
他鉄道事業者との聞に不当競争を引き起こす恐れが
ないこと

表2.5 採算性の問題の解決方策の例

解決方策 l

良質の鉄道
提供

コストの
削減

助成制度の
確立

''kj糠宅地開発の促i
-駅周辺地区の高度利用
.鉄道施設の上空利用

'* 廿

二大規模集客施設の立地促i
-多様な運賃の設定、運行頻度の増加、
.乗継ぎターミナルの利便性向上
Lアクセス交通機関の整備
・需要に見合った施設の整備
.工事期間の短縮
・建設技術の
-開発利益の還元
・公的資金の導入
-鉄道整備基金の創設

19 

表2.4 鉄道事業の採算性確保を困難にする要因

瓢 | 内容

建設費上昇(主投貸出、物価高臓用地費上昇、難工
一一一"_::'J至0)増加、公害閉止等環境対策費増加等
建設期間のl用地取得の長期化.難T事増加等により
呈型化 i開業までの間収冬型得ら1t1ず金利が巌む
他交通機関1都市部での他鉄道路線で面証主との競合
ιの競合 1で当初計画需要が確保できない
住宅・企業|大規模開発地での整備の場合.開発の進
立地の遅れi捗が遅いと開業時の収入少ない
開発利益還 il沿線地域の膨大な開発利益を鉄道事業に
元システムない 11還元するシステムがない

表2.6 鉄道整備への公的資金の導入の論拠

論拠 | 内容

公共財論 |鉄道を公共財的社会資本(市場機構では
供給が不可能な財)とみなす考え方

シピルミコム・ |交通弱者のため・国土の最低限の交通サ
ナショナルと私論|ーピスの提供のため、鉄道のような公共

輸送機関も整備すべきという論
価値財論 |鉄道を.市場機構では供給不十分なため.

財政援助で最低限の水準を充足させる必

外部性の
かった時期も多いが、近年では、表2.4のような 存在

要があると認められる財(価値材)とする
鉄道整備は他路線・道路利用者・駅周辺の
土地・地域経済に対し外部効果をもたら
し.これらを還元できなければ供給は最

事情から採算性の確保が容易ではない。これらの

問題点を解決するために表2.5のような方策が考

えられているが、事業者側の努力事項が多い。

一方、欧米諸国では我が国に比較してより多く

適量以下になるため.公的資金導入で最
適量に供給量を近づけるべきという論

規模の経済|鉄道はネットワークとして機能するため
性・範囲の|幹線整備によって全体の経済性を高める
経済性 |ことができる(→範囲の経済性)が.こ

の種の路線を民聞が供給しにくい場合は
公共が供給すべきという論

の公的資金が投入されている。鉄道の整備に公的 イコール7ザイング|自動車は一般道路を公的資金により供給
論 |しているため.競争条件を同ーとするた

負担・公的助成を導入する論拠としては表2.6があ !め鉄道の施設部分の建設費用等は公的資
E 金で補うべきものである(わが国では道

るが、欧米諸国で公的資金が導入されているの 路特定財源が確保されているのでこの論
φ拠は薄れているという議論も宅亙i

は、鉄道という社会資本に対する基本的な考え方 省エネ，JW-・|単位輸送量に対するエネルギー消費量及

が日本とは異なることによるものである。
環境対策 !ぴ環境負荷量は鉄道の方が道路よりも少

ないため.公的負担や補助を増額しても
q 鉄道整備を促進すべきであるとする論

例えば、 ECにおいては表2.7のような基本的 定時性 |所得上昇により時間価値が高まる傾向に
確実性 |あり‘交通輸送の定時性・確実性が重要と

な考え方があり、地域間の幹線鉄道に対する公的 |なり.定時性の優れた鉄道の優先的整備

負担・助成の割合は1987年時点でイギリス鉄道公
が必要であるという論

社(BR)で54.6%、西ドイツ国鉄(DB)で59.9%、フランス国鉄(SNCF)で87.5%、日本国有鉄道(JNR)

で18.1%である。また、高速幹線鉄道の財源については表2.8のようになっているが、日本の整備

新幹線ではJRの負担割合は50%となり、東海道、山陽、東北、上越各新幹線の交通事業者の負担

割合が1∞%であることを考えると、我が国でも鉄道建設への公的資金の導入が徐々に行われてき

ていることがわかる。
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表2.7 E Cにおける公的負担・助成の考え方

考え方 | 内容

鉄道の基礎施設は「通路J概念、の下に道

通路概念 |路や水路と同様‘国・州・地方自治体の社会

zドの縛成暫分とみ主主
不採算路線の存在手政府側が要求する場
合は「公共サービス義務の補償Jとして.
欠損を公共が負担すべきである

議量百説話条件の不公明生否是主す吾た
競争条件iめ、他交通機関と異なる条件で負担して
の均等化|いる経費を財政的に補償.鉄道職員退職年

金、踏切経費への補償が相当

しかし、交通の地域に及ぼす影響(とりわけ

50年後、 1∞年後に至るまでの長期的影響)が我

が国の鉄道事業制度のなかで十分に評価されて

いると百えるまでには至っていない。

2.3.2 道路網整備に関する政策・制度

(1 )道路網整備政策・制度の歴史的背景

表2.8 高速幹線鉄道の財源構成の比較

路線 |国庫補助|地方補i訂玉業者
新幹線 (JNR) 

0% 0% 100% 

2)東北・上位

整備新幹線 基礎施設 基礎施設

1)東北(盛岡~青森)¥ 40% 10% (JR) 

2)北陸(高崎~大阪) 駅等 駅等 50% 

州(福岡~鹿児島U25% 25% 

仏1GV (SNα) 

1)南東線 (げリ~リヨン) 0% 0% 100% 

2)アトランティック線

(斤リ--w?ン} 30% 0% 70% 

3)東方線 30% 18% 52% 

(1¥0リ~ストラスプーM (案) (案) (案)

西独ICE (DB) 

1)"'-1¥0 -'"ず'JJ'tJtJルWトノ¥ 100% 0% 0% 

2)"?ンハ仏~シュトゥッげ

明治期以降の我が国の陸上交通は、戦後の国道改良や高速自動車国道建設が始まるまでの長期

にわたり鉄道優先主義であり、特に都市間道路網は江戸時代の街道ネットワークそのままであっ

た。道路整備に充てられる費用は少なく、図2.4のように、ほとんどが地元負担であった。また、

1871(明治4)年の太政官布告第648号により、道路や水路を私費で建設した場合、一定の期間につ

いて有料で供することが認められており、この考え方は1931(昭和6)年の自動車交通事業法による

自動車道事業制度へと受け継がれている。同時期に名岐自動車道(名古屋4岐阜問)や三州自動車道

(豊橋ー豊-川間)などの都市間道路も株式会社組織により整備されている。

1956(昭和32)年には国土幹線縦貫自動車道建設法が公布され、名神高速道路(小牧-西宮間)の建

設が開始された。 1962(昭和38)年には栗東ー尼崎問

が我が国初の高速道路として開通している。

このように我が国ではlかつては国力がなかっ

たこと、②都市間道路が未発達で道路交通のほと

んどが地域内交通であったこと、@江戸時代の街

道整備の際の負担の名残、等の理由により利用者

負担や地元負担の考え方がかなり初期の段階から

見られる。

(2)道路網整備政策・制度の特徴と課題

近年の我が国の道路整備は道路特定財源制度と

その他 一一
9.1% ん

郡市町村

負担
37.2% 

国庫負担
7.2% 

県負

担
46.5% 

図2.4 明治期の道路整備費負担割合 11) 

表2.9 道路整備の特徴

性 質i 具体的特徴

1受益者負担の理念に基づいているので.道路
効率性 11整備のニーズが道路投資に反映され、資源の

効率的配分に資する

公平性I排除性があり.受益者負担が公平の観点から

正当化される ーー-
安定性i道路特定財源制度はその財源が安定的に確保

ー← 守れる制度てと毛盃
税収か道路整備に充当されることを前提に課

合理性l税するので、納税者の理解が得られやすい

有料道路制度により進められてきている。道路

特定財源制度は、受益者負担、損傷者負担を基

本理念としており、表2.9のような特徴があると

されている。しかしながら、この考え方も直接

的な利益を得る者の負担だけを考慮しているな

どの問題もある。

有料道路建設に要する費用は政府保証債、政

府引受債、公共企業債、縁故債等の借入金に大

部分を依存しており、との借入金は完成後通行

する車両から徴収する料金により償還される。

有料道路の料金は、償還主義の原則、公正妥当

主義の原則、便益主義の原則に基づいている。

現在の道路整備制度による実質的な負担者は

図2.5のように試算されており 1Z¥ 自動車利用

者による負担は大きいが、一般財源による負担

もかなりの部分を占めていることがわかる。

一方、道路整備には表2.10のような問題があ

り、社会的費用の増大や開発利益の還元、有料

一般道路

0.0% 

有料道路

白現在利用者

圏僻度利用者

図 一般財源
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麗覇 f緋度一般財源

道路制度などの問題は鉄道整備の場合と類似している。しかし、道路整備の場合基本的に特定財

源が確保されているという点や一般財源を用いて整備すべき社会基盤として国民のコンセンサス

を得ているという点で、鉄道(除く整備新幹線)の場合とは異なっている。

2.3.3 港湾整備に関する政策・制度

(1 )港湾整備政策・制度の歴史的背景

我が国では、平地が少ないために古くから埋立地に港湾施設とともに都市施設も計画されるな

ど、両者が併存してきた背景を持ち、港湾は地域開発・国土開発の戦略的な手段とされてきてい
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る。港湾関係では昭和初期頃から沿岸水域を欧米

の運河に相当する水路と位置づけるとともに、そ

れまでの集中投資から分散投資へと変化しつつあ

る。地方への分散投資は港湾を中核として地方産

業を振興させ、それによって地域の開発効果を高

めてゆこうとする考え方に基づくものであり、今

日の日本の港湾開発の基本的な考え方となってし

表2.11 港湾整備の背景の変遷

時期|分散メ集中1 施策 |目的

江戸時代|分散投資 沿岸航路整備
圏内流通

促進

明治期~集中投資 重要港湾整備 貿易振興
一

昭和初期
分散投資 沿岸航路の積極利用 地域開発，句、，

戦後
分散投資 港湾法制定 地分方権振興・

復興期~

高度経済 拠点投資全国総合開発計画
成長期~

拠点開発

るI30  

表2.11に示すように、明治期においては、港湾は国の直接管理下に置かれ、殖産興業を推進す

るとで、また貿易を振興する上で重要な役割を果たしてきた。昭和以降、特に1950(昭和25)年の

港湾法の制定後は、港湾を地域経済振興の基盤として位置づけ、港湾の機能として、 ω本来の機

能である交通機能を利用した流通拠点、 (2)交通機能を利用する産業の産業基盤、③都市機能の一

部、等が認められている。

1950(昭和25)年、港湾法が制定され、港湾管理行政は地方行政のーっとして行われるべきとの

考え方の下に、港湾管理寄は地方公共団体を母体とする港務局または地方公共団体のいずれかで

あり、その選択は地方公共団体の自由意志に任せることとなった 14)。

欧米では、港湾を交通産業のーっ としてとらえ、独立採算であり、港湾整備に関して中央政府

は基本的に関与しない傾向が強い。しかし、我が国では港湾の直接管理は地方が行い、国全体の

港湾開発の基本方針は中央政府が決める形態となっている。このため、港湾整備は公共事業とし

てとらえられ、単独での財政的自立は意図されていない。例えば、全国総合開発計画における新

産業都市や工業整備特別地域は、一部の例外を除き、大半が臨海部に位置するなど、産業政策と

一体的な関係を持ってきているという特徴がある。

(2)港湾整備政策・制度の特徴と課題

港湾法では港湾開発について国と地方公共団体の

負担割合が明らかにされ、港湾は管理者の立場から

見た場合には、管理者の考え方を支援する形で国

の開発を進めるためのインフラストラクチャーとし

て認識されるようになっている。また、港湾管理者

も地方公共団体に限定されていることからも、公共

性が重視されていると言える。

図2.6は平成8年度の港湾関連予算案の財源構成であ

る。 一見、利用者負担が大きく見えるが、全体の約

半分を占める港湾そのものの整備費用は全額を国と

全事業費141012億円

(引船・荷役機械・

埠頭用地・上屋・臨

海地造成等)

(防波堤・岸壁・泊地)

図2.6 港湾整備財源の構成 15)
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地方がほぼ半分ずつ負担するよつになっている。これら公的な資金のほとんどは港湾の影響が広

範囲であることを理由に国費・地方貨とも一般財源から確保され、めぼしい特定財源を持たな

い。したがって開発利益の還元は租税として一般財源に繰り入れられることで行われる。

臨海工業が衰退しつつあるといわれる昨今、 一般財源から港湾整備の費用を賄っている根拠は

将れつつあるともいえるが、社会的な影響が大きいことが一般に認知されていれば、 一般財源を

整備財源とすることのできる実例であると考えられる。

2.3.4 空港整備に関する政策

(1 )空港整備政策・制度の歴史的背嚢

我が国の航空路が交通体系の一部として実際に機能し始めるのは戦後である。終戦後1945(昭和

20)年、連合国側により日本の航空機所有と自主運行体制及び、その他一切の航空に関する活動がポ

止されたが、朝鮮戦争勃発に伴う連合国総司令部の日本管理政策の変化もあり、 1951(昭和26)年

には日本航空株式会社が設立され、米国のノースウエスト航空に委託する形で東京ー大阪国福岡聞

に国内定期航空が再開された。 1952(昭和27)年の「日本国との平和条約J発効により日本の主権

は回復され、航空活動に関する制約も解消しており、翌年には全日空の前身である日本ヘリコ

ターと極東航空がそれぞれ国内ローカル線の運行を開始している。

空港を整備するための法律としては、 1956(昭和31)年に空港整備法が制定されており、空港を3

種に分け、国際的航空路線に必要な第1種空港、主要な国内航空路線に必要な第2種空港、地jj的

な航空運送を確保するために必要な第3種空港に分け、その整備負担について国と地万の比率を

それぞ、れ1∞:0、75:25、50:50と取り決めた(その後、財政難を理由に国の補助率は引き下げられる

傾向にある)。

19ω年代後半からは、航空需要増大等の問題に対応するため、 1965(昭和40)年には空港整備特

別会計を設け、空港使用料を特定財源、とする空港整備特別会計が設けられている。 1967(昭和42)

年には第 1次空港整備 5カ年計画が策定され、計画的な空港整備が行われるようになってきてし

る。 1971(昭和46)年には航空援助施設利用料が、翌年には航空機燃料税がそれぞれ特定財源とし

て設定されている。

1970(昭和45)年からの第2次空港整備 5カ年計画では、同年に創設された空港整備特別会計を

財源として、騒音対策、成田空港整備・大阪空港改良、基幹空港のジェット化促進、などがすす

められている。また輸送量の急激な伸びや羽田・大阪両空港の処理能力が限界に近づいたことに

より、 1970年代、航空各社は大型旅客機の導入を行っている。

1976(昭和51)年からの第 3次空港整備 5カ年計画は、同年からの「昭和50年代前期経済計画J

に基づいて策定され、 経済政策と一体となって策定されている。 1978(昭和53)年には成田空港が

開港している。
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1981(昭和56)年からの第4次空港整備 5カ年計画は、 1979(昭和49)年からの「新経済社会7カ年

計画」に基づいて策定され、成田空港第2期工事、羽田空港沖合展開、関西国際空港整備や地方

空港のジェット化が推進されている。

1986(昭和61)年からの第 5次及び第6次空港整備 5カ年計画では、第 4次計画に引き続き、成

田・羽田・関空の 3大プロジェクト整備や地方空港ジェット化などの整備ががすすめられている。

また1986(昭和61)年の運輸政策審議会の答申を受け、航空会社の狙占を防ぐため国際線・国内線の

ダブルトラック化が進められた。

(2)空港整備政策・制度の特徴と課題

我が国の空港整備は空港整備 5カ年計画により推進され 表2.12 空港整備財源の日米比較

ているが、投資額のうち42-60%が国による投資、他は地

方公共団体と空港公団、空港株式会社が投資している。国

の空港整備特別会計の財源構成は表2.12のように、空港使

用料に大きく依存しており、 一般財源からの受入れは少な

い。 一方、米国ではチケット税が主な財源となっており、

我が園、米国ともに利用者負担が原則となっている。米国

日本

一般財源

航空機燃料税

空港使用税

雑収入

借入金

その他

11.1% 

23.3% 

23.2% 

26.7% 

11.4% 

4.3% 

米国

出国税 2.3% 

燃料税 3.1% 

チケット税 68.7% 

航空貨物税 3.9% 

利息収入 22.0% 

__________--/~ 

では航空利用者から徴収された諸税はプールされた上で各空港の整備財源となるが、整備の対象

となる空港は特定されていない。我が国では第 1種空港・第2種空港では空港整備会計として収

入がプールされ、整備計画にしたがって支出されるが、第 3種空港では基本的に地方公共団体の

負担となる。更に、東京国際空港と関西国際空港は大きな収入源となる可能性があるにもかかわ

らず、強立採算である日つまり、我が国では空港整備に関しては内部補助システムがかなり限定

されている。

現在、我が国の航空路は空港での他の交通機関とのアクセスが悪いなどの問題点を抱えてお

り、都市と都市を結ぶ交通システムとしての観点が乏しい状況にあると言える。また、空港と航

空路は鉄道の駅と列車の関係に相当すると考えられるが、空港と航空路はそれぞれ異なる事業者

であるため、独立採算が原則となり、内部補助が行いにくくなっており、 航空路の事業者は航空

運賃収入以外に基本的には収入がない。

2.4 我が国の国土と交通網整備に関する政策の特徴と本研究での考察視点

2.4.1 国土と交通網整備に関する政策の特徴

(1 )総合的な交通政策の欠如

我が国では個々の交通機関に関しての整備制度は存在しているが、交通網全体に対する具体的

な政策が欠知していると考えられる。全国総合開発計画に始まる国土の総合計画も策定されてい

るが、国土構造の根幹をなす交通網整備は交通モードごとの整備制度に依存しており、四全総ま
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での一連の全総計画は本来グローバルな視点の計画であるにも関わらず、その実施にあたっては

総合的な視点からの政策とはなっていない。

(2)政策目標達成の確認の欠如

これまでの我が国の国土整備政策にはいくつかの政策目標が掲げられてきているが、これらに

ついては定量的な目標が定められていないことが多く、定量的目標が示されている場合について

もその定義が暖昧であるといった問題がある。またこれら目標を達成したか否かについて定量的

な視点から政策の検討が十分には行われてきていないと考えられる。

(3)政策の柔軟性に欠ける

採算性を前提とした鉄道や有料道路の整備制度や、重厚長大産業が産業の中心であることを前

提とした港湾整備制度など、制度が定められた時点では当時の社会情勢に適合していたが、現在

の社会情勢では必ずしも決定的な理由を持たなくなった制度も存在している。これら制度の社会

状況への迅速な対応がなされていない。

(4)産業政策との結びつきが強い

我が国では港湾・道路・空港などにおいては公的資金の投入や特定財源が確保されるなど、整備

財源確保が比較的スムーズに行われていると考えられる。これらは製造業などの物流を伴う産業

と密接な関係があり、直接的な影響が比較的明らかであるという特徴がある。

(5)独立採算性

ほとんどの交通整備において、交通事業者の狙立採算が重要視されている。港湾整備では周辺

地域への影響が考慮されているが、鉄道や有料道路においては整備から経営に至るまで、ほぽ完

全に独立採算である。一般道路整備や空港整備ではインフラ整備に特定財源が充てられ、受益者

負担となっているが、一般財源も投入されており、都市や地域への影響がある程度考慮されてい

る。また、鉄道においても近年の整備新幹線においても部分的に公共資金が投入されるなどの変

化も見られる。しかし、概して欧米諸国などに比べて公共資金の比率が少なくなっているのは、

我が国では交通が地域に与える影響が十分に認識されていないことが原因であると考えられる。

(6)古くから民間資金の導入が行われている

明治期においても幹線鉄道整備や都市間道路整備などに民間資金が導入され、近年においても

JRの発足と株式の売却による民間資金の導入が行われるなど、交通整備への公的資金導入は少な

く、独立採算の原則が守られている。これは、交通が間接的に地域や社会に与えている影響の大

きさについて明らかにされていない部分の多いことが原因であると考えられる。

2.4.2 政策の特徴の相互関係と本研究の分析視点

(1 )政策の特徴の相互関係

2.4.1で示したわが国の政策の特徴について、それらの相互関係を図示すると図2.7のようにな
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の「地域の圏域構造Jや「地域の交流可能性の変

さらに、圏域構造や交流可能性に大きな影響を与える

「地域の相対的位置関係の変選」を明らかにする視点が必要である。そして、地域の相対的位置

この地域発展に与える大きな要因とし

を明らかにする視点が必要である。

次に、

遷」

「地域間の所要時間の変選」を明らかにする視点が必要である。関係を計測する方法としての

これまでの政策の長期

これら 4点にで考察を行う。

ついての重要性については、以下に述べる。

a)地域間の所要時間の変化の視点(地域の相対的な位置関係の視点)

明治期においては中央集権体制の確立のために東京ー京都聞の連絡や東京への所要時間の短縮な

実施による主な影実施事項

国土と交通網整備政策に関する

本研究ではこれらの点を明らかにする観点から、表2.13に示すように、

的な効果の考察は以下の 4点について行うこととし、実際に第7

(1)総合的な交通政策の欠如

表2.13

政策の特徴の相互関係と地織分析上の課題図2.7

:人心一新:鉄道建設 : 特になし

維新政府の;

前l支配力強化:

j中央集権:古都と東京を結

:確立 :ぶ

:重要港湾と都市

:を結ぶ
富国強兵 :経済振興.

鵬興業j軍事利用主説点聞の移

動時間短縮

法整備など方法目的時期

る。まず、産業振興を優先させる政策が占くから存在することで国土整備が産業政策と強い結び、

っきを持っていたと同時に、交通事業がかつては高収益事業であったため、交通を営利事業とし

東海道線建設

てとらえるという視点も占くから発達していた。

新橋横浜問、大阪

神戸間(1874)鉄道|左記区間の所要時間短縮

建設

H 

明:期

政策実施そのものの状況としては、古くから政策の目標が暖昧であり、政策の影響を明

らかにする方法についても不十分であったため、政策目標の達成についての確認が不十分になり

jj 

特になし
がちであり、時代に合わせた柔軟な政策の実施が難しく、複数の交通機関の考慮や地域への影響

始開設建道鉄線幹H 

治を母慮がなされた総合的な交通政策を実施することもできなくなっていたと考えられるロ

さらに、明治期では政府の財政状況が貧弱であったため、幹線交通機関の整備であっても民間

資金を導入するなど、採算性を重視せざるを得ない状、況であった。

富国強兵

殖産興業

後

これらの状況から、わが国では交通網整備などにおいては、個々の事業における独立採算を重

(2)地域分析上の課題

図2.7の相互関係において、地域分析 tの課題としては、 (1)政策実施による影響を計測する方

視した整備制度が発達し、現在の交通網および、国土の構造を形成したと考えられる。

期法を明確にすること、 (2)交通網整備等の政策が実際にどのような影響を与えたかを明らかにする

地方振興大

正

こと、 (3)政策が所期の目的を達し得たかどうか確認すること、などを挙げることができる。した

これら各点を考慮した視点がって、本研究のようなとれまでの政策の結果を明らかにする場合、

が必要である。

(3)本研究での考察視点

軍事

軍事

j戦
昭:前

和:戦

迫

これまでの交通や国土の整備に

の視点が必要である。「地域の発展に与えた影響J

まず、交通網等の整備が地域に与える影響を分析する際には、

関する政策において欠けていたと考えられる
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どが政策目標とされており、戦前~戦時においても軍事上の理由から東京と全国各地域を短時間

で結ぶことが目標とされている。また近年においても、全国の主要都市聞を一定時間以下で結ぶ

ことが目標とされている。また、地域間の所要時間は地域間の結びつき、交流可能性、圏域の形

成などと密接な関係があり、政策の効果としての地域間の所要時間がどのように変化してきたか

を明らかにすることは重要な視点である。

b)地域間交流可能性の視点

地域の発展は交通網整備と密接な関係にあると考えられるが、交通の利便性を総合的に表すこ

とのできる交流可能性に着目し、交通網整備により交流可能性がどのように変化したかを明らか

一一一一一一ートー， -.--・---司 F ー.‘ .--.---_.・.. 
考察の視点
所 交:圏:人

要 涜;域:口
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問 能:造:布
性・

復 (国19土5総0)百開究出 !鉄貨物道へ輸送の重の点重視投)資(
都響市間の旅客交通への影 .: ' 戦災復興:産業振興傾斜生産方式 . 

興
. . . 
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. . . 
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.・:

成 :構想 (1967) 備
交交流流可可能能性性のの変変化化に伴う
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・・・.・・4・・.

和民 :性均衡化: 地域間の結びつきの変化
;. 

:国土利用: :新全国総合開発計 幹線交通網上への
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地方都市整備

造の変化. 
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圏域内交通網整備
降 . 域構造の形成

低 . 産業配置による人口変化. . 

五重二
東京を頂点とする圏域構' 低成長へ・・定住圏構想 第三次全国総合開

:成 格差是正
の対応 発計画(1977)

産業の地方分散策
造の変化. . 
地方都市を中心とする圏，長
域構造の形成. 
都所市要時聞の間所変化要時に間伴変う化交流

.~ 
I I . 

--・.---t-ー.--
:第四次全国総合開

基幹交通網整備 .:: 平 格差是正 多極分散全国一日交通圏.・発計画(1987) 可能性の変化

成
;妄涜ネットヲτ1 高規格幹線道路網 父流可能性の変化に伴う :. :ク構想 ・ 計画 地域間の結びつきの変化

にすることは重要な視点である。

c)圏域構造の形成の視点
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明治期においては中央集権構造の確立のために東京を唯一の頂点とする国土構造が求められて

いたが、近年では多優分散型国土構造が目指されている。とのような構造を地域間交流可能性か

ら見た地域間の結びつきの強さから分析・検討を行う必要があると考えられる。このような地域

間の結びつきが複合することによって、全国的な圏域構造が形成されてきたと考えられ、地域変

化との関連が大きいと考えられる。

d)人口分布等の変化の視点(地域発展の視点)

全国総合開発計画以前の国土政策においては、我が国の人口分布に関しては特に大きな注意は

払われてこなかったばかりか、大都市圏における産業の振興のためにむしろ集中政策がとられて

きている。このように、現在において問題となっている過疎過密問題の根元は明治期以降の国

政策にあると考えられる。逆に、近年では明示的に政策目標として過疎過密問題の緩和が取りあ

げられている。以上より、政策実施の効果としての地域人口変化の視点が必要である。

2.5 結語

本章では我が国の交通と国土の整備に関する政策および制度についてその歴史的な経緯と現在

の特徴と課題について整理を行った。その結果、我が国の交通と国土の整備に関して、(1)総合的

な国土政策の欠如、 (2)政策目標達成の確認の欠如、 (3)政策の柔軟性に欠ける、 (4).産業政策との

結びつきが強い、(5)独立採算性、(の古くから民間資金の導入が行われている、などの特徴が存在

していることを述べた。

本研究ではこのような特徴を認識した上で、これまでの我が国の国土政策について、 (1)地域間

の所要時間の変化、 (2)地域間交流可能性の変化、 (2)圏域構造の形成、 (4)人口分布等の変化、等

の各視点から長期的な効果を考察することとした。
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第 3章 都市間交通における所要時間の変遷

3.1 概説

地域の発達にとって、他地域との交流は重要な影響があると考えられるが、交通整備の影響は

間接的・長期的に現れることを考慮すると、地域の相対的な位置関係の長期的な変還を定量的に明

らかにすることが必要である。このような全国的な地域の相対的位置関係は都市間交通網整備に

よるものであるため、その長期的変還を分析する場合、都市間交通網整備の特徴を考慮すること

が必要であり、空間的抵抗を表す適切な指標の採用をしなければならない畠

本章の分析では、 「滞在可能時間J r積み上げ所要時間Jの2つの指標を用い、都市間交通の

特徴を考慮し、地域聞の空間的抵抗である所要時間の変還を明らかにする。歴史的な変遷を明ら

かにするに先立ち、これら 2指標が、従来からよく用いられてきた「最短所要時間Jに比べて有

用な指標であること検証するなどした。

「滞在可能時間Jは朝夕の交通機関の利便性を便の所要時間だけでなく、乗換えの利便性を含

めて反映させることができ、実際の都市間交通における交通行動に沿った指標となっている。ま

た「積み上げ所要時間Jは一日を通しての交通利便性を表すことができ、各便の所要時間が小さ

く、運行頻度が高いほど小さくなり、所要時間と運行頻度の両方を考慮した指標となっている。

両指標とも従来の指標とは異なり、都市間・地域間の所要時間を実際の利便性に即した形で表現で

き、これら指標は本研究の分析目的に適したものとなっている。

本章では、 3.2において上記の 2指標に加え、従来からよく用いられる「最短所要時間Jを含

め、それらの定義・算出手順・指標の特徴などについて述べる。

3.3ではこれら指標の特徴をまとめるとともに、計算条件の変更が指標に与える影響について考

察を行う。また、国内の都市間交通における旅客流動や国際交通における空港選択・海外出国者発

生量についてモデル分析を行い、これら指標の表現力について検証・考察を行うこととする。

3.4以降でこれら指標を用いて我が国の都市間交通の歴史的変遷について実証的分析を行うこと

とする。

3.4ではこの実証的分析の分析条件について述べ、 3.5において明治期以降の我が国の都道府県庁

所在都市聞の所要時間の変遷を明らかにする。変遷の分析においては、地理的・時期的な特徴はど

のようなものであったか、また整備された具体的な交通機関が都市聞の「滞在所要時間J r積み

上げ所要時間J及び従来からよく用いられている「最短所要時間Jにどのような影響を与えたか

について分析を行う。

最後に3.6において本章での結果をまとめる。
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3.2 都市間交通の空間的抵抗を表す所要時間指標

3.2.1 従来の所要時間指標

1.3.3において指摘したように都市間交通を対象

として分析した従来の研究においては、都市間交

通が都市内交通とは異なる特徴を持っているにも

関わらず、都市内交通と同様の方法により所要時

間を取り扱っているという問題があるが、従来か

らの都市聞の所要時間を算出する方法としては以

下のような方法により定義されていることが多い

と考えられる。説明の例として表3.1を示すが、同

表は富山を出発し秋田を訪れる場合の、すべての

先着便(その便より遅く出発して、早く到着する

ような他の便がないもの)について、所要時間の

変遷を示したものである。

(1)結節点間ごとに最も速い便を採用する方法

従来の所要時間の計算方法として最も一般的な

のは、結節点問(リンク)ごとに所要時間を設定す

るもので、通常の最短経路探索によってOD聞の

表3.1 富山→秋田の先着便の変遷
(その 1) 1934年 12月現在

モード 1富山発 I (著) 経由 傍) I秋田着|所要時間

鉄道 I6:02 I → 直行 → I 18:55 I 12:53 
鉄道 ，1 7:48 1 14:28 新津 15:53 1 21:06 1 13:18 
鉄道 I17:25 1 → 直行 → 1 3:28 1 10:03 

(その 2) 1961年 10月現在
モード|富山発 I (着) 経由 傍) I秋田着|所要時間

鉄道 I2:28 I → 直行 → I 13:33 I 11:05 
鉄道 1 13:14 I → 直行 → 1 20:59 1 7:45 

鉄道 1 17:42 1 → 直行 → 1 7: 18 1 13:36 
鉄道 1 21:19 I 1:27 長岡 2:22 1 8:5] 1 11:32 

(その 3) 1 975年10月現在
モード|富山発 I (著) 経由 (発) I秋田着|所要時間

鉄道 I0:59 I → 直行 → I 8:44 I 7:45 
鉄道 1 4:24 → 直行 → 1 13:46 1 9:22 

航空路 1 10:25 1 12:05 東京 14:00 1 15:35 I 5:10 

鉄道 1 10:44 1 → 直行 → 1 19:01 1 8: 17 
鉄道 1 11:37 1 14:39 新津 14:47 1 18:33 1 6:56 

鉄道 1 14:19 1 → 直行 → 1 21:17 1 6:58 

航空路

と鉄道 I15:40 I 17:20 東京 19:27 I 5:56 I 14:16 
鉄道 I 16:38 1 22:01 大宮 22:50 1 7:001 1 14:22 

鉄道 1 18:38 I 21:41 新津 2:47 1 8:16 1 13:38 

(その 4) 1990年 3月現在
モード|富山発 I (着) 経由 傍) I秋田着|所要時間

鉄道 I0:59 I → 直行 → I 8:40 I 7:41 
航空路 1 9:10 I 10:15 東京 11:25 I 12:25 I 3:15 
航空路 1 13:15 1 14:20 東京 16:20 I 17:20 1 4:05 

航空路 1 16:15 I 17:20 東京 18:00 I 19:00 1 2:45 

鉄道 I21:59 I → 直行 → I 5・34 1 7:35 

所要時間を得ることができるので、最も多くの場合この方法が用いられていると考えられてい

る。この場合乗換え時間は、ダミーノードなどによって考慮することになる。しかし、この方法

では、以下のような問題点がある。

D乗換え時間を何らかの時間に設定する必要があるが、表3.1の各年代のように、直行便・経

由便が混在することが多い。経由便だけを対象としても、 1990年の航空便のように、利用

する便により待ち時間は異なり、待ち時間の適切な設定値が見つからない場合が多い。

②同様に、先着便の経路や交通モードが分析対象年次や出発時刻によって異なる場合も多

い。表3.1の1975年の例では、出発時刻により所要時間に3倍近くの差があり、交通モード

や経路も多岐に渡っている。このような場合に、どの交通モードを区間の代表交通機関と

して採用し、所要時間を算出するかについては、 適切な方法がない。

③実際の運行では最も速い便どうしが接続しているとは限らない。

④直通列車の有無や、一部の列車が結節点を通過する場合など、運転系統の考慮が難しい。

したがってこの方法は、自動車交通の場合や、所要時間の等しい便が比較的等間隔で運行され

ている都市内交通などでは有効な方法であるが、運行頻度が低く、便によって乗車時間や乗換え

地点での待ち時間が大きく変動する都市間交通に用いるのは不適切である。
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(弓その区間の最短所要時間を採用する方法

その区間の最短所要時間を採用する方法は、全便のうちで、乗換え時間も含めた実所要時間の

最も短いものを採用する方法で、 (1)の方法に比較するとその意味が明確である。しかし、次のよ

うな問題点がある。

①都市間交通では運行頻度が極めて低い場合があり、最も速い便だけでは都市聞の交流可能性

を適切に反映できない。例えば表3.1の1990年では最速便は2時間45分で両都市聞を結んでお

り、この場合所要時間として2時間45分が採用されるが、新幹線のように運行頻度の高い交通

機関で同程度の時間数で結ぼれた他区間と同様の値となる。

ID実際に用いる際の問題点として、算出が難しいことがあげられる。すなわち、利用可能なす

べての便について起点から終点までの所要時間を算出し、そのなかで最短のものを探さなけ

ればならず、乗換えの前後や代替路線を含めたすべての可能な経路のすべての便について時

刻表等にあたって検索する必要がある。また、このような計算は、通常の最短経路探索のた

めのネットワーク計算では行えない。したがって、この方法がとられていることは実際には

少ないと考えられる。

なお、都市聞の所要時間を用いた分析を行っている文献のなかに、"最短所要時間を用いた"

という記述も多いが、これらは本項(2)の方法による厳密な最短所要時間ではなく、 (1)の方法によ

るものを指している場合が多いと考えられ、都市聞の所要時間は定義そのものが暖昧である。

3.2.2 r所要時間」の用途とその問題

所要時間の用いられる場面としては、以下のようなものが考えられる。

①全国規模でのモデル分析

地域間産業連関分析における交易係数の算出、地域のポテンシャルやアクセシピリティな

どを用いた立地モデル・人口移動モデル、都市聞の交通需要予測など都市問・地域聞の相互作

用を取り扱うモデル分析には、時間距離・経済距離など概念の相違はあるものの多くの場合に

「所要時間Jが用いられている1)。これらは都市聞の空間的抵抗を表す指標として用いられ

る典型的な例であるが、運行頻度や、航空、鉄道、自動車のミックスモードを考慮できる指

標を用いることが適切である場合が多い。

②国土の構造と交通利便性に関する分析

回全総で示されている全国一日交通圏の概念Z)のように、都市や地域の相対的な交通利便

性について論じる際にも用いられる。しかし、四全総においても最短到達距離(注:3.2.1(1)の

定義に近い)を用いており適切な指標であるとは言えない。

③交通の発達過程に関する分析

ある都市聞や地域聞において交通の発達過程を分析する場合にも用いられる 3)。この際に



34 第 3章 都市間交通における所要時間の変遷 35 

も、運行頻度の増大という形の交通発達を考慮する必要があり特に、航空機のみから新幹線

との併用への変化など交通モードの変化も含めた比較ができる指標が求められる。

また、本研究のように、我が国のこれまでの交通発達過程を対象として分析する場合、上記の

般的事項に加えて、更に下記の点も考慮する必要がある。

1)設が国の交通網の発達過程では、速度向上よりも輸送力向上の一環として運行頻度の増加に

力をいれた時期が相当期間あり、とれによっても都市聞の交流可能性は増大している。

2}航空機のように新たな高速交通モードが登場し、最短所要時間が急速に短縮する場合がある

が、運行頻度を考慮すると、鉄道によって同程度の時間で結ぼれている都市問と同様の交流

ロl能性が得られたとは言えない場合が多い。

3)航空機の発達後に完成した新幹線のように、最短所要時間を吏新しない都市間交通であって

も、交流可能性の拡大に大きく貢献していることも考慮する必要がある。

滞在可能時間とは
一定時刻以後(午前6時)に当該地を出発し、 一定時刻以前(深夜 12時)までに帰着する

ときの、目的地で滞在することのできる時問。

(例)滞在可能時間の計算の実際 (1990-3/10) 
静岡から大阪へ 新幹線 静岡駅 ( 6: 00)一新大阪駅( 8: 2 S) 
(新幹線利用の場合) J R 新大阪駅( 8: 42)一大阪駅 ( 8: 46) 

所要時間 2時間 46分

合松山から大阪へ パス 松山市駅( 8: 2 5)一松山空港( 8: 4 8 ) 
(航空機利用の場合) 航空路 松山空港( 9:25)一大阪空港 (10:15) 

パス 大阪空港 (10:45)一大阪駅 (11:15) 
所要時間 2時間 50分
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3.2.3 都市聞の所要時間を表す方法

都市聞の空間!的抵抗としての所要時間を表すため、前述した諸課題を考慮したいくつかの指標

が提案されている 4}o} ti}。本研究では都市問・地域間交通の利便性を経年的に比較するという目的

に照らして、所要時間の考え方として「滞在可能時間J r積み上げ所要時間j を採用し、これら

指標により都市問・地域間の空間的抵抗の長期的変遷を分析することが必要であると考えた。

なお、都市問の空間抵抗を表す指標として時間以外に重要な「費用Jについては、いずれの所

要時間の定義についても一般化費用の考え方なと、ヘ拡張することができる。

静岡駅新大阪大阪駅

l l.J 
I -l~ 

松山空港

|1  I.II . .J 
II Il 

松山市駅

滞在可能時間 1 1時間54分

大阪駅 大阪駅 松山空港

滞在可能時間 l I LI 
5時間 10分 11 1 

大阪空港 松山市駅大阪空港

このように、 「滞在可能時間Jは、従来から用いられている「所要時間Jと
異なり、運行頻度や乗り継ぎの便利さなどを表現することができる。

*松山へは鉄道利用の場合は、もう少し滞在可能時間は大きくなる。
図3.1 滞在可能時間の考え方

3.2.4 r滞在可能時間Jの考え方

滞在可能時間とは、ある都市を一定時刻(例えば午前6時)以後に出発し、一定時刻(例えば深夜12

時)以前に帰着する場合に目的地において滞在できる時間数のことで、所要時間を表す指標の 1つ

として用いることができる。この指標の特徴や実用性については、文献5)η8)で論じられており、

最短所要時間など従来から用いられている指標と比較して、都市問の交通利便性をより実際に近

い形で反映したものであることが示されている。

この指標は、算出された数値の意味が直感的に理解しやすいため、異なる年次において求めた

多くの都市聞における計算結果を比較する上で好都合であるほか、実際にモデル分析に用いる場

口などにおいても後述する積み上げ所要時間と同程度の説明力を持っている 5)。また、定義から

明らかなように、計算に要する時間は、滞在可能時間の方が格段に短い。なお、出発と同一日に

帰着するとした場合、時期や区間によっては滞在可能時間が負となる場合も少なくないが、この

指標は必ずしも日帰り交通での目的地での滞在時間という直接的な内容を考察するためのもので

はなく、都市間交通の利便性を表す指標として用いるものであり、その値が負になっても意味を

失うものではない。

例えば、図3.1のように、静岡を午前6時以降に出発し、深夜12時までに帰着するような条件で

鉄道を利用して大阪を訪れる場合と、同様の条件で松山から航空機利用で大阪を訪れる場合を比

較してみると、両者とも片道の所要時間は3時間弱で同程度となる。しかしながら、大阪での滞在

可能な時間数は前者では12時間近くあるが後者では5時間余りとなり、明らかに地域間の交流の程

度は異なっている。

地域間の所要時間指標として「滞在可能時間Jを用いる場合には、式3.1により計測時間帯(例

えば6時から 24時までの 18時間)から滞在可能時間を差し引いたものを半分にすることで、片道あ

たりの所要時間指標とすることができる。

Tij= (式3.1)

お .1において、 Kは出発時刻から帰着時刻までの時間数(ここでは午前6時から深夜12時までの

18時間). sりは滞在可能時間である。
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wを出発時間帯の幅(ここでは6時から21時までの15時間)とす即ち、 PILijを積み上げ所要時間、「積み上げ所要時間Jの考え方3.2.5 

ると、所要時間指標Tijは式3.2のようになる。なお、本研究では所要時間指標としての「積み上

(式3.2)

このTijを指すものとする。

PILij 

w 
Tij= 

げ所要時間Jとは、

「最短所要時間Jの考え方3.2.6 

「最短所要時間Jはその定義が暖昧なものが多いが、厳密な意味従来からよく用いられている

での「最短所要時間Jは図3.2に示すように 1日の利用可能なすべての便のうち、実際の乗り継ぎ

を考慮した上での最も目的地までの所要時間の小さい便の所要時間である。したがって、厳密に

この指標値を求めるためには「積み上げ所要時間Jを求める際と同程度の計算量を要する。

と比較する場合における「最短所要時

所要時間指標の特徴と表現力の考察

「積み上げ所要時間」は出発時

特徴をまとめると、表3.2のようになる。最短所要

なお本研究で「滞在可能時間Jや「積み上げ所要時間J

問j とはこの定義による指標を指すものとする。

刻や帰着時刻の設定の方法などにより、結果が左右

本節で詳しく考察する。

本研究で用いる所要時間指標はその定義をもとに

される可能性があるなどの特徴をもっているため、

所要時間指標の特徴

「滞在可能時間」

3.3 

3.3.1 

滞在可能時間は主として朝夕に発

列車4利用時の

旅行時間グラフ

ノ
¥ 

列車3利用時の

旅行時間グラフ

¥¥ノ
¥ 

旅行の所要時間
着する便の交通利便性のみを反映し

た指標となっているが、積み上げ所

要時間はこのような滞在可能時間の

問題点を更に補うものであり、算出

対象とする時間帯に運行されている

全便の所要時間及びダイヤの設定状

況を反映した指標である。積み上げ

のように定義する。所要時間は以

2地点聞の所要時間は、図3.2の・

まず便ごとに求点の箇所のように、

問時要
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図3.2

所要時間

その他の時刻

を出発時刻としたときに目的地に到

着するまでに要する時間は、次の便

る。そこで、各時刻における目的地

なわちこの図ののこぎり状の線の下

の部分の面積を積み

までの時間を足し合わせたもの、す

図中の右下がりの斜め線のようにな

げ所要時間と

の出発時間までの時聞が加わって、

めることができるが、

これらの時間帯は自動車利用の

方が所要時間が短い

定義することとする。図3.2からわか
時間は最も高速で乗換えの便利な交通機関を乗り継

いだ場合の所要時間であるのに対し、滞在可能時間
→ゅ

旅行開始時刻

複数の交通モードを考慮する場合の考え方

この積み上げ所要時間

は、各便の所要時間が小さく、運行

るように、

に表される所要時間は朝夕の交通機関の便の有無や

り、また積み上げ所要時間は一日をとおしての交通

機関の運行時間帯及びフリークヱンシーを反映した

乗り継ぎなどの利便性を反映した指標となってお

図3.3

た各便の所要時間や運行本数が同じ場合でも、いわゆる団子運転のような実質的な利便性が低い

場合には指標値が

ま

きくなり、所要時間、運行頻度、ダイヤ設定のすべてを考慮した指標となっ

頻度が高いほど、小さな値となり、

指標となっている。
ている。更に図3.3は、 2地点聞にいくつかの交通モードがある場合の例を示したものである。各

指標算出条件変更時の影響

「積み上げ所要時間Jは計測時

3.3.2 

この時刻ごとの目的地に到着するまでに要する時間は太線に示すように得ることができるので、

げ所要時間を定義することができる。ような場合も積み

「滞在可能時間J

間帯などの算出条件の変更により結果が影響を受けるという特徴があるが、以下ではこの点に関

する考察を行った。

「積み上げ所要時間」は定義上、出発時刻に沿って所要時間を積分した形となっているため、

出発時刻の時間帯の幅で除して所要時間の平均値を求めることで、時間調整分も含めた移動に必

要な時間数とすることができ、所要時間に相当する指標として採用することができる。
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るため、算出条件の設定にあたっては都市間交通の交通便のダイヤ設定状況を考慮し、比較的多

くの便の運行されている時間帯を主として計測時間帯とすることが必要であると考えられる。し

「積み上げ所要時間Jは算出時の設定条件が指標値に影響を与え「滞在可能時間」かしながら、

とりわけ本るものの、従来のいわゆる所要時間を用いたものより実用上多くの優れた点がある。

に交通機関の速さだけではなく、運研究で対象とするような交通網の発達途上期においては、

これらの指標は重要な意味を持つと考える。行頻度や接続の便利さが重要な要素であるため、

府県聞旅客流動に関する所要時間指標の表現力の検証3.3.3 

。)JJぬ'E一一 一ーよ二~四

o 0 0 00  0 0 0 0 
句 。 』 ∞J F F 25 g g sj 零増加

l l l l l (' l(分)

条件変更時の滞在可能時間増加

度数
1600 

(1)滞在可能時間の算出時間帯変更の影響

「滞在可能時間Jを算出する際の計測時間帯を

1200 「②朝6時発夜24時着Jr(u朝6時発夜22時着J

Jの3通りについて変化

させ、その結果について考察を行うこととする。

r(3)朝6時発深夜翌1時

400 
また代表地計測年次は1961(昭和3均年10月とし、

点は各府県庁所在都市の中心地(鉄道駅)とし、そ

れらの地点相互の所要時間を上記の 3つの定義に

よって求める。 (1)比較分析の概要

「滞在可能時間Jや「積み上げ所要時間Jは、運行頻度等も考慮した交通利便性を表してお

り、直感的にも利点が多いと考えられるが、以下では、実際のモデル分析に用いたときの妥当性

図3.4

この年次における、全公共交通機関を使用して沖縄を除く46都道府県庁所在都市問を移動する

場合の滞在可能時間を算出し、ケース①からケース②に変化させた場合(①→②と表記)の結果、

について計算例を用いて検討する。そのため、まず、西日本の13府県の府県庁所在都市相互間に3)の結果を図3.4に示した。条件を変化させても滞在可能時間の変化が全くないOD数は

「積み上げ所要時間」をそれぞれ算出して比較する。「滞在可能時間」おいて「最短所要時間J2i→(3)でOD数が1544となっており、変化させた時刻の問(例えば②→③で

次に各府県聞の旅客流動を説明するグラピティタイプのモデルをそれぞれ作成し、その適合性を

比較検討する。

は24時から翌1時)において到着する便がほとんど存在していないことが原因となっていると考え

りれる。また①→②では滞在可能時間の増加が120分前後のODが数百程度存在しているが②→③

ではほぼ半減しているがこれは24時から翌1時の聞に到着する便数は22時から24時の聞に到着する (2)分析の対象と条件

代表地点は各府県庁所在都市の中心地(鉄道駅)とし、それらの地点相互の所要時間を3.24，_3.26便数に比べて少ないことに起因していると考えられる。

の3つの定義によって各指標を求める。

よく用いられる3.26の定義によるものとする。滞在可能時間については、朝6巌短所要時間は、

また、積み上げ所要時間は定義上24時間を対象とするこ

とも可能であるが、通常の生活時間帯や交通機関の運行状況を考慮し、 6時，_21時における値を算

出する。いずれの指標においても、鉄道、航空機の時刻はJR時刻表(1990年3月版)より、自動車の

所要時間は道路時刻表(道路整備促進期成同盟会1990年6月発行)より求める。また自動車の所要時

間は出発時刻によらず一定とする。

(司積み上げ所要時間算出プログラム

積み上げ所要時間は、対象とする時間帯に運行されている利用可能なすべての便の運行ダイヤ

(2)積み上げ所要時間の算出時間帯変更の影響

「積み上げ所要時間Jを算出する際の計測時 一一一6時-18時に変更

時出発、夜24時到着の条件で算出する。rC:D朝6時から夜21時までJを基本に

「③朝6時から夕18

時まで」の 2通りについて変化させ、積み上げ

所要時間(式3.2のTij)の変化について考察を行

う。計測年次等は(1)と同様である。 ①→②の結

果、及び、¥II→③の結果を図3.5に示した。

条件を変化させても積み上げ所要時間の変化

間帯を

r(?)朝9時から夜21時までJ

を検索する必要があり、最短所要時間を求める通常のネットワークプログラムでは算出されなが余り大きくないODが多いが、①→②では指標

値がやや増加傾向にあり、①→③ではやや減少傾向にある。 そい。本研究では全路線の全便の時刻表をデータとして入力すれば、駅間・空港聞の結節関係や、これは朝6時から9時の間には多くの

れぞれの路線の運行系統も考慮したネットワークを自動的に作成し、指定した出発時刻ごとに、この時間帯を含む①に比べ、含まない②では値が大きくなったと考便利な便が設定されており、

このプログすべての目的地の到着時刻が求められるプログラムを作成した9)。今回の計算では、えられる。また、夕刻には18時以前に出発する便利な便が多く、 18時から21時の時間帯に出発す

ラムを用いて上述の時間帯における10分刻みの各出発時刻に対応する所要時間を算出し、それらこの時間帯を含む①が③に比べて値が大きくなったと考えられる。る便が少ないため、

このプログラムは、滞在可能時間のを基に区分求積により積み上げ所要時間を算出した。なお、

算出にも応用可能となっている。はその算出条件により結果が影響を受け「積み上げ所要時間J

(3)算出条件の設定についての考察

「滞在可能時間Jこのように、
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(4)計算結果とその考察 所要時間(時間)

積み上げ所要時間を求めた
6 

結果は、例えば図3.6、図3.7の

ように示すことができ、この

図の太線の下の面積が積み
3 

げ所要時間となる。図から1日

のうちのある特別な時刻にお

ける値のみを表している最短。

所要時間と比較して全体の利 6 

便性を反映できることがわか所

る。このようにして、 13都市相

互聞において積み上げ所要時

間を求め、最短所要時間及び

滞在所要時間と比較したもの 6

を図3.8、図3.9に示した。な

お、 3つの定義を比較するた

め、滞在可能時間について 3

は、目的地に滞在するための

移動に必要な実質的な所要時

聞を式3.1により算出し、積み 06

上げ所要時間は式3.2により所

9 12 

図3.6 福岡→鹿児島聞の積み上げ所要時間
出発時刻(時)

要時間に換算したものを用いた。

図3.8では、最短所要時間が2"，4時間の聞に入る区聞が非常に多いのに対して、それらの区間の

積み上げ所要時間はかなりばらついていることがわかる。これは積み上げ所要時間では便数の違

いが反映されていることによると考えられる。また、図3.9~と示すように滞在可能時間と積み上げ

所要時間は極めて相関が高い。滞在可能時間の計算で用いられる便の利便性が、全体の利便性を

かなりよく反映しているものと考えられる。なお、自動車利用の所要時間がどの時間帯でも最も

短くなる区間では、 3つの定義による所要時間は一致する。

(5)モデルの分析方法と結果

13府県聞の旅客ODを表3.3のような条件で説明するモデルを作成した。その結果も同表に示し
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図3.8 最短所要時間と積み上げ所要時間の比較

表3.3 モデル分析の方法

Pi.開
基本式:Aij=α守主ー

トーーーーーーーーーー一一一ー一ーーーー
ただし:

Aリ :府県間旅客輸送人員住機関) 単位:千人/年

昭和63年度旅客地域流動調査

運輸省運輸政策局情報管理部編倶才)運輸経済研究センター発行， 1990.3 
Pi、町:府県人口単位:人

t ij :それぞれの所要時間の定義により算出した所要時間
α、s :パラメータ

←m-.五志:喜本まり高涯忘対薮ぎZっ75ポrtを75しi宅、京形石百扇分析を??ぅ.
この際、 t ijは区間りの平均をとる。

log主す=a+b . logt ij 

ト一一一ーーーーー一ーー
計算結果:

積み上げ所要時間より算出した | 滞在可能時間より算出した平均 | 最短所要時間を用いた場合
平均所要時間を用いた場合 | 所要時聞を用いた場合

図3.7 宮崎→長崎閣の積み上げ所要時間
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図3.10 積み上げ所要時間に関する分析結果
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図3.11 最短所要時間に関する分析結果
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たが、滞在可能時間、積み上げ可能時間、最短所要時間の順に大きな相関係数を得た。更に、積

みよげ所要時間と最短所要時間を比較するために、実測値とモデル式から算出した計算値の分布

を図3.10、図3.11に示した。図3.8の考察で述べたように最短所要時間は2-4時間のところに値が

多く集中しているため、図3.11のようにモデルによる計算値も集中して、実績値のばらつきを表

現できていない。それに対して積み上げ所要時間の方では、-実績値に近づく方向に計算値が改善

されていることがわかる。なお、滞在可能時間は、図3.9のように積み上げ所要時間と相関が非常

に高いので図示していないが、積み上げ所要時間と同様の傾向である。

(6)分析結果の考察

問題点として前述したように、最短所要時間は都市間の交通利便性を表しているとは言い難

く、特にこのモデル分析から運行頻度に差がある場合に適合性の悪いことが示された。また、積

み上げ所要時間は運行頻度も加味した指標で、モデル分析においても有効な指標であることが示

された。

このように、 「積み上げ所要時間」を用いることにより、接続の利便性向上や線増などの輸送

力噌強による運行頻度の改善など、最短所要時聞には反映されにくい交通整備事業の評価を行う

ことができるほか、航空・鉄道・自動車のミックスモードによる所要時間の算出が可能な点などが

利点としてあげられる。しかし算出に多大な手聞がかかること、分析対象時間帯の設定によって

結果が異なるなどが欠点としてあげられる。

更に、滞在可能時間も、出発時刻・帰着時刻の設定によって値が変わるが、積み上げ所要時間と

ほぼ同様の結果が得られており、算出の手聞が積み上げ所要時間と比較すると格段に少ないこと

を考えると有効な指標であると考えられる。

3.3.4 国際交通における空港選択モデルによる検証

(1 )分析方法

国際交通も都市間交通の一種であり、運行頻

度や乗り継ぎの利便性が出発地や出発時刻によ

り大きく変化する特徴を持っている。本項では

このような国際交通における積み上げ所要時間

の有用性について検証を行う。

国際交通の利便性指標としての、積み上げ所

要時間の適用可能性を検証するため、表3.4に示

した 3パターンの変数を用いた空港選択モデル

の構築を行う。なお、これらモデルは、国内47

都道府県に居住する人々が、海外16目的地へ向

かう際に選択する出国空港を説明するロジット

モデルであり、そのモデル式は表3.5に示すとお

りである。モデル構築の際、所要時間の算出に

はJR時刻表(1990年3月)、旅客データには国際航

空旅客動態調査【運輸省航空局】 (1989年)を用

いた。
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(2)分析結果

モデルの構築結果を表3.6に示す。国際空港までの

積み上げ所要時間と週あたり有効便数を用いたモデ

ル2の説明力が最も高く、海外空港までの積み上げ

所要時間のみを用いたモデル 3でも国際空港までの

最短所要時間と週あたり便数によるモデル 1よりも

高い説明力が得られた。

表3.6 空港選択モデルの構築結果

表3.4 3種類のモデル構築に用いた指標

モデル 1:・国際空港までの最短所要時間(分)

:・週あたり便

モデル2:・国際空港までの積み上げ所要時間(分) (注1)

:・週あたり有効便数(注目

モデル3;・海外空港までの積み上げ所要時間(分) (注3)

(注 1) 国内各都市から成田空港・関西空港などの各国

際空港を目的地とした場合の積み上げ所要時間
(注2) 有効便数とは、積み上げ所要時間算出の際に得

られる.圏内各都市から海外空港までの先着便
の頻度を表したもので、モデル 1に用いた便数
よりも、現実に近い頻度を表すことのできる指
標である。

(注3) 国内各都市から各海外空港を目的地とした場合
の積み上げ所要時

3.3.5 海外出国者数との相関分析による検証

(1 )分析方法

大都市部と地方部における人口あたりの海外出国者数の格差を分析する場合などにおいては、

各都市から海外都市までの利便性(アクセシピリテイ)を表す指標が重要な役割を持つが、この海

外への利便性を直接示す指標として定着したものはなく、森地・屋井ら 10)によって空港選択モデ

ルから算出されるログサム変数を用いたアクセシビリティ指標が最も精級なものである。しか

し、この指標においても都市聞の所要時間には最短所要時間が用いられているため、アクセス交

通の利便性を十分に説明できていない可能性がある。そこで、最短所要時間、積み上げ所要時間

を用いて、海外への利便性と出国者数の関係を表す回帰モデルを作成して比較する。モデルは

1990年における国内47都道府県から11海外目的地への出国者数を被説明変数とする単回帰モデル

である。本分析でも 3種類のモデルを構築するが、このうちモデルA、モデル Bにおいては、

33.4の空港選択モデルから得られたパラメータを用いて式3.3によって算出したアクセシピリテイ

指標を説明変数としている。

A円=ln(子叫[¥-)，i→k] ) ー一一一一 (式3.3)

ただし、

¥1，1→k=i:θIX1j，戸→k

X1j，i→k : i，j，kに対応するl番目の変数

θI • 空港選択モデルより得られる韓日変数にかかるパラメータ

モデルAでは空港選択モデル 1より、またモデルBでは空港選択モデル2より算出されたパラ
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メータを用いている。

また、積み上げ所要時間はそれ自体がフリークヱンシーや乗換え時間も含めたアクセシピリテ

イを表現しているため、式3.3のようなログサム変数を用いなくても、 1指標のみで分析できる可

能性がある。そこで、モデルCとして、海外までの積み上げ所要時間と出国者数との単回帰モデ

ルを構築した。

(均分析結果

去3.7に示した構築結果より、まずモデルAとモ

デル Bを比較すると、空港選択モデルと同様、積

み上げ所要時間を用いたモデルBの方が最短所要

時間を用いたモデルAよりも良好な結果が得られ

た。また、海外までの積み上げ所要時間との回帰

モデルであるモデルCを見ると、モデルAよりも

表3.7 海外出国

モデルA

変数 アクセシピリ
ティ指標

(国際空港ま

での最短所要
時間と週あた
り便数を用い
て算出)

決定係数 0.5084 

者発生モデルの構築結果
モデルB モデルC

アクセシピリ 海外空港まで
ティ指標 の積み上げ所

要時間
(国際空港ま

での積み上げ
所要時間と週
あたり有効便
数を用いて算
出)

0.5852 0.5578 

高い決定係数が得られている。モデルBの結果よりも低い値であるものの、パラメータ推計など

を必要としない単独の指標であり、積み上げ所要時間そのものがアクセシピリティを表している

指様であるとも言える。

3.4 歴史的変遷の分析条件

3.4.1 分析対象地域

本研究では、国土全体における各地域の交流可能性の比較を行うため、全国の都道府県庁所在

都巾相互間について滞在可能時間・積み上げ所要時

間・厳短所要時間を求める。ただし、地理的・歴史的

に特殊事情にある沖縄県は除外し、全部で46都道府

県を対象とする。都道府県は1888(明治21)年に香川

県が設置されてその数が47となって以来区分が変更

されていないので、全対象年次を通して採用するこ

とができる。なお、本研究の分析においては表3.8の

ような地方分割を採用する。

3.4.2 分析対象年次と交通網の概要

表3.8 本研究で用いる地方分割

地方名 所属都道府県

北 海 道 北 海 道

東北 青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島

関東 茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉，東京，神奈川

北陸甲信越 新潟，富山，石川，福井，山梨，長野

東海 静岡，岐阜，愛知，二重

近畿 滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山

中国 鳥取，島根，岡山，広島，山口

四国 徳島，香川 1，愛媛，高知

九州 福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島

計測対象年次としては、鉄道網の骨格ができはじめた時期から現在までのうち表3.9に示した7

年次を採用する。また、交通網発達による変化を考察する際の参考に、道路(街道)を徒歩で移動

する場合についても、鉄道ができる前の状況を示すものとして計算する。各年次の交通網の概要

も表3.9に示した。
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表3.9 各対象年次における交通網の概要
時期 交通網の概要

1898年

伺治31年)

道網の骨格が形成されコつあるが，鉄道が未整備，或いは整備されていても東海道線などを中心とする初初サに

続していない県が17(秋田，山形，新潟，山梨，富山，和歌山，鳥取.島根，徳島"香川，高知，愛媛，山口，大分，宮崎，長崎，鹿児島)

ある。

奥羽線，北陸線，信越線，中央親，鹿児島線などが全通し，山陰線，日農績なども一部開通したため，ほとんどの都市が鉄

道でつながった。しかし，四国4県と宮崎は米整備であるn

1934年
羽越線，日豊線，山陰線，などが全通するとともに，高山総，伯備線，堕』巴載などの償断線路も整備され，土慣績を除き幹

線はほほ完成している.また，一部に航空路線が開設されているが運賃や運送力の面で交通材開サとしてはまだ一般
。召和9年)

的ではない.

1950年
交通ネットワサ自体は1934年時点と大差ないが，GHQの軍用輸送が行われるなど，第二次世界'大戦の影響が残っている.経

済的に疲弊しているので，交通網に対する大規模な投資はほとんど行われていない.戦争の影響でこの時点において

は航空路線は存在していない。
。召和25年)

1961年

昭和36年)

新幹線開業3年前で，在来線については現在とほぼ同じ初円みが完成し，複穂化，電化等の輸送力増強が.進められてい

る.東海道線などでは優等列車が多数運行され.At"-r，7リ・クルシの面で地点との革が比じている.また，航空路線が増加

しつつある。

l鉄

1 ~道
81 

9， 
81 

「

明l
治l
311航

年Ii各

1 1鉄
91道
1 ~ 
51 

大正年4!t 「! 航路

91 
31鉄

41道

昭l
和l
91 

年l
i'航-
j路
IJ"{ 
lス

東海道，山陽新幹線が全通し，航空路線もかなり普及している.特に新幹線の延伸の影響として，西日本方面の交通利

性が比較的高くな‘った時期でもある。

東海道，山陽，東北，上越の各新幹線が開業し，青函トシネ広瀬戸大橋の開通』ごよづて正面道，本州，四国，九州の全都道府県

が鉄道でつながっている。航空路線も増加し，沖縄を含めた初トワサができている.

鉄道などの交通機関を利用できない状態を想定.道路(街道)を徒歩によって移動する場合.本研究では鉄道などの交

通機関整備以前の状況を表現するものとして用いる.

F 、 -. ，. . 司司-， ，..... . 司固・・-司、 -酔4・，..・ 1 ・-.
北海道・東北 関 東 北陸甲信越・東海 近 畿 中国・四国 ブL 州

函館線(札幌-岩見沢) 総武線(本所ー千葉) 北陸総 (米原・金沢) 南海線 (難症・尾崎) 予讃緩(高松，多度津) 鹿児島線伊~t司・八代j
室蘭線 (室蘭ー岩見沢) 山手・赤羽線 関西線(名古屋・柘植) 関西線灰王寺・奈良) 土積銀 (多度浄琴平) 長崎線
奥羽線(碇ヶ関-青森) (赤羽・新宿・品JII) 紀勢線 (亀山・津) 奈良餓 (七条-奈良) 字品線 。広島宇品) (鳥樋・肥llfr山口)

中央銀(飯田町・八王子)信越線(高時直江津) 草津緩 (草津-栢植) 佐世保線
常盤線 t上野-水戸) (春日新田・北条) 現状銀 (備前山口・早般)
水戸銀(水戸・小山) (長岡・沼垂} (大医-京橋-天王寺) 大村線 (早舷・大村)
両毛線(高崎・小山)

|(高上崎野績ー青は森野)高崎)
東北線 東海道線(新橋 ・ 神戸) 山陽線〈神戸・三田尻)

青森ー室蘭 伏木司直江津
大阪ー和歌山 I八玉宇幡島多tl惨

浜ー字和島

神戸・ 晶 - 門司 長 崎

大阪・徳島 八 幡誤大分

大阪・神戸・三津ヶ浜・細島・鹿児島

大阪・神戸・高松・多度湾・今治・三津ヶ浜別府大分ー細島

大阪・神戸・高高松松・-多多度度津津・ー字品・樟山・三田尻・門司
大阪神戸・ コ恥査門司・量泉塾生

画館組 (函館ー札幌) 山手続(池袋・田畑) 信感服(直江津-新漏) 関西服 (奈良-柘植) 予慣組(多度津ー観音寺) 鹿児島組
奥羽線 (福島-碇ヶ関) 東海道鍛 篠ノ井線 南海線(尾骨和歌山) 億島線(徳島・阿波池田) い、代・鹿児島)
常盤線 〈水戸・岩沼) (東京-新橋) (松本-篠ノ井) 福知山績 牟般綴(徳島・小松島) 大村線 〈大村・蹟早)
磐越線 (郡山・新揖) 横浜銀 北陸線 b金沢・直江津) (大阪・福知山) 字野総 (岡山・字野) 長崎線 (諌早・長崎)

(東神奈川卜八王子) 播但線(姫路・和田山) 境線 僚子崎港) 日豊線 ω、倉・大分)

山陰績 (三田尻・下関)

山口緩 (小部・山口)
中央線(八王子ー名古屋) 山陰線(京都ー小田)

青森ー函館 、松|部島品甲j滞高知 鹿児島-沖縄
神戸・4

高知宿毛 下関-門司

字野・高松

米尾子道ー-境多度津

室蘭線 上越線(高崎ー長岡) 高山続(岐阜ー富山) 阪和線 山陰線 ω、回・下関) 日豊線

(長万部・東室蘭) 八高線 太多銀 灰王寺・和歌山) 因美線 (鳥取・津山) (Jl、倉-西鹿児島)

千歳鰻(白石-苫小牧) (高峰 八王子) (多治見-美世太田)近鉄線 (鶴橋ー奈良) 津山緩 (岡山・津山) 久大観(久留米・大分)
花輪線 (大館・好摩) 成回線 伊勢鉄道(阿原田・津) (京都-大和八木) 姫新銀 (津山・新見) 豊肥線 明E本・大分)

田沢湖餓(大曲・盛岡) (成田・我孫子) 近鉄緩(名古屋-鶴橋) 伯備鍛 (倉敷米子) J~薩餓 〈八代・隼人)
羽抵線 (新楊-秩回) 総武線(千葉-成田) 芸備縁 〈広島・三次〉 育都線 (都城・吉松)

陸羽績(余目・小牛田) 野回総船橋柏) 山口鯨 (山口・益田) 三角飯 (宇土・さ角)
磐魁線 (郡山ー平) 東海道線 美祢飯(長門市・厚駒 筑豊線 (折尾・原田)

水郡飯 〈水戸ー郡山) (国府津ー沼津) 岩徳線 (岩国・徳山) 長崎線

身延線{甲府・富士) 土慣線 得平-三崎 明E前山口-.早)

(高知"豊永) 島原鉄道
予自慢線(観音寺・松山) (瞭早・島原港)

鳴門線 (古川・撫養)

全量豊(俸島-小松島)

バス:山口・ニ田尻 航路 :島原港ーニ角
倉敷茶屋町

徳島ー古川

出雲市--次

(路線名は現在の名称、駅名は当時の名称を用い、航路については週 1便程度以下のものは除いているo ) 
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都道府県庁所在地

一 鉄道路線

一一一新たに加わった鉄道路線

航路

む

日(その1)明治31(1898)年 二(その2)大正4(1915)年 '0 {(その3)昭和 9(1934)年

図3.12 各年次における都市間交通網

表3.10 計算に使用したデータ

3.4.3 交流可能性指標の計算方法と計算条件 |①1998年汽車汽船旅行案内 側治31年8月1日発行)
I @1915年公認汽車汽船案内 伏正4年:2月1日発行)

計算に使用したデータを表3.10に示す。計算 |①1934年鉄道省編纂汽車時間表 側和9年12月1日発行)
|④1950年日本国有鉄道編集時刻表側和お年10月1日発行)

でとりあげる路線は、対象年次に開業していた|@附年日本国有鉄道編集時刻表制和36年10月1日発行)

公共交通機関の路線とするが、盲腸線(都市問|⑤附年国鉄監修時刻表 制和50年10月1日発行)
|⑦1990年 JR時刻表 (平成2年ヨ月1日発行)

や幹線聞を結ばない行き止まりの路線)等で対象|注)①②「なつかしの時刻表復刻再現版，中央社:，1972J
| ③ 「時刻表復刻版併設前・戦中編L日本交通公社出局」

都市聞の移動には利用されにくい路線は除いて| ④⑤「時刻表復刻版併設後編)，日本交通公社出版局J

| 徒歩距離「日本街道総覧，新人物往来社，1976J等による
いる。実際に計算に用いた鉄道路線及び航路を l

表3.11及び図3.12に示す。 1950年時点でのネットワークは1934年のものとほとんど同じであり、ま

た1961年以降については比較的近年であるため、時刻表等の資料により参照できるので紙幅の都

合ヒ省略する。

なお、都市聞の移動には自家用車による高速道路利用も考えられるが、我が国では近年におけ

る都市聞の距離が小さい場合などを除き、鉄道などの公共交通機関を利用する場合の方が所要時

閣が小さい場合がほとんどであり、本研究では所要時聞に関する分析を行っているため、公共交

通機関を主体とする分析を行った。ただし、公共交通機関には高速パスなどの自動車交通も含ま

れている。

本研究で用いる「最短所要時間J r滞在可能時間J r積み上げ所要時間」の計算には、運行さ

れている全便の時刻を参照する必要があるため、表3.10に示した時刻表に記載されている全便(不

1915 
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表3.13 計算の条件

1.交通機関
利用する交通機関は原則として時刻表掲載の公共交

通機関とする。その際、原則として定期運行されてい
るもののみについて分析を行った。

2.空港・港湾のアクセスの条件
原則として公共交通機関によるものとする。時刻表

にアクセス交通機関の時刻、または空港-港湾までの
所要時間が記載されている場合はそれに従う.記載さ
れていない場合は、空港・港湾と中心駅の距離からア
クセス時間を推定する。

3.徒歩の場合
午前6時から午後6時までの聞に時速4kmで移動す

るものとする。

表3.14 指標算出上の条件(計測時刻・時間帯)

CD滞在可能時間の計測条件は、出発を午前6時以降と
し、到着は深夜12時以前とする。乗換えや後続は実
際の運行時刻に基づいて計算を行い，出発地・訪問地
は都道府県庁所在都市の中心駅を代表地点とした。

②積みとげ所要時間の計測条件は、出発時刻を午前6
時から午後9時までとし、その他の条件は滞在可能
時間の場合に準ずる。

③最短所要時間は、上記②の計算結果のうち最も到達
時間の短いものを採用する。

定期便や計算上明らかに利用されない各駅停車等を除く)の運行時刻のデータを3.3.3(3)の計算機シ

ステム 9) に入力して計算した。

3.4.4 分析の対象と条件

地域の代表地点は各府県庁所在都市の中心地(鉄道駅)とし、それらの地点相互の3種の所要時間

指標を3.2.4--3.2.6で示した定義によって求め、年次によって中心地の鉄道駅が利用できない場合

や交通機関の運行状況により他の地点を採用する事が適当であると考えられる場合などについて

は、表3.12に示す地点を採用した。また、空港や港湾などは表3.13に示す条件によりアクセス時間

を設定した。交通網未整備で徒歩による移動が必要な場合は、表3.13に示す条件により移動時間

の算出を行った。更に、各指標の算出上の時間帯などの設定条件については、表3.14に示すよう

に、最短所要時間は3.2.6の定義によるものとし、滞在可能時間は文献5)6)ηを参考として朝6時出

発、深夜12時到着の条件で算出する。なお、積み上げ所要時間は、定義上24時間を対象とするこ

ともできるが、通常の生活時間帯を考慮して6時--21時における値を算出する。

3.5 明治期以降の都市間交通における所要時間の変遷

3.5.1 分析の槻要

本節では、各分析対象年次における46都道府県庁所在都市相互間の「滞在可能時間J r積み上
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いる。近年に至って、 関東圏を中心とした広がりが大きく、また1975年には新幹線と航空機の発

達によって、関東と東海、近畿と中国の瀬戸内側などに範囲が広がっている。 1990年には東北・上

越新幹線の開業や瀬戸大橋の開通などにより、関東と東北及び長野・新潟、近畿と四国の瀬戸内海

側、四国・中国相互間などに範囲が広がっている。しかし、そのほとんどが新幹線及び新幹線と在

来線を乗り継ぐことにより結ぼれる都市問であって、関東閤と四国あるいは九州の問などでは航

空機が発達していても滞在可能時聞が10時間以上となる場合は少ない。滞在可能時聞が、直践的

な乗車時間だけでなく、鉄道と航空機による運行頻度や運行時間帯の差異などを反映しているこ

とがわかる。

また1915年から1934年の聞のような鉄道の速度の向上が余り大きくない時期においても、ダ'

ヤ設定などが改善され、滞在可能時間が増大していることもわかる。しかしながら 1934年から

1950年にかけては第二次世界大戦をはさむ時期であり、速度や運行頻度の変化がほとんどなく、

滞在可能時間が10時間を越える区間もほとんど変化していない。

地域別にみると、 1990年では関東圏と関西圏では近県への滞在可能時間10時間は、ほぽ達成さ

れているが、東北相互間のうち新幹線で結ぼれていない箇所や、山陰と山陽、四国内相互問、南

九州などでは、県庁所在都市問の距離が長いこともあるが、近県相互間でも滞在可能時間が小さ

く、地方の一部では依然として交流可能性が低いことがわかる。

すべての都市についての考察は繁雑であり難しいが、東京発と福井発の場合について全国のし

くつかの都市を目的地とする時の滞在可能時間の変還を図3.13と図3.14に示す。福井は地理的な位

置が国土の比較的中央付近にありながら、交通がやや不便な箇所として例示した。東京発の場

合、仙台や静岡、神戸を訪問地とするものがいずれの年代でも大きくなっているが、近年に近づ

げ所要時間」の明治期以降の歴史的変遷を実証的に明らかにするとともに、変遷の地理的特徴や

大きな変化があった時期などに着目して分析や考察を行う。また、 「最短所要時間」についても

変遷を明らかにし、 f積みよげ所要時間」と比較することで、 整備された具体的な交通機関が都

市聞の所要時間に与えた影響などを分析する。

3.5.2 滞在可能時間の変‘

表3.15は表のと側に示した都市を出発し、表の左側に示した都市を訪れる場合についての滞在

可能時間が、 10時間以上となった年次を示したものである。 1898年時点で、既に滞在可能時間が

10時間以上であったのは、近畿圏相互間に多いほか、関東圏や県庁所在地問距離の短い隣接県に

限られているが、鉄道がほぼ整備された1934年には、近畿と東海など地方を越えて広がり始めて
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(滞在10時間以上 回 1898年から ・:1915年から 企:1934年から口:1950年から 0:1961年からム:1975年からX:1990年から)

図3.13 東京から各地を訪問する場合の
滞在可能時間の変遷

図3.14 福井から各地を訪問する場合の
滞在可能時間の変遷
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くにつれて他都市を訪問する場合との差は縮まっている。それに対して、福井発では、大都市簡

を訪問地とするものだけがかなり先行して増加しており、なかでも東京が相対的に近くなってい

ることがわかる。また1961年以降では、国土の西側に位置する都市に対しでも福井発より東京発

の滞在可能時聞が大きくなるという現象が生じている。我が国の都市間交通網は大都市相互聞が

先行し、ついで大都市と地方問が整備され、更に遅れて地方都市間が整備されてきているが、そ

の事実が滞化可能時間にも顕著に表れていることがわかる。

3.5.3 積み上げ所要時間の変‘

，3.16は積み上げ所要時間から式3.2により求めた片道あたりの所要時間が4時間以下となった年

次を示したものであり、滞在可能時間が10時間の場合における片道あたりの移動時間に相当する

表3.16 積み上げ所要時間の変遷(片道4時間以下となった年次)
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時間数と同ーとなっている。同表では1898年時点で、積み上げ所要時間が片道4時間以下であった

のは、近畿圏相互聞に多いほか、関東圏や県庁所在地問距離の短い隣接県に限られている。この

傾向は、滞在可能時間10時間以 tの場合(表3.11)とほぼ同様の傾向を示している。

鉄道がほぼ整備された1934年には、近畿と東海など地方を越えて広がり始めているが、滞在可

能時間10時間以上の場合に比べるとややその広がり方は小さい。このような差異が生じている

阪や神戸などを出発して名古屋や岐阜などを訪問する場合などでは、旅客の移動時間帯を考慮

し、まず朝夕の利便性を向上させた後、一日を通しての利便性の向上が図られていることを反映

しているものと考えられる。

近年に至って、積み上げ所要時間4時間以下の圏域の広がっているが、概ねその広がり方は滞在

可能時間10時間以上の場合と同じ傾向にある。しかしながら、北陸圏を出発し近畿圏を訪問する

場合などにおいては、滞在可能時間が10時間以上となっているにも関わらず積み上げ所要時聞が4

時間を越えており、朝夕に比べて昼間の利便性が小さくなっている区間もある。また逆に中国闘

を出発し九州を訪問する場合などにおいては積み上げ所要時間が4時間以下であるのに対し滞在可

能時聞が10時間未満であるケースもあり、これらは新幹線のダイヤ設定の状況を反映してのもの

と考えられる。滞在可能時間が10時間以上となる場合と同 じく、積み上げ所要時間が4時間以下と

なる場合のほとんどが新幹線及び新幹線と在来線を乗り継ぐことにより結ぼれる都市問である。

関東圏と四国あるいは九州の問などでは航空機が発達していても積み上げ所要時間4時間以下と

なっている区間は少ない。

このように、積み上げ所要時間を用いた分析においても都市聞の所要時聞が、運行頻度の影響

を大きく受けていることがわかる。また、滞在可能時間を用 いた分析と同様に、 1915年から 1934

年の聞においても運行頻度の増大等による実質的な所要時間の短縮が見られるが、 1934年から

1950年にかけてはほとんど変化していないことがわかる。

3.5.4 最短所要時間の変遷

表3.17は最短所要時聞が片道4時間以下となった年次を示したものである。これは滞在可能時間

10時間の場合における片道あたりの移動時間に相当する時間数に対応している。

この表によると、 1898年時点で既に最短所要時間が4時間以 Fであったのは、近畿圏相互間や関

東圏相互間のほか、県庁所在地問の距離が短い隣接県聞では圏域を越えて広がっている。鉄道が

ほぼ整備された1934年における近畿と東海など地方を越えた広がりが見られる傾向は3ふ2及び

3ふ3の分析と同傾向である。しかしながら戦後の航空路線の発達に伴い、特に1975年以降では積

み上げ所要時間が大きい都市聞においても、直に航空路線で結ぼれる地域間では最短所要時間が4

時間以下となってきている。このような航空路線で結ばれている区間の例としでは、札幌・青森・

秩固などを発着地とする区間、富山と関東地域を相互に結ぶ各区間、鳥取及び松江と関東地域を
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相互に結ぶ各区間、四国・九州を発着地とする区間などである。また便数の少ない高速な鉄道ある

いは少数の乗り継ぎの良い鉄道により結ぼれる地域もあり、例えば山口と近畿、鳥取・松江と岡

山・広島を相互に結ぶ区間等がこれに相当する。このため、 1990年時点においては遠距離区間を除

き、大部分において最短所要時間4時間以下となっている。しかしながら、国土の中央付近に位置

するにも関わらず甲府や長野を発着地とする場合では最短所要時間4時間以下となる区間は少な

く、高速な交通機関そのものの整備が遅れていることがわかる。

3ふ5 最短所要時間と積み上げ所要時間を組み合わせた分析

3.5.4の分析のように、戦後では都市間交通において整備された交通機関の種別により、滞在可

能時間・積み上げ所要時間が示す都市聞の空間的抵抗と最短所要時聞が示す都市聞の空間的抵抗と

表3.17 最短所要時間の変遷(片道4時間以下となった年次)
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図3.15 京都を出発する場合の
各地への所要時間の変化
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積みー!二げ所要時間
(1950年の他を1として基準化)
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A福井

口梱井司岡山
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最短所要時間
(1950年の値を1として基準化)

図3.16 福井を出発する場合の
各地への所要時間の変化

が大きく求離する傾向にある。このような関係を詳しく分析するために、新幹線が整備されてし

る京都を出発する場合と在来線鉄道だけが整備されている福井を出発する場合について、最短所

要時間と積み上げ所要時間の変遷を1950年以降について図示したものが図3.15及び図3.16である。

これらの図は各軸とも1950年における値を1として基準化しており、都市間交通利便性の向上にお

いて運行頻度の増加による利便性の向上が、最も速い便の所要時間の短縮に比べて早期に行われ

た区間は、変遷を表す曲線が斜め45度線より下側に凸となり、最も速い便の所要時間の短縮が先

行した場合には上側に凸となるようになっている。また分析対象とした訪問地は出発地から直線

距離で200........300ぬn程度に位置する都市を取り上げた。

(1 )京都を出発地とする場合

図3.15において、京都を出発地とし、静岡を訪問地とする場合には下側に凸となっており、幹

線鉄道における運行頻度の増加が先行したことがわかる。逆に高知や松山を訪問地とする場合に

は、上側に凸となっており、 1960年代に便数の少ない航空機利用が可能となり、最も速い便の所

要時間の短縮が先行したことを反映している。また富山を訪問地とする場合は1961年までは上側

に凸となっているが1975年以降は下側に凸となっている。 1961年以前では北陸トンネルが未開業

であり、北陸本線の運行頻度が低かったことを反映しているが、げ75年以降では湖西線が開通す

るなど鉄道の運行頻度が格段に向上しており、これを反映しているものと考えられる。

(2)福井を出発地とする場合

図3.16において、福井を出発地とする場合については、福井が運行頻度の高い新幹線を利用す

ることができないことを反映し、下側に凸となったグラフはほとんどなく、下に凸となっている
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場合も程度が小さい。静岡・和歌山・岡山を訪問地とする場合、グラフはほぼ直線状であり、到達

時間の改善とフリークエンシーの改善がほぼ同時に進行しているととがわかるが、これらの都市

とは新幹線や在来線鉄道によって結ばれている。 一方、松江・徳島を訪問地とする場合には、京都

を出発地とする場合と同じく、グラフはと側に凸となっており、 1975年頃までは最短所要時間の

短縮が先行し、それ以降に積み上げ所要時間の短縮が行われていることが読み取れる。松江につ

いては1975年以降、山陽新幹線の開業と伯備線の電化及び特急列車の増発、中国自動車道を利用

した高速パスの運行の開始などの変化がある。また徳島については、大阪ー徳島問の高速船の増

便、和歌山・徳島聞の高速船の運行開始、航空機の利用できない時間帯において瀬戸大橋を利用し

た鉄道が利用可能となるなどの変化がある。

。)整備された交通機関が指標の変遷に与える影響

(1)(2)における分析結果より、航空機のように都市問を極めて短い時間で結ぶことができるが、

多くの使数が運行されないことの多い交通機関が整備された場合には、最短所要時間の短縮は行

われるが、積みとげ所要時間の短縮は比較的小さくなる。また鉄道のように都市聞を比較的高い

運行頻度で結ぶ交通機関の場合は最短所要時間の短縮と積み上げ所要時間の短縮はほぼ同時に進

行する。特に新幹線のような極めて運行頻度の高い交通機関が整偏された場合には積み上げ所要

時間の短縮が先行する場合がある。

3.6 結語

本章では、 「滞在可能時間J r積み上げ所要時間」の概念を示すとともに、その有効性につい

て検証を行った。また従来から用いられている「最短所要時間」と比較しながら、明治期以降の

我が国の地域間の所要時間の変遷を明らかにした。

(1 )都市間交通の空間的抵抗を表す所要時間指標

3.2では3種の都市間交通における所要時間指標の考え方について説明し、従来から用いられて

いる所要時間指標が都市間交通の分析に適していないことを述べた。また、都市間交通における

所要時間指標として「滞在可能時間J r積み上げ所要時間」の考え方を示すとともに:、両指標の

定義を行った。

(2)所要時間指標の特徴と表現力

3.3では、まず「滞在可能時間J r積み上げ所要時間Jおよび、「最短所要時間Jについて、それ

ぞれの指標の特徴についてまとめ、次に、これらの指標の算出条件の変更が結果に及ぼす影響や

モデル分析に適用する際の表現力の検討を行った。

各指標の特徴としては、 「滞在可能時間」は朝夕の交通利便性を表す指標、 「積み上げ所要時

間Jは一日をとおしての利便性を表す指標、従来から用いられている「最短所要時間Jは一日の

うちで最も高速な一便についてのみの利便性をあらわした指標であることを述べた。
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また、 「滞在可能時間J r積みとげ所要時間Jの算出における計測時間帯等の条件変更が結果

に及ぼす影響を実際に値を算出することにより明らかにした。この結果、これら指標の計測時間

対等の設定にあたっては、都市間交通における行動時間帯や都市間交通における交通便のダイヤ

設定を参考に、算出条件を定めることが適当であると考えられることがわかった。

また「滞在可能時間J r積み上げ所要時間j を都市聞の旅客流動を表すモデルに適用した結

果、従来よ 1り用いられている「最短所要時間Jに比べてより高い表現力があり、 「滞在可能時

間Jと「積み上げ所要時間」の表現力は同程度であることがわかった。更に、国際交通における

空港選択モデルや海外出国者発生量モデルに適用した結果でも「積み上げ所要時間Jの有効性が

確認された。

(3)実証的研究の分析条件

3.4では本章で行う明治期以降の我が国の都市間交通における所要時間の変遷の実証的分析の名

件について述べた。分析対象地域としては沖縄を除く全都道府県とし、明治期以降の7年次を分析

対象年次とした。また、各分析年次における交通網の概要、各指標の算出時間帯の条件、算出に

用いたデー夕、算出に用いた公共交通網などについても述べた。

(4)明治期以降の都市間交通における所要時間の変遷

3.5では実際のデータに基づき「滞在可能時間J r積み上げ所要時間Jを用いて明治期以降の我

が国の都市間交通の所要時間の変遷を定量的に明らかにするとともに、地理的・時期的な変化の特

徴について明らかにした。明治期以降現在までの7年次における都市間の所要時間の変遷を分析し

た結果、滞在可能時間が10時間以上となったのは関東地方や近畿地方における圏域内相互を訪れ

るようなODで比較的早く、逆に東北地方や山陽，山陰-四国相互間や南九州などでは比較的遅いこ

となどがわかった。また積み上げ所要時聞による分析結果は滞在可能時聞による分析結果とほぼ

同様であることが明らかになった。最短所要時間に関する分析では、 1950年以降片道4時間以下と

なった都市聞が多いが、これらは航空路線により結ばれているものが多いことが明らかとなっ

た。また「最短所要時間Jと「積み上げ所要時間Jを組み合わせた分析では、航空路線で結ばれ

た都市問では「最短所要時間Jの短縮が「積み上げ所要時間」の短縮に先行していること、極め

て運行頻度の高い新幹線で結ぼれた都市問では逆に「積み上げ所要時間」の短縮が先行している

こと、在来線鉄道により結ぼれる都市問では両所要時間指標の短縮がほぼ同時に進行しているこ

となどが明らかとなった。
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第 4章 都市間交通網整備が地域の相対的位置関係に与えた影響

4.1 概説

全国的な交通網整備による地域の発展を考える場合、交通網の発達を都市や地域の相対的な位

置関係の変遷として捉えるという視点が必要である。全国都市聞の相対的な位置関係を表す方法

としては時間地図を作成する方法 U や、主要な区間の移動速度により表す方法z)などが考えられ

るが、これらは視覚的な分かり易さやをねらった研究や特定の区間についての分析であり、文献

3)のような全国的な交通網整備を地域のポテンシャルとして表現できる方法ではない。また、地

理学の分野でも文献4)のように、地域聞のつながりを交流可能性の視点から研究した例もある

が、このような研究においても都市間交通の取扱いに問題がある。

本章では、第 3章で明らかにした地域間の所要時間を交流可能性指標に加工することで、地域

の相対的な位置関係の変遷や地域聞のつながり方の変還について明らかにし、その変化における

時期的・地理的な特徴などを分析することとした。

明治期以降の我が国は欧米先進国に追いつくため、あらゆる面において国土全体での効率を追

求したものとなってきた。全国的な都市配置や地域間の交通利便性などの面においても、大都市

圏を頂点とする全国的な効率を重視したものとなってきており、その反面、地域聞の諸格差が増

大するという問題が生じてきている。近年はこのような国土構
表4.1 近年の国土構造の要件

造に対する反省から、表4.1のように国土開発の指針として均衡

ある国土の実現が福われており 5)、新たな国土軸の建設により

現在の国土構造のゆがみを直すこと 6)や首都機能の移転により

新たな国士の極を作り出すことで重層的な国土構造を形成する

こと 7)が提案されている。このような国土の構造は交通網整備

による交流可能性の変化と関係が深いと考えられ、本章におけ

る分析では、交流可能性がどのような時期にどのような背景に

より変化したかに特に注目した。

4.2では、第 3章の分析結果である地域間の所要時間を交流可

能性指標に加工するが、本研究の分析において交流可能性指標

を用いる理由と算出の具体的な方法について示す。

4.3では、明治期以降の地域間交流可能性の長期的な変遷を明

らかにし、整備された具体的な交通機関によってどのような変

化が生じたかについて注意しながら、地理的・時期的な特徴につ

いて分析を行う。

文献 国土構造に関連するキーフレーズ

5) 国土の均衡ある発展
一

多極分散型国土の構築

交流ネ2トワーク構想

全国 1日交通園の構築

6) 経済の量的拡大を主眼とした開発

の時代は終わった

複数の国土軸がその特徴を生かし

ながら相互に補完・連携
一

複数の国土軸・・・国土構造のゆ

がみを直してゆく

他地域との交流に着目した 「交流

人口j の考え方に基づく施策

地域の連携・自立による多様性に

富んだ分散型国土の形成

社会資本整備における機会均等の
|確保

7) 東京を中Jυとする交通ネットワー
クの整備・・・東京中心の国土構

造の形成を加速

国土利用のアンバランス

新たな極となる都市圏の創出

国民の求心力

日本経済の活力・効率性

成熟した民主主義社会における国

民の参加という観点

|既存都市との適切な距離に記亙-

(重複・類似するキーフレーズは省略)
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4.4では、このような地域間交流可能性の変遷の過程で、交流可能性の観点での地域|閣の結びつ

きの構造がどのように変化したかを明らかにし、国土の圏域構造の変化について考察を行う。

のまま式に代入できること(←定時間内の往復交通などを想定する必要がない)等が挙げられる。

4.2 地織間交流可能性の算出方法

4.2.1 国土構造の分析方法としての交流可能性指標

本章では全国における各都市の相対的な位置関係を表す方法として、交流可能性値の変遷を明

らかにする。都市問の所要時間は分析対象とする都道府県庁所在都市聞の全ODについて求まる

ため、そのままの結果から考察するのは難しい。そこで、本研究では、アクセシビリティ値を求

めることによって、全国における各都市の相対的な位置関係の分析を行うとととする。

アクセシピリティ指標は土木計画学の分野で、地域間もしくはネットワーク上でのノード間の

近能性の指標として用いられてきており、これまでモデル分析中の説明変数のーっとして用いら

れる 9)ことが多かったが、アクセシビリティ指標が活動の機会のポテンシャルを含む概念である

ことを利用し、指標そのものによって地域構造を分析する研究10】lけも行われている。また、地

理学の分野においても、地域間のつながりの強さを定量的に分析する方法としてアクセシビリテ

ィ指標が採用されている 4】。

例えば、文献10)では札幌市の通勤交通を例として道路網及び各種交通輸送機関の整備の相違に

より 一定距離以内にある人口や各種機会などの和(累積機会指標)を用いた分析が行われてい

る。また、文献11)でも岡山県内を対象に滞在可能時間(本研究の定義によるものと同一)と都市

口を用いて累積機会指標を計算し、地域構造分析を行っている。

アクセシピリティを表す方法としては、上記10)11)のような累積機会指標を用いる方法の他に

もいくつかの定義が存在している。本研究では都市間交通網整備による全国的な交通ネットワー

クの変形とそれに伴う都市問の相対的な位置関係の変化をとらえるとの観点から、ネットワーク

の性質を考慮した定義による指標を採用することが望ましい。

ネットワークの性質を基礎として空間変形の概念を用いてアクセシピリティ関数の公理的導出

を行った研究としては文献12)が挙げられる。同文献ではネットワークの性質を基礎とする空間変

形に関する公理系を与え、各ノードに定義した実数値関数の変化の条件からアクセシピリティ関

数の系を導出しており、この系を満たす式として、ハンセンのアクセシビリティの定義式(式

4.1)を挙げている。

4.2.2 交流可能性指標の算出方法

本研究では、地域iのアクセシビリティ値ACSiを、都道府県人口Pjと、第 3章の分析結果であ

る都道府県庁所在都市間の所要時間Tijをもとに式4.2により求める。地域のポテンシャルを表す

指標としては種々のものが考えられるが、地域人口は総合的・安定的に地域活動を表す指標とし

て優れていると考えられ、本研究ではノードの重みとして都道府県人口を採用した。
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1 十州αTij)

ただし、 Pjは、都道府県別人口で、 1934年以降については最も近い国勢調査時の人口を、それ

以前は内閣訓令第 1号(明治31年)に基づいて 5年ごとに実施された人口調査から算出された乙種

現住人口を用いる。また参考のために街道を徒歩で移動した場合についての「道路距離を用いた

場合」については、 Pjとして1890年の乙種現住人口を用いた。

なお、 「最短所要時間Jは指標値が所要時間そのものであるため、 Tijはそのまま値を代入す

ることができるが、 「滞在可能時間Jや「積

み上げ所要時間Jはそのままでは時間距離指

標とはなっていないので、第 3章で示した式

ゎ j=l Pj 

-全CSi _ 却 はp(a.市
Shi=~i= 一一 ー一一 (式4.3)ェi1ACSi T王子 Pi 

“一 exp(α ・Tij)

Ai=?巧州一仰 一一一一一閃1)

Ai:アクセシピリティ、河:ノードの重み、 θ:パラメー夕、句:距離(あるいは費用)

本研究では式4.1の方法によりアクセシビリティ値を算出するが、採用の理由としては、上述の

ようにネットワークの性質を考慮した定義式であること、式4.1の右辺は出発地の単位規模あたり

の交流量を示しており、実際の都市間交通における交流を想定していること、所要時間の値をそ

4.2.3 パラメータの設定について

式4.1や式4.2には所要時間に関する感度を表すパラメータ αが含まれており、分析目的により

適した設定が必要である。例えば、都市圏内の分析では文献8)に示されるような都心までの時間

距離と地価の関係を参考に αを定める方法などが考えられる。本研究では都市間交通による地域
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表4.3 パラメータ設定のためのモデル分析
の相対的な位置関係を表すことを目的としているた E

|基本式 : Aij=α ・Pi . P j . Exp( s・tij) 
め、都市問の時間距離と人の移動との関係を参考に「走走t:，--ーーーーーー酔ーーーーーーーーーーーーー

1 Aij:府県聞旅客輸送人員住機関)
αを定めることとした。これを基本に異なる年次で| 単位:千人/年

1 (出典:昭和63年旅客涜動調査:

は、都市間交通がすべての区間で同じ比率で所要時| 高官E星野毅雪P253)
1 Pi， Pj :府県人口 単位:人

聞が短縮されている場合は相対的な位置関係は変化| t ij :19卯年における公共交通機関による
積み上げ所要時間(都道府県面積で補正)
JR時刻表1990年3月号をもとに算出
単位:分

しないとの考えから、次のように設定した。

①1990年における αの値は表4.3に示す方法によトーと三三ぞぞ竺でさぞうZ七七ーーーーーー

り、積み上げ所要時間と府県聞旅客流動量との|計算22えの両辺の対数をとった下式を用いて、

関係から求め、 α=0.01281とする
線形の回帰分析を行う。この際、 t ijは区間ijと区間ji 

の平均をとる。

②1990年以前の年次では、 α1990(1990年における l hg AH =a+b-t ij 
I P i . pj 

α)を基準に各年代ごとに式4.4から求めた αをトーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
'計算結果 :

用いる a= -18.808 (α=6.789X10.9) b=β= -0.01281 
R=0.7901 (R2 = 0.624) 

____l一一= 且ー ーーーー(式4.4)
exp(α. Ts) cxp(α19卯・ T19田)

式4.4において、 Tsは各年次における東京・大阪聞のTij(単

位:分、往復の平均)をとっている。これは、時間に対する

価値が時代とともに変化していることを取り入れ、相対的

な比較を行うための基本尺度として東京・大阪聞の時間距離

を採用したものであり、例えば全国一律の割合で都市間交

表4.4 各年次における αの値

年次 αの値
道路' 1.539E-04 

-..-..-..-.3221見9守531F子?0E生E年Ei-ーー--ーー-

1.885E-03 
2.542E-03 
3.818E-03 

------------------・固・・・・・・3.708E心3

1119?9679210年包年ー--

1.109E-02 
1.351E-02 
1.281E-02 

通の所要時間が短縮した場合には、アクセシピリティ値は変化しないようになっている。こ

れにより、異なる年次聞での都市や地域の相対的な位置関係の比較を行うことを可能とし

た。式4.4により求めた各年次の αの値を表4.4に示す。

4.3 明治期以降の地域間交流可能性の変遷

4.3.1 鉄道網整備期の交流可能性の変化

(1) r道路」と1898年の比較

図4.1は交通網未整備状態を表すために参考として道路(街道)を利用して交通機関を用いずに徒

歩で移動した場合について道路距離を用いて計算したアクセシピリティ値(以下「道路Jと略す)

と1898年の場合とを比較したものであり、各軸はそれぞれの年次における都道府県のアクセシビ

リティ値の全国合計に対する比(以下、 rAαシェア値Jと略す)をとったものである。また図4.2

はACSシェア値の年次聞の比を計算し、増減を地図上に示したものである。図4.1では、鉄道の発

達途上である1898年において、鉄道整備がなされたととろと未整備のところで極端な交通利便性

の差が生じたことが示されている。鉄道未整備県では、依然として徒歩か船による移動であり、

その数倍以上の速度の鉄道が一部地域に登場したことにより、格差が生じている。

1898年のアクセシピリティ値
(対全国合計比、単位:X10勺

6 

4 

2 

大甑

E 

。

61 

0.9倍以上 1.1倍未満

0.7倍以上 0.9倍未満

くつ 0哨未満

図4.2 交流可能性の増減の地域的特徴

( r道路距離を用いた値Jと1898年の比較)

1898年時点で鉄道ネットワークが整備されていない県は17(第 3章表3.9参照)あり、これらの地

域においてACSシェア値が低下する傾向にある。これらの鉄道未整備地域のなかには一部区間を

残して鉄道が整備されているところ(新潟、山口、長崎、和歌山)もあるが、全通していないこと

により利便'性の向上が比較的小さく、 ACSシェア値は低下している。地理的な特徴としては、こ

れらACSシェア値が低下したのは、日本海側(秋田、山形、新潟、富山、鳥取、島根)、内陸地域

(山梨)、四国、九州などとなっていることである。これらの鉄道未整備地域の中でも、香川!や愛

媛では、瀬戸内海を挟んで対岸の岡山や広島と航路で結ぼれていることにより鉄道を利用するこ

とが可能であり、未整備地域の中では比較的交通利便性が高かった地域である。

一方、鉄道が整備されたことによって交通利便性が向上した地域は、太平洋側及び首都圏・中

部圏・近畿圏とその周辺、北陸(福井・石川1)、長野などであり、東北本線上野ー青森閑(1891(明治24)

年)、信越本線上野a 直江津間(1888(明治21)年)、東海道本線新橋ー神戸間(1889(明治22)年)、北陸本

線米原-金沢問(1898(明治31)年4月)、山陽本線神戸司防府間(1898(明治31)年3月)、鹿児島本線門司ー

八代問(1896(明治29)年)などがそれぞれ開通したことによるものである。これら地域では鉄道未整

備地域に比べて利便性が向上しているが、人口集積地までの時間距離や鉄道の運行頻度の差によ

り利便性の向上の程度に差が生じている。

(2) 1898年と1915年の比較

図4.3は1898年と1915年のACSシェア値を比較したものであり、図4.4はACSシェア値の年次聞

の比を計算し、増減を地図上に示したものである。図4.3では、 1915年において、全国の鉄道網が
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1915年のアクセシピリティ値
(対全国合計比、単位 :X10勺

6 

4 

2 4 6 

1898年のアクセシピリティ値
(対全国合計比、単位:X10-2) 

図4.3 交流可能性の変化

1898(明治31)年と1915(大正4)年の比較
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図4.4 交流可能性の増減の地域的特徴

(1898年と1915年の比較)
図4.5 交流可能性の変化

1915(大正4)年と1934(昭和9)年の比較
図4.6 交流可能性の増減の地域的特徴

(1915年と1934年の比較)

おおむね完成したことによって1898年において生じていた全国的な利便性の差が縮小しているこ

とがわかる。この聞に四国4県と宮崎を除く全都道府県庁所在都市聞が鉄道で結ぼれるようにな

り、また1898年時点で鉄道が整備されていた地域でも、鉄道に比べて高速な交通機関は出現おら

ず、図4.5において生じていた全国的な差は縮小している。このため全般的な傾向として、図4.1

及び図4.2でACSシェア値が低下していた地域において図4.3及び図4.4ではACSシェア値が向上

し、図4.1及び図4.2でACSシェア値が向上していた地域は逆の傾向を示すようになっている。

1898年から1915年にかけて大きくACSシェア値が向上した地域としては、秋田・山形は奥羽本線

(1901(明治34)年)、新潟は信越本線の未開業区間(1899(明治32)年)、富山は北陸本線(1913(大正2)

年)、山梨は中央本線(1903(明治36)年)、和歌山は南海電気鉄道本線(1903(明治36)年)、鳥取・島根

は山陰本線(1912(明治45)年)、山口は山陽本線(l898(明治31)年12月)及び山口線(1913(大正2)年)、

大分は日豊本線(1911(明治44)年)、鹿児島は鹿児島本線(19ω(明治42)年、現在の肥薩線・日豊本線

区間を含む)がそれぞれ開通している。また北海道では函館本線により札幌ー函館聞が結ばれ

(1905(明治38)年)、航路利用の区間が短くなったため本州との時間距離が短縮されており、高知で

は定期航路が利用できるようになったためそれ以前に比べて利便性が向上している。

の比を計算し、増減を地図上に示したものである。この期間は全国的な鉄道網整備が一段落した

時期であり、交流可能'性の変化は小さいが、この期間においても全国的に鉄道の運行頻度の向上

及び速度の向上がはかられている。この期間に羽越本線(1924(大正13)年)、日豊本線(1923(大正12)

年)、山陰本線(1933(昭和8)年)などが全通するとともに、高山線(1934(昭和9)年)、伯備線(1928(昭

和3)年)、豊肥線(19お(昭和3)年)などの横断路線も整備されており、全国的な鉄道ネットワークが

ほぼ完成している。

宮崎では1934年時点で都市問鉄道網が新たに開通(日豊本線の全通)しており、交流可能性の増

大が見られる。また千歳線(1926(大正15)年)・室蘭本線(1928(昭和3)年)が開通することにより札幌

から東室蘭経由で函館まで鉄道が利用できるようになった北海道、阪和線(193<X昭和5)年)が開通

した和歌山、近畿日本鉄道の大阪線・橿原線などが開通した奈良や三重、身延線の開通(1928(昭和

3)年)による山梨、総武線の両国ーお茶の水聞や東北本線の東京ー秋葉原聞の開業による関東各都県

などにおいてもACSシェア値の向上がみられる。

(2)1934年と1950年の比較

図4.7は1934年と1950年のACSシェア値を比較したものであり、図4.8はA仁志シェア値の年次聞

の比を計算し、増減を地図上に示したものである。この期間は鉄道網の新たな整備も少なく、鉄

道の速度向上もほとんどなかっただけでなく、第2次世界大戦により鉄道インフラが疲弊してお

り、 1934年に比べてむしろ全国的な鉄道の速度は低下していた時期である。

このような中、土讃本線の全通(1935(昭和10)年)による高知、高徳線の全通(1935(昭和10)年)に

4.3.2 鉄道網整備完了期の交流可能性の変化

(1)1915年と1934年の比較

図4.5は1915年と1934年のACSシェア値を比較したものであり、図4.6はAαシェア値の年次問
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1934年のアクセシピリティ値
(対全国合計比、単位 :Xl0・2)

図4.7 交流可能性の変化

1934(昭和9)年と1950(昭和25)年の比較

図4.8 交流可能性の増減の地媛的特徴

(1934年と1l:;J50年の比較)

よる徳島、仙山線の全通(1937(昭和12)年)による宮城及び山形、函館本線の森咽大沼聞の路線改良

(1945(昭和20)年)による北海道なと、でACSシェア値が大きくなっており、また関東地方では上越線

の全線電化(1947(昭和22)年)により北陸方面への利便性が向上し、特に千葉や群馬でのACSシェア

値の向上が大きくなっている。また、関門トンネルが完成(1942(昭和17)年)しているが、九州各県

と本州各県との1950年における所要時間は1934年に比べて増大しており、九州各県のA岱シェア

値の向上はほとんどないが、これは、第二次世界大戦により鉄道インフラが疲弊していたことや

関門トンネルの開通による輸送能力の拡大が復興のための貨物輸送に向けられていたことによる

と考えられる。

4.3.3 高速交通網整備期の交流可能性の変化

(1 )1950年と1961年の比較

凶4.9は1950年と1961年のACSシェア値を比較したものであり、図4.10はACSシェア値の年次聞

の比を計算し、増減を地図上に示したものである。この時期においては一部の幹線で複線化・電

化などの改良が進むとともに、大都市圏相互及び大都市圏と北海道・四国・九州などを結ぶ民間定

期航空路線が都市間交通として利用できるようになり、 1961年は高速交通網の出現期の意味を

持っている。このような交通網の変化により、地域間交流可能性の全国的な差がこの期間中に再

び拡大している。

北海道や九州の空港利用可能な県では 1日数便の航空路線により大都市圏と短時間で結ぼれる

1961年のアクセシピリティ値
(対全国合計比、単位:X 10-2) 
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8 

6 

4 

。。 4 
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交流可能性の増減の地織的特徴

(1950年と1961年の比較)

ようになり、 ACSシェア値が向上している。鉄道の面では東海道新幹線開業の3年前であり、在来

線は現在とほぼ同じネットワークが完成している。複線化や電化等の輸送力改善(例えば東海道本

線は1956(昭和31)年に全線電化)が進められており、主要幹線では優等列車が多数運行され、速度

や運行頻度の面で地方部との差が生じてきていると考えられる。

(2) 1961年と1975年の比較

図4.11は1961年と1975年のACSシェア値を比較したものであり、図4.12はACSシェア値の年次

聞の比を計算し、増減を地図上に示したものである。この期間中、鉄道の改良が全国的に整った

ことに加えて、東海道新幹線(1964(昭和39)年)や山陽新幹線(1970(昭和50)年)の開業、在来線の輸

送力増強完成のほか、地方空港の整備により航空路線が多数設定されるようになっており、交通

機関の速度の向上と運行頻度の増大がはかられている。地域間交流可能性の全国的な差は若干縮

小する方向にあると考えられるが、 1961年時点でAαシェア値の低かった地域聞においては、新

たに高速交通網が整備された地域とそうでない地域との差が生じていると考えられる。

図4.12では、北陸トンネルの開通(1962(昭和3η年線路変更)及び同線の複線電化(1969(昭和44)

年)などの北陸本線改良、更に湖西線の開通(1974(昭和49)年)などによる 一連の輸送力増強が完成

した福井、東海道・山陽新幹線の開業した愛知・京都・岡山・広島、名古屋経由で新幹線利用が可能

となった三重ではA岱シェア値が増加していることがわかるが、これら地域は1898年前後の鉄道

整備時期においてAαシェア値の極端な低下のなかった地域がほとんどであり、高速交通網整備

における地域間交流可能性の全国的な差の縮小過程においても都市間交通網整備の時期的・地域
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図4.14 交流可能性の増減の地媛的特徴
(1975年と1990年の比較)

になった地域もあるが、整備そのものが遅れている地域が多く、例えば1975年以前に航空路線の

開設や空港のジェット化が行われた地域(例えば鹿児島や宮崎など)では高速交通網の運行頻度が

小さいため、 ACSシェア値は低下傾向にある。

4.3.4 我が国の地織間交流可能性の変遷の特徴 1915年のアクセシピリテイ値
(対全国合計比、単位:Xl0・2)

図4.15は考察のために作成したもので、近代 6I 

的交通網未整備状態を表す「道路距離を用いた

値」と1915年とについてACSシェア値を比較し

たものである。 1898年時点では、鉄道未整備あ

るいは一部区間未整備の和歌山・徳島・高知・宮崎

などではACSシェア値が小さく、早期に整備さ

れたために1898年時点で既に比較的高頻度で列

車が運行されていた大都市で大きな値となって 2

いたが、 1915年には全国的に鉄道整備が行き

渡ったことにより、図4.15では道路距離を用い

て求めた値と1915年の値が、比較的近い地域が

多くなっている。つまり、 1898年時点において

生じていたACSシェア値の全国的な差が、鉄道
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図4.13 交流可能性の変化
1975(昭和50)年と1990(平成2)年の比較

1990年のアクセシピリティ値
(対全国合計比、単位:X 10-2) 
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図4.12 交流可能性の増減の地域的特徴
(1961年と1975年の比較)
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1961年のアクセシピリティ値
(対全国合計比、単位:xl0・)

1975年のアクセシピリティ値
(対全国合計比、単位:x 10-2) 

図4.11 交流可能性の変化
1961 (昭和36)年と1975(昭和50)年の比較

的な特徴が見られる。

(3)1975年と1990年の比較

図4.13は1975年と1990年のACSシェア値を比較したものであり、図4.14はACSシェア値の年次

問の比を計算し、増減を地図上に示したものである。この期間中には東北・上越新幹線の開通(上

野まで:1985(昭和60)年)、青函トンネルの開通(1983(昭和63)年)、瀬戸大橋の開通(1983(昭和63)

年)があり、北海道・本州・四国・九州が鉄道でつながっている。また、都市間交通に利用される14

の空港がジェット化されているほか、高速道路網の整備により所要時間の観点からも高速パスが

都市間交通として利用されるようになってきている。これまで比較的交流可能性の小さかった東

北地域など、でACSシェア値の向上が見られ、この期間も全体として地域間交流可能性の全国的な

差は縮小過程にある。

大きく ACSシェア値が向上しているのは新幹線の開業した東北の岩手・宮城・福島及び北陸の新

潟である。また山形はこの時点では奥羽線と東北新幹線の直通は実現していないが、福島や仙台

を経由して新幹線を利用できるようになったほか、山形空港のジェット化(197fi..昭和51)年)により

ACSシェア値が向上している。富山・広島・山口でも空港のジェット化(富山:1984(昭和59)年、広

島:1979(昭和54)年、山口宇部:1980(昭和55)年)や新幹線の利便性向上(富山:長岡経由で利用可

能に、広島・山口:運行本数増加と速度向上)により、福井では北陸本線の運行本数増加により、

香川では瀬戸大橋開通により、それぞれACSシェア値が向上している。

一方、 ACSシェア値が停滞・低下した地域は、近畿のように1975年以前に高速交通網が利用可能

O 
b 

-
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6
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「道路距離を用いた値J
(対全国合計比、単位:x 10-2) 

図4.15 鉄道整備期前後の比較

「道路距離を用いた値」と1915(大正4)年の比較
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1990年のアクセシピリティ値
の全国展開によって再び縮小傾向となったとい(対全国合計比、単位:X 10-

2
) 

える。

同様に、図4.16は戦後の1950年と1990年とを

比較したものである。大都市部を除き、 1950年

と1990年ではAαシェア値は極めてよく似てい

ることがわかり、高速交通網の整備途上におい

て拡大した交流可能性の全国的な差が、高速な

交通期間の整備がほぼ全国に行き渡ることに

よって縮小する方向になったことがわかる。

以上のように、我が国の交通網整備の過程で

は、それまでの交通期間に比べてより高速な交

通機関の整備が部分的に行われた時期には交流

川能性の全国的な差が拡大し、整備が全国的に

10 

8 

6 

4 

2 4 6 8 10 

1950年のアクセシピリティ値
(対全国合計比、単位:XIO勺

行き渡ることにより再びその差が縮小するとい 図4165rrz思?2222L)年の比較

う庵史的な特徴が存在している。 1990年のアクセシピリティ値
(対全国合計比、単位:xl0勺

また、地理的な特徴としては、明治中期の鉄道 10 

網建設期を示した図4.2において日本海側や九州・

四国などに比べて本州太平洋側地域で整備が比較 8 

的早く、図4.4では、日本海側や九州・四国などで

は図4.2の時期の後に整備が行われていることが 6 

わかる。図4.10からは、戦後のより高速な交通機

関の整備途上期において、首都圏・中部圏・近畿

圏・北九州などの大都市圏付近で整備が早く、図

4.12や図4.14から、それ以外の地域では大都市圏

での整備の後、現在まで高速交通網の整備が続い

ていることがわかる。とのように、 整備時期の地

域的な相違があり、我が国の地域構造と深く関係
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「道路距離を用いた値」
(対査国合計比、単位 :X 10-2) 

していると考えられる。
図4.17 交流可能性の全国合計比の比較

このような長期的変遷を考察するため、図4.17 ( r道路距離を用いた値Jと19BO年の比較)

は近代交通整備以前を表す「道路距離を用いた値」と1990年の値を比較したものである。 ACSシ

ェア値の最大 と最小の比は「道路距離を用いた値」では64.1倍に対し、 1990年では25.制音であ

る。しかし、 「道路距離を用いた値」に比べてACSシェア値を伸ばした都道府県とそうでない県

とでは、後者の方が多く、全体と して差は広がっているのではないかと考えられる。

アクセシピリティ値
(対全国合計比.単位:X 10-2) 

4.3.5 地域発展に与える影響の考察

図4.18は「道路距離を用いた値Jがほぼ等しい

4県のA仁志シェア値の変遷を参考として図示した 3.0 

ものであるが、これら 4 県の 18~年から 1990年ま

での100年間の人口の伸びを調べると、全国の伸
2.0 

び率に対して静岡県1.09、岐阜県0.72、山梨県

0.61、福井県0.44となっており、交流可能性の変

化の人口構造への影響がある程度示唆される。 1.0 

4.4 交流可能性から見た
0.0 
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地域聞の結びつき構造の変遷
道路距離を 1898 1915 1934 1950 1961 1975 1990 

4.4.1 地域閣の結びつき構造の分析方法

地域間の結びつき方そのものは、各都道府県の

用いた値 (年次)

図4.18 交流可能性の全国合計比の変化

人口とそれら相互間の所要時間により規定されるものであるが、本節では、地域間の時間距離と

人口分布から見て、ある地域がどの地域の影響を最も強く受けるか、との視点から分析を行っ

た。このような方法は文献4)などで行われており、同文献では交流可能性の値が一定値以上の区

間を結ぶことで、交流可能性から見た圏域構造を明らかにすることが試みられている。

分析方法としては、ある地域の交流可能性値を構成する各交流目的地ごとの成分のうち、最も

大きな割合を占める交流目的地が、その地域に最も強く影響を与えると考え、図4.19--図4.23の

ように、矢印の根本側の地域から見て矢先側の地域が最も結びつきが強い地域であることを去す

ように各図を作成した。なお、都道府県名を囲む四角が実線のものは白地域の成分が最も大きい

地域であり、点線のものは白地域よりも他地域の方が成分が大きくなるような地域である。

4.4.2 鉄道網整備期の構造

(1 )近代的交通網整備以前

近代的交通網整備以前を表す「道路距離を用いた値」による図4.19では、都市問の移動時間は

道路距離に比例しており、区間によるフリークヱンシーの差もなく、また大都市圏への過度な人

口集中も生じていないことから、人口の大きな地域が主たる交流目的地になる傾向はあるもの

の、近県聞での結びつきの強い地域がほとんどである。

(2)鉄道網整備途上の1898年

図4.20は鉄道網整備途上の1898年における状況を図示したものであるが、地理的な距離よりも

交通機関の整備状況が結びつきの構造に影響を与え始めており、東京に集まる矢印が図4.19では7

であったものが、 図4.20では9になるなど、大都市圏を頂点とする国土構造が形成されつつある。
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図4.19 道路距離を用いた値による交流可能性値の成分が最大となる交流目的地を結んだ構造

図4.21 1934年における交流可能性値の成分が最大となる交流目的地を結んだ構造

4.4.3 鉄道網整備完了期の構造

-全国的鉄道網がほぼ完成した1934年

図4.21は鉄道網整備が全国的にほぼ完了した1934年における状況を図示したものであるが、近

代的交通網が全国に整備されることにより、同図では地理的な距離にも関わらず東京・大阪・福岡

などの大都市圏が最も強い結びつきである交流目的地となってきている。また、白地域よりもこ

れら大都市の方が交流可能性に占める割合が大きい地域(地域名が点線で固まれている地域)も増

加してきでいる。

4.4.4 高速交通網整備期の構造

(1 )高速交通網整備途上の1961年

図4.22は高速交通網整備途上の1961年における状況を図示したものであるが、図4.21に比べる

と、むしろ大都市閣を頂点とする圏域構造が崩れており、鉄道網整備途上の1898年の状況を示し

た図4.20に近い。これは、高速交通機関により大都市圏と結ぼれた一部の地域では、大都市圏と

71 

図4.22

図4.23 1990年における交流可能性値の成分が最大となる交流目的地を結んだ構造

の相対的な位置関係は図4.21に比べてもほとんど変化がなかったが、整備が遅れた地域では大都

市圏との相対的な距離が離れ、近県聞での結びつきの比重が高まったからであると考えられる。

(2)高速交通網が全国的に行き渡った1990年

図4.23は高速交通網整備がほぼ全国に行き渡った1990年における状況を図示したものである

が、再び大都市圏を頂点とする圏域構造が強まっていることがわかる。鉄道網の整備が行き渡っ

た1934年の状況を表す図4.21では東北地方の日本海側などで隣接県聞での結び、つきが大きかった

が、図4.23では、大都市圏の比重が更に大きくなっている。

4.4.5 地域聞の結びつき構造の変遷の考察

4.3における分析では、交流可能性の全国的な差が拡大・縮小の過程を繰り返してきたことを示

したが、本節での分析の結果においても図4.19--図4.23のように、それまで整備されていた交通

網より更に高速な交通網整備の過程において、整備の比較的早かった地域は大都市圏などと早期

に結びついていたことが圏域構造の変化としてとらえることができる。また、長期的には大都市

圏を中心とする交通網整備の進行と大都市圏への人口の集中により、交流可能性から見た我が国

の国土構造は徐々に大都市圏を頂点とする構造へと変化してきていることがわかる。

4.5 結語

本章では第3章でその有効性を示した「積み上げ所要時間Jを用いて明治期以降の我が国の地

域間交流可能性の変遣を明らかにするとともに、交流可能性から見た地域聞の結びつきの構造の

変遷を分析した。
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(1 )地域間交流可能性の算出方法

4.2では、明治期以降の地域間交流可能性の変遷の特徴を分析する方法について説明を行った。

地域間交流可能性指標としてはアクセシビリティを採用したが、採用の理由について説明を行う

とともに、具体的な算出方法について述べた。地域聞の空間的抵抗を表す時間距離指標として

は、本章における分析が都市間交通網を対象としたものであることを考慮し、 「積み上げ所要時

間j を用いることとした。また、アクセシビリテイ値算出の際のパラメータ設定は、本研究の目

的と分析対象とを考慮し、積み上げ所要時間と府県聞の旅客流動量との関係を参考に設定するこ

と、東京ー大阪聞の時間距離を基本尺度に採用することで異なる年次聞の比較を可能としたこと、

などについて述べた。

(2)明治期以降の地域間交流可能性の変遷

4.3では、 4.2において示した方法により、実際に明治期以降の我が国の都道府県聞の地域間交

流可能性の変遷を明らかにした。

この結果、明治期の鉄道網整備途上において地域間交流可能性の全国的な差が大きくなる時期

があること、その差は鉄道網の整備が全国的に行き渡ることにより、大正期頃までにある程度縮

小したことなどが定量的に明らかとなった。地理的には本州の日本海側の地域や四国・九州など

で都市間交通網整備が比較的遅かったために、これらの地域では交流可能性の対全国合計比の値

が一時的に他地域に比較して小さくなっていたことが明らかとなった。

また、鉄道網が全国的に整備された後、新たな都市間交通網の整備のほとんどなかった大正期

から第二次世界大戦後までは、交流可能性の変化もほとんどなかったことも明らかとなった。

更に、鉄道網の整備途上において見られた交流可能性の全国的な差の拡大・縮小過程は、第二

次世界大戦後の高速交通網の整備途上期においても生じ、高速交通網が全国的に整備されるよう

になった近年では差が徐々に縮小してきでいることが明らかとなった。しかし、近代的交通網整

備以前の状況を表す「道路距離を用いた値j と 19~年を比較した結果から、全体的な差は広がっ

ているのではないかと考えられる。

(3)交流可能性から見た地域間の結びつきの変遷

地域間交流可能性から見た地域聞の結びつきの構造の分析では、近代的交通網整備以前では近

県聞の結び、つきが強い構造であったものが、明治期以降の交通網整備の伸展により東京や大阪な

どの大都市を頂点とする構造に変化してきでいることが明らかとなった。また、鉄道網整備途上

の1898年や高速交通網整備途上の1961年では、相対的に大都市圏との結びつきが強かった地域が

限られており、これらの比較的結びつきの強かった地域は鉄道や高速交通網の整備が比較的早

かった地域である。逆に整備が遅かった地域では近県聞の結びつきが相対的に強かったと考えら

れる。
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第 5章 交通施設整備が市町村人口の長期的動向に与えた影響

5.1 慨説

本章では、明治期以降長らく我が国の陸上交通の主役であった鉄道整備が国勢調査開始以来の

全国全市町村人口の変還に与えてきた影響について、長期的な視点から分析を行い、交通整備が

地域に与えた影響の重要性を実際のデータを基に明らかにする。また、高度経済成長期以降につ

いては高速道路整備も市町村人口に大きな影響を与えていると考えられ、本研究においてもその

影響を分析する。

交通網整備が地域の発展と密接な関係にあることは旧来より直感的にはよく理解されてきてい

るが、 1.3.1でも述べたように、交通整備と地域の消長との関係は未だ明確に把握されるには至っ

ていない。本章では市町村人口が交通整備から受けてきた影響を、国勢調査開始以来の全市町村

について調査することによって明らかにする。すなわち、経済的・社会的・自然的に様々に異なる

条件を持つ条件を持つ全ての市町村を網羅的に調べて一定の傾向を把握することによって、交通

整備と地域の消長との関係についてより説得力の高い結論を導くことを目的とする。これは、従

来の研究が、特定の鉄道沿線に限った研究1)や、調査対象期間が20-..30年程度に限った研究2) 3) 

4) 5) 6)がほとんどであり、このような短期的視点や少ない標本を取りあげて議論したのでは交通

と地域の発展との関係を正確に把握することはできないためと考えるからである 7)。

本章では、次のような事項について検証することを試みる。

(1)鉄道の整備されている市町村は、整備されていない市町村より人口が増加していると一般的

に言えるか

(2)地域別にみても、全ての地域において鉄道の整備の有無による差が存在していると言えるか

(3)かつて同程度の規模であった市町村でも、鉄道整備の有無や整備時期の早さによって、その

後、差が生じていると言えるか

(4)平均値や集計値ではなく個別にあたっても同様の傾向が見いだせるか

(5)約3200の全市町村を調べる以上、例外もあるはずであるが、どの程度の例外があり、それら

の市町村はどのような状況にあるか

(1)は、いわば常識であって、結果は自明であると言えるかもしれないが、前述したように一部

の地域での限られた年代のみの分析を行って反証している例もある 8) ことなどから、地域を限定

せず全てのデータを用い、まず最初に示しておく必要があるものと考えるものである。この分析

は5.3.1で行う。 (2)は、地域別の傾向をみると共に、 (1)の結果が大都市やその周辺など一部の地

域の都市の大きな増加率に左右されたものではないかという点を検証する意味を持っている。こ

の分析についても5.3.1で行う。 (3)は、主要都市のほとんどが鉄道が整備されている市町村に分類
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されることを考えると、鉄道の有無のみの分析では、大きな都市と小さな市町村を比べていると

いう側面もあるということを考慮したものである。そこで、かつて同程度の規模であった市町村

を相互に比較することとし、これについては5.3.2から5.3.4において分析を行う。

次に、上記の 3点は集計的に議論しているものに対して、 (4X5)は個別の市町村の状況から得ら

れる情報で直接分析するものである。 (4)は、人口の変遷において最も特徴的な市町村として、各

都道府県内で人口シュアの減少が大きい市町村を全体の10%程度ピックアップし、それらの市町

村の鉄道整備の時期を調べている。それによって、例えば、早期に鉄道を整備したにもかかわら

ず、人口シュアを著しく減少させているような市町村がどの程度あるかなどの事実が明らかとな

る。この分析は5.4.1で行う。 (5)は、 (4)で抽出された例外的な市町村について個別に状況を調べ

るもので、 5.4.2で行う。

以上のように、本章における研究は、全ての市町村を一括して取り扱った分析と、いくつかの

条件を加えた 2面的な視点による分析によって、一般的な傾向を明らかにするとともに、その傾

向の例外となるものについて個別に調査する構成とした。なお、本研究では、地域の発展を示す

指標として「人口」を用いているが、人口は都市や地域の大きさを測る指標としてこれまで最も

-本的に用いられてきたものである。 2010年前後に総人口がピークを迎えようとしていること

や、発展途上国の人口増加率が先進国の値を大きく上回っていることなどを考えると、人口のみ

で地域の成長・発展を記述することはできないが、総合性、安定性という点において人口は優れ

た指標であると考える。

5.2 市町村人口の長期的動向の分析方法

5.2.1 分析の視点

本研究では以下の点に基づいて市町村人口の変選調査を行う。

也対象地域として全国を取りあげる。

②地域区分として全国の全市町村を用いる。

③対象年度として192CX大正例年-1985(昭和60)年(5.4の分析では1990年)までの65年間における

14時点を取りあげる。

交通網として、明治期以降の陸上交通において中心的な役割を果たしてきた鉄道を中心に取りあ

げる。また近年は、自動車の分担率が上昇しているため、高速道路の建設や一般国道の本格的改

良が始まった1960(昭和40)年以後については高速道路網も対象とする。

5.2.2 分析手順

(1 )鉄道整備あるいは高速道路整備の有無

本章では、まず鉄道あるいは高速道路が整備されている地域では、そうでない地域に比較して
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長期的には人口の増加が大きくなるか否かについての調査を行う。分析方法としては、対象地域

として全国を取りあげ、地域区分としては全国の全市町村を用い国勢調査開始以後の1920(大正9)

年-1985(昭和ω)年までの65年間における各地域の人口増加率について調査を行い、鉄道や高速

道路の整備の有無により地域人口の増加率に相違があったかどうかを、統計的手法を利用しなが

ら検証を行う。

我が国では鉄道が明治期以降の都市間交通において交通網の中心的な役割を果たしてきてお

り、調査対象としては鉄道を中心に取りあげる。近年は、自動車の輸送分担率が上昇しているた

め、高速道路の建設や一般国道の本格的改良が始まった196町昭和40)年以後について、高速道路

網も対象として分析を行うこととする白調査年次別に鉄道駅や高速道路インターチェンジの有無

により市町村を分類し、それら交通施設の有無別にそれぞれ人口増加率を調べることとする。こ

れにより、これら交通施設が全国的・長期的に地域人口に及ぼす影響を把握する。

(2)交通網整備時期と人口規模の影響の比較

次に、人口の社会増加は交通網整備の有無よりも人口規模の大小の方が影響が大きいか否かに

ついて調査を行う。分析方法としては、全市町村を、第 1回国勢調査の行われた1920年の段階で

の市町村の人口規模に分類し、各群のそれぞれの人口が全国の総人口に占めるンエアの変化を統

計的手法を利用し、調査を行う。これにより、人口規模の大きさが人口増加傾向に与える影響を

明らかにすることが可能になる。また、同様に全市町村を鉄道が整備された時期によって分類

し、各群のそれぞれの人口が全国の総人口に占めるシェアの変化を統計的手法を利用し、調査を

行う。これにより、鉄道整備時期が人口増加傾向に与える影響を明らかにする。

更に、人口規模と鉄道整備時期の両方の条件を考え、全市町村を(人口規模の段階)X(整備時期

の段階)のカテゴリーに分類し、人口シェアの変遷を①人口規模を軸とした分析②鉄道の整備時期

を軸にした分析の 2通りについて行う。各カテゴリーにおける人口増加の傾向を相互に比較する

ことにより、人口規模と鉄道整備時期の 2つの要因について、人口の憎加傾向に与える影響の強

さを比較することができる。

5.2.3 調査に用いたデータ

本節では全国の全市町村を鉄道駅の有無によって分類 表5.1 鉄道開業年の調査に用いた資料

し、人口増加率の差異を分析する。人口は人口統計総覧に |平成2年度鉄道賊(運輸省地域交問)
|鉄道百年略史(鉄道図書刊行会)

おける第 1回国勢調査(1920年)-第14回国勢調査(1985年)の |全園駅名便覧(日本交通趣味会)
|国鉄全駅全線(主婦と生活社)

14時点の人口データを用いる(1940年と1950年の聞の調査年 |日本国有鉄道監修時刻表(1961年)
|全国道路地図(1971、1989年)

度は1947年)。なお、この間に市町村の合併等も行われてい |軽便鉄道(保育社) 等

るが、本研究におけるデータは全て1985年時点での市町村

分割に組み替えたものである。
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表5.2での人口増加率が相対的に大きくなった結果であること

を付記する。

(3)地方別の分析

(1)と同様の方法で、地方別の分析も行った。地方分割

まず、各地域の鉄道整備の概況をは表5.2によったが、

つかむために鉄道の整備された市町村の割合を集計して

中国表5.3に示した。第 1回国勢調査の10年前である1910年
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図5.1たものである。本分析では人口増加率を市

鉄道の有無で分類した市町村の
人口増加率の平均(東北)

図5.2は、鉄道の整備市町村が既に高密度となり
町村のポテンシャルの一種ととらえている

自動車の普及と増加が鈍ったのに対して、
ため、各市町村の増加率を計算した上で平均を求めることとした。
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"，-，1974 67.6 61.8 70.5 74.9 79.7 48.1 57.9 64.1 

期 '" 1979 69.0 70.9 73.3 65.3 64.4 
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'" 1993 守 守 守 v 80.4 可， 守 可V 守

各時期における鉄道の整備されている市町村の割合の累計(%)表5.3
鹿児島県の南西諸島の市町村は、地理的特殊性を考えてなお、沖縄県、東京都の小笠原諸島、

北海道の市町村も、その成立の経緯から、ある一時期に

この図の対象には含めていない。更に、秋田県大潟村も同様の

また、この図の対象には含めていない。

人口が急増する場合があるため、

理由により除外する。

(2)分析の結果

図5.1から、すべての時期において鉄道のある市町村の方が無い市町村の人口増加率を上回って

おり、全国の一般的傾向としては明らかに両者に差があることがわかる。 時期別にみると、戦前

の人口増加率の差は小さいが、 戦後になると、と「鉄道の無い市町村Jは「鉄道のある市町村」

「鉄道の無い市町村Jにおける人口特に19ω，.....，1975年において、両者の差が顕著になる。また、

このように鉄との差が顕著になっている。「鉄道のある市町村J増加率が負になることがあり、

道整備の影響は必ずしも直後には表れないので、長期的視点は重要である といえる。

これは終戦

による海外からの引揚げと出生ブーム、及び大都市人口が激減したことによって大多数の市町村

1940，.....，1947年の聞の人口増加率が全地域において特に大きくなっているが、なお、
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表5.4 鉄道整備がされたこと有無で分類した
市町村群に関する人口シェアの伸びの検定結果

れたことのない市町村は人口シェアを減少させて

鉄道整備無し 鉄;首整備有り
-平均 0.52575 1.055322 
分散 0.38607 2.295387 
観測数 1128 2062 
F 5.94549 
P(F壬 f)片側 100E-197 
F境 界 値 片 側 1.06999 

いる。人口シェアの伸びの平均は鉄道の整備が行
F検定:2標本を使った分散の検定

われたことのある市町村群の方が大きい。

これら 2群に関する前述の検定結果は、表5.4の

この結果より、鉄道の整備が行わようになった。

れたことのある市町村群の方が整備されたととの

t検定:分散が等しくないと仮定した
2様本による検定
無し|鉄道整備有り

ない市町村群より人口シェアの伸びの平均値が大

きいことが統計的に示される。

-
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0.40 
ともに、それ以外の鉄道未整備市町村でも

一・企圃ー鉄道無

一一・一一鉄道有
0.30 

人口が増加し始めたことによるものと考え

0.20 
られる。

(4)鉄道整備の有無に関する検定

の1920(大正9)年の第 1

回国勢調査から199<X平成2)年の第15回国勢
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調査の 5年ごと、 15時点の全市町村の人口

データから、 各市町村(1990年の区分)の全人

市町村の鉄道整備時期及び

人口規模が市町村人口動向に与える影響

5.3.2 鉄道の有無で分類した市町村の
人口増加率の平均(関東)

図5.3

更に1920年の人口

シェア を1として基準化したときの人口シ

口に占める割合を求め、

-13.88 
8.20E-42 

上段 :0:2群の聞の平均に有意差がある
中断:t値
下段:P(T孟 t)片側確率

(1 )市町村人口動向の要因について

市町村人口の変遷に影響を与えるものは交通整

備だけではないという論や交通が地域に与える影

響は多分に間接的であるという論もある。 また、

大都市などの発展している地域は鉄道の整備が行

われているのは当然の結果で、鉄道整備との因果関係はこれのみでは明確ではないという見方も

できる。そのため、単に鉄道の有無だけでなく、人口動向の要因を考慮して更に細かく市町村を

分類し、同様の検定を行っていく必要がある。
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げ、全市町村を
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の平均に有為な差がみられるかどうかにつ

2つの市いて検定を行う。検定を行う際、
市町村人口に影響を与える要因として、鉄道の整備時期と人口規模について考えるとそこで

町村群で r2市町村群問の人口シェアの分
これら基準によって市町村を分類し、各々が市町村人口に与える影響について検証すととする。

鉄道の有無で分類した市町村の
人口増加率の平均(九州)

図5.4という帰無仮説についてのF散が等しいj

る。市町村は、表5.5のように鉄道整備時期・人口規模によってそれぞれ 5階級に分類する。各市
その結果から、検定を危険率0.05で行い

このようにして分類した市町村群の間町村群に含まれる市町村の数は表5.6に示したようにた。
分散が等しい場合、等しくない場合それぞ

で、人口シェアの伸びの平均に有意差が存在するかどうかを危険率0.05以下で t検定を行う。

人 口 規 模

① ② ③ @ ⑤ 合計

I 52 68 205 225 334 884 

整 E 2 12 80 130 166 390 

備 田 2 89 178 358 627 

時 N 17 38 106 161 

期 V 32 219 877 1128 

合計 54 82 423 790 1841 3190 

各分類群に含まれる市町村数表5.6
整備時期、人口規模による市町村分類基準表5.5

ーー・

一一ーれにおいて f2市町村群聞の人口シェアの

という帰無仮説の t検定を人 1

危険率0.05-e行う。ただし、歴史的特殊性か 308-

1920年の国勢調査エー
ア V.U

のデータがない秋田県大潟村、北海道広尾伸
び 0.41-

• 

0川
.ててz・~・ーー ' ・、『ー
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-0.10 ~ 
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平均が等しい」

ら沖縄県の市町村及び、
，--{}---{トーG

町、鹿児島県三島村は分析対象外とする。
- ー鉄道整備が行われたことが盈全市町村群
--Q..ー鉄道整備が行われたことが主心市町村群

人口規模否 100.001人 ，司、

人口規模② 50，001人 --100，000人
人口規模③ 20，001人 -- 50，000人
人口規模④ 10.001人 -- 20，000人
人口規模⑤ -- 10，000人

(2)人口規模

01_j  I I I I I I I I I 1___j__J 

1920 25 30 35 40 47 50 55 60 65 70 75 80 85 90 
年次

図5.5 鉄道整備が行われたことのある市町村群と
そうでない市町村群の人口シェアの伸びの変遷

0.2 このような 2つの市町村群全体の人口シ

ェアの変遷を示したものが図5.5である。同

市町村は人口シェアをのばす一方、

図のように、鉄道の整備されたことのある

整備さ
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後者で0.14と比較的小さい。(2)鉄道網の整備時期の違いによる市町村人口の動向

まず、沖縄等を除く

82 

ことがほぼ成立「鉄道の整備時期が早いほど市町村人口の噌加傾向が強いJこれらの結果から、国の全市町村を鉄道が整備された時期によって分類する。鉄道の整備時

していることが統計的に示される。

(3)市町村の人口規模による市町村人口の動向

更に同様に、沖縄等を除く全国の全市町村を、第 l回国勢調査の行われた1920年の段階での市

期は友5.5(1)にしたがって分類した。また各分類に属する11r町村数は表5.6の右端の合計欄の数と

なっている。

Iの時期に分類される市町村は第 1回国勢調査の10年前までに鉄道の整備が行われた市町村

すまた各分町村の人口規模によって分類する。人口規模は表5.5(2)にしたがって分類した。日~田の時期は全国の幹線網が開通した時期にこの時期までに主要幹線は整備されている。で、

る市町村数は表5.6の最下段の合計欄の数となっている。区間を含む路線の開通のあった時期である。これ以後の時期は難あたり、

これら 5分類について各時点におけるそれぞれの市町村群の全国の人口に占めるシエ図5.7は、

アの変化を図示したものであり、 1920年のシェアを 1として基準化を行っている。戦前の1940

げてい様にシェアを頃までは①(2)の市町村群のシェアが高まっている一方、~. ~::@の各群は

ることがわかる。また、 ax②の群の中でも特に①の市町村群の人口シェアの伸びの大きいのが日

これは戦時における疎開の影響であるとILつ。 1947年においては Oのシェアのド落が目立つが、

て各時点におけるそれぞれの市町村群の全国の人口に占めるシェ

アの変化を図示したものであり、 1920年のシヱアを 1として基準化を行っている。同図による

これら 5分類につ凶5.6は、

と、 1920年時点において鉄道の整備が行われているのは I、Eの市町村群であるが、

Iの時期に整備の行われた市町村は終戦直後の1947年にシェアを落としている以外は常に上昇し

ている。それ以外の市町村群の人口シェアは、戦後の問もない頃において一度は上昇したものの

このうち

これ以降は再びCD②の人口シェアが伸び、 G息~の各群は下落している。

1965年以降、大都市都心部の空洞化などの影響であると思われるが、①の下落が始まり、逆にゆ

の人口シェアが伸びてきている。

しかし、考えられる。とりわけ、今まで鉄道の整備が行われていないVに分類される市町

村群の人口シェアが大きく下落しているのが目立つ。 E、皿、 Wの時期に整備された市町村群は

戦後いずれも1965年頃まで大きくシェアを落としているが、 1965年以降はいずれも下がり方が鈍

それ以外は年々下げている。

以上の 5群のデータについて鉄道整備時期で分類した市町村群問の人口シェアの伸びの平均の
Vの市町村は全期間を通じてシェアの減少いほど鈍化の傾向も強い。化しており、整備時期が

が他の時期にくらべ大きい。

-・一規模① -0一規模②ー・一規模①

-<>一規模④ 一色一規模⑤

0.0 
1920 25 30 35 40 47 50 55 60 65 70 75 80 85 90 

図5.7 人口規模によって分類した 年次

市町村群の人口シェアの伸びの変遷

1.4 

人1.0凶

308 
306 
伸0.4
ぴ
0.2 

差が統計的に有意であるか危険率

0.05で t検定を行った。

1.2 
この検定の結果をまとめたものが

表5.8である。人口規模が近践する群

相互の検定では、①群と②群、④群

と⑤群では有意差がみられない。

かし、心群と③群の問では有意差が

みられる。また、①群と②群、④群

とる群の間以外は、人口規模によっ

て分類した市町村群でも人口シェア

し
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の 5群のデータについて鉄道以

整備時期で分類した市町村群問の人

口シェアの伸びの平均の差が統計的

に有意で、あるか危険率0.05で t検定

整備時期 I--Vのそれぞれに分類

される市町村群の平均値について t

検定の結果をまとめたものが表5.7

を行った。

である。整備時期が近接する群相互

人口規模で分類した市町村群聞のシェアの伸びの
平均値に関する検定

人口シェア値のI
伸びの平均

1.26 。 1.24 
3 1.01 
4 0.78 
① 0.85 

表5.8
の伸びの平均値に有意な差があるこ

これらから、人口規模も市町村の

人口の動向に影響を与えており、

とがわかる。

鉄道整備時期で分類した市町村群聞のシェアの伸びの
平均値に関する検定

I
-
E一皿一

w一
v

表5.7

H群とW群

E群

と旧群、皿群とN群では危険率0.05

では有意差があるとは言えないもの

田群とW群を除

の聞にも有意な差が見られる。

いて有意差が認められ、

H群と旧群、では、

上段 :0:2群の問の平均に有意差あり・:2群の聞の平均に有意差なし
中段:t値
段:Pσ孟t)片側確率

「人口規模の大きい市町村が人口の

ことがほぼ成立し

ていることが統計的に示される。

増加傾向が強いj
上段 :0:2群の聞の平均に有意差あり・:2群の聞の平均に有意差なし
中段:t値
下段 :Pσ壬t)片側確率

田

NI L ... .~i ~6S 
..'ro色f.oヲ

r P(T三五 t)片側確率J(以

単に P値と呼ぶ)の値は前者で0.13、

の、
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5.3.3 同一整備時期の市町村における人口規模が人口動向に与える影響

(1 )分析方法

5.3.2の分析から、鉄道整備時期、人口規模ともに市町村人口の変遷に影響を与えており、整備

時期が早いほど、人口規模が大きいほど人口の増加傾向が強いことが明らかとなった。ここで

は、整備時期と人口規模のどちらが市町村人口に大きな影響を与えているかを明らかにするた

め、鉄道整備時期で分類した市町村を人口規模で細分類し、これらの市町村群について、 4.3.2と

同様に 2標本間の t検定を行う。

分類の基準は表5.5に示した方法により行い、細分類を行った結果、各細分類に属する市町村数

は表5.6に示したようになる。

(2)鉄道整備時期 Iの市町村群における検定結果

凶5.8は、鉄道の整備時期がIである市町村について、人口規模で 5つに細分類し、各時点にお

けるそれぞれの市町村群の全国の人口に占めるシェアの変化を図示したものであり、 1920年のシ

ェアを 1として基準化を行っている。また、各市町村群問の人口シェアの伸びの平均の検定を

行った結果を友5.9に示した。

全体的に人口シェアは伸びている

が、人口シェアの伸びは人口規模に

依っておらず、しかも、全ての市町

村群問で人口シェアの伸びの平均に

危険率0.05では有意な差が存在する

とは言えない。

整備時期 Iの市町村を人口規模に

よって分類しでも有意な差が見られ

ないことから、少なくとも整備時期

Iの市町村については、人口規模は

市町村人口の変遷に大きな影響がな

ミと言える。

(3)鉄道整備時期 Eの

市町村群における検定結果

図5.9は鉄道の整備時期がHである

市町村について、人口規模で 5つに

細分類したものを図5.8と同様の方法
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図5.8 整備時期 Iの市町村群の人口シェアの伸びの変遷

一天伸百びシの平ェ均ア値の

1 (l 1.25 
1 (2 1.30 
1 -(3 1.31 

Iべ4 1.21 
1 -(5 1.43 

上段 :0:2群の間の平均に有意差あり・:2群の聞の平均に有意差なし
中段:t値

で図示したものである。また、各市 1(4 下段 :Pσ三五t)片側確率

町村群聞の人口シェアの伸びの平均

の検定結果を表5.10に示した。

II-⑤の人口の伸びの平均が II-

m、 II-③、 II-④を上回っている

以外は人口規模の順に人口シェアの

伸びが大きい。人口規模の極めて小

さい E一⑤を除く市町村群相互間で

危険率0.05で、有意な差があるといえる

のはII-①と II-③の問のみである

が、 II-③と E一④聞を除き全般的

にPイ直は小さい。

以上より、統計的判断としての有

意差は見られないが、整備時期 Hの

市町村は人口規模の影響を若干受け

ているのではないかと考えられる。

(4)鉄道整備時期田の
市町村群における検定結果

図5.10は、鉄道の整備時期が田であ

る市町村について、人口規模で 5つ

に細分類したものを図5.8と同様の方

法で図示したものである。また、各

市町村群聞の人口シェアの伸びの平

均の検定結果を表5.11に示した。

皿一②と他群では有意差が存在す

るが、回一②は人口シェアの伸びは

最小で逆に皿一①の人口シェアの伸

びが大きい。 回一(さノと皿一(ρ問で

は、危険率0.05は有意差があるとは

言えないが、 P値は0.06と小さい。

なお、整備時期が田である市町村は

人口規模が①のものは存在しない。

整備時期目の市町村を人口規模に

よって分類した場合、人口シェアの

推移は人口規模の影響を受けている

皿

1.6 

1.4 

人1.2

D 1.0幽

〉〆

ェ0.8

L06 

ぴ0.4

0.2 

0.0 
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年次
図5.9 整備時期Eの市町村群の人口シェアの伸びの変遷

表5.10

1.2 

1.0幽

人
口0.8
y 

エ0.6
7 
伸0.4
ぴ

人口シェ平均アの
伸びの 値

日(。 1.44 
n ，(互) 1.04 
日ベ3) 0.76 
n {4) 0.74 
Eベ5) 1.15 

上段 :0:2群の聞の平均に有意差あり・:2群の聞の平均に有意差なし
中段:t値
下段 :Pσ孟t)片側確率

0.2 ~ -0一回② →ー皿@
--<>-ー皿④ ー私一皿 ①

0.0 

1920 25 30 35 40 47 50 55 60 65 70 75 80 85 90 

年次
図5.10 整備時期皿の市町村群の人口シェアの伸びの変遷

I r二三二T二三二.-1・…コ・…l

上段 :0:2群の聞の平均に有意差あり・:2群の聞の平均に有意差なし
中段:t値
下段 :Pσ孟t)片側確率
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と考えられるものの、必ずしも人口

規模が大きいことが人口増加につな

がるものではないといえる。

(5)鉄道整備時期Nの
市町村群における検定結果

図5.11は、鉄道の整備時期がWであ

る市町村について、人口規模で 5つ

に細分類したものを図5.8と同様の方

法で図示したものである。また、各

市町村群聞の人口シェアの伸びの平

均の検定結果を友5.12に示した。

整備時期がWの市町村群は、人口

規模が③@X5)の市町村群のみである

が、ここでも人口規模が最小の⑤の

市町村群の人口シェアの伸びが大き

い。これら市町村群間では帰無仮説

はすべて棄却されない。

つまり、整備時期Wの市町村を人

口規模によって分類した場合、人口

シェアの推移における人口規模の影

響は小さく、しかも人口規模が大き

いことが人口増加につながるもので

はないといえる。

(6)整備時期Vの市町村群における
検定結果

図5.12は、鉄道の整備時期がWであ

る市町村について、人口規模で5つ

に細分類したものを図5.8と同様の方

1.2 

人
口0.8

y 

ェ0.6

7 
伸0.4
ぴ

0.2 

0.0 

--1'.-N③ー-0--Nt④ ー込r-N aD 

1920 25 30 35 40 47 50 55 60 65 70 75 80 85 90 
年次

図5.11 整備時期Nの市町村群の人口シェアの伸びの変遷

人

口0.6
3ノ

エ
ア0.4

伸

ぴ0.2

0.0 

人口シ平ェ均ア値の
伸びの

N' 一
N- 一
W 3) 0.63 

N' 4) 0.71 

W 5) 0.75 

上段 :0:2群の聞の平均に有意差あり・:2群の聞の平均に有意差なし
中段:t値
下段 :Pσ孟t)片側確率

一・-v.③ ーφー v-④ 一色ー v-⑤

1920 25 30 35 40 47 50 55 60 65 70 75 80 85 90 
年次

図5.12 整備時期Vの市町村群の人口シェアの伸びの変遷

表5.13

法で図示したものである。また、各自 V
人口シ平ェ均ア値の

市町村群聞の人口シェアの伸びの平

均の検定結果を表5.13に示した。

整備時期がVの市町村群も人口規

模が③俄Dの市町村群しか存在しな

い。この場合も、人口規模が最小の

-て....J....ご二....L..._ττ......-_._.._--_. 伸びの
v- 一
v-再) 一
V 0.54 

V ~) 0.46 

V 0.54 

上段 :0:2群の聞の平均に有意差あり・:2群の聞の平均に有意差なし
中段:t値
下段 :Pσ孟t)片側確率

87 

5)の市町村がシェアの伸びが大きい。唯一有意差の認められるはv-@とv-⑤聞であるが、 ⑤

の方が人口シェアの伸びが大きいことが統計的に示されている。

つまり、整備時期Vの市町村を人口規模によって分類した場合、整備時期Wの場合と同様に、

人口シェアの推移における人口規模の影響は小さく、しかも人口規模が大きいことが人口増加に

つながるものではないといえる。

5.3.4 同一人口規模の市町村における整備時期が人口動向に与える影盛

(1 )分析方法

5.3.3の分析と同様の方法で、人口規模で分類した市町村を鉄道整備時期で細分類する。更に細

かく分類したこれらの市町村群について、 4.3.3と同様に 2標本聞の t検定を行う。

分類の基準は表5.5に示した方法により行い、細分類を行った結果、各細分類に属する市町村数

は友5.6に示したようになる。

(2)人口規模①の市町村群における検定結果

図5.13は、人口規模が①である市町村について、鉄道の整備時期で 5つに細分類し、各時点に

おけるそれぞれの市町村群の全国の人口に占めるシェアの変化を図示したものであり、 1920年の

シェアを 1として基準化を行っている。また、各市町村群問の人口シェアの伸びの平均の検定結

果を表5.14に示した。

この場合、整備時期は IとHだけ

であり、市町村群問で人口の伸びの

平均に有意差は認められない D しか

し、 Hに属するの市町村は 2つしか

存在しないため、この結果を以て人

口規模と整備時期の影響の差異につ

いて論じることは困難である。

(3)人口規模②の

市町村群における検定結果

図5.14は、人口規模が②である市町

村について、鉄道の整備時期で 5つ

に細分類したものを図5.13と同様の方

法で図示したものである。また、各

市町村群聞の人口シェアの伸びの平

均の検定結果を表5.15に示した。

1 II mの整備時期の市町村群が存

1.6 

1.4 

人1.2
口
シ1.0

エ0.8
7 
伸 0.6

ぴ0.4

0.2 
一・-① 1 --Q.ー ① H

年次
図5.13 人口規模①の市町村群の人口シェアの伸びの変

表5.14 人口規模ωの市町村における整備時期に関する検定
| ① v I ① N I Ciン皿 I (i) 11 

{[巨二仁三て|二主主全

在するが、人口シェアの伸びは整備 I(f仁三二
W 

上段 :0:2群の聞の平均に有意差あり
. : 2群の聞の平均に有意差なし

中段:t値
下段 :Pσ孟t)片側確率
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時期が早いほど大きい。検定の結

は、整備時期が IとEの問では、危

険率0.05では有意差があるとは言えな

いが、 P値は0.19と比較的小さくなっ

ている。

(4)人口規模③の
市町村群における検定結果

図5.15は、人口規模が③である市町

村について、鉄道の整備時期で 5つ

に細分類したものを図5.13と同様の方

法で図示したものである。また、各

市町村群聞の人口シェアの伸びの平

均の検定結果を表5.16に示した。

人口シェアの伸びの平均に危険率

0.05で有怠差が認められないのは、整

備時期が Eと町、 HとW、HとW、

1¥と Vの4つであるが、 Hと田の P

値が0.44であるのを除くと、 P値は最

高でも0.15であり、比較的小さな値と

なっている。また、これら以外の組

合せでは、すべて有意差が認められ

る結果となった。

このことから、人口規模が必であ

る市町村においては、人口シェアの

伸びは整備時期が早い市町村群ほど

ーきいと、ほぽいえる。

(5)人口規慎 4の

市町村群における検定結果

図5.16は、人口規模が~)である市町

村について、鉄道の整備時期で 5つ

に細分類したものを図5.13と同様の方

法で図示したものである。また、各

市町村群聞の人口シェアの伸びの平

均について検定を行った結果を表5.17
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図5.14 人口規模②の市町村群の人口シェアの伸びの変遷

表5.15 人口規模②の市町村における整備時期に関する検定
⑨ V 〈言DIV ② E 。〉日

e_?) 一 一 -----q:~2・ 常).8-7-・...._-----.- -・ 4・・・・・・・・・・・・・ a・・・ 人伸び口のシ平ェ均ア値の|
._------_. -----_._----

1.8E-08 1.9E・01 2)・I 1.30 . 

(1) 一 .0 ZIB 一ー.‘ a

2). II 1.04 

一 ?)-ID 0.53 

日 一 一 1.5E-02 2) IV 一
(三) 一 一-・・・・・・・・・・・・・・・・・ 4・-・・・・・・・・・・・.......... 

'f)v 一
一 一--圃・・・・・・・・・・・・・‘・・・ -・咽..--------

田 一 上段 :0:2群の
1② 

一一一一
. : 2群の

問の平均に有意差あり
聞の平均に有意差なし

中段:t値
_._-------- 確率N 
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口
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エ
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伸
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一 下段:Pσ孟t)片側

-・ー③-1 -0ー③-II
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図5.15 人口規模③の市町村群の人口シェアの伸びの変遷

上段 :0:2群の聞の平均に有意差あり・:2群の間の平均に有意差なし
中段:t値
下段:Pσ孟t)片側確率

に示した。

3の市町村群の場合と同様、人口

シェアの伸びは整備時期が早いほど

大きいとほぼいえる。整備時期がE

と回、 HとW、皿とWの問でそれぞ

れ有意差が認められないが、 Hと凹

の聞ではP値が0.19であり、比較的

小さい。また、これら以外は有意差

があるといえる。

このことから、人口規模が⑤であ

る市町村においては、人口シェアの

伸びは整備時期が早い市町村群ほど

きいと、ほぽいえる。

(6)人口規模宮の

市町村群における検定結果

図5.17は、人口規模が⑤である市

町村について、鉄道の整備時期で 5

つに細分類したものを図5.13と同様

の方法で図示したものである。ま

た、各市町村群間の人口シェアの伸

びの平均の検定結果を表5.18に示し

た。

危険率0.05で有意差が認められな

いのは整備時期が IとE、Hと目、

田とWだけであるが、 P値で見る限

り、 日と田の聞で0.11となっている

のが最も大きく、他はそれよりも小

さな値となっている。

人口規模が⑥である市町村では、

全般的に整備時期の差が人口シェア

の伸びに与える影響は大きく、同一

人口規模のケースによる分析中、最

も顕著な結果である。
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図5.16 人口規模④の市町村群の人口シェアの伸びの変
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図5.17 人口規模⑤の市町村群の人口シェアの伸びの変

上段 :0:2群の問の平均に有意差あり・:2群の聞の平均に有意差なし
中段:t値
下段:Pσ孟t)片側確率
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5.4 市町村人口の長期的変遷の具体的事例

5.4.1 人口シェア減少市町村に関する分析

表5.19 人口シュア減少市町村の鉄道整備時期

本節では、各市町村を個々に見たとき人口シュア

が減少しているのはどのような市町村かという視点

から分析する。

まず、各都道府県内における各市町村の人口シュ

整 I 

備 E 

時 皿

期 W 

朱整備

人口h1減少市町村の 全市町村の
鉄道整備状況 鉄道整備状況

21 ( 6.7% ) 929 (29.1 % ) 

19 ( 6.1% ) :352 (11.0% ) 

34 (10.8% ) 630 (19.7% ) 

25 ( 8.0% ) 164 ( 5.2% ) 

214 (68.4% ) 1119 (35.0% ) 

アを計算し、 1920年のシュアを 1としたときの1985 (数値は、該当する市町村の個数)

年のシュアを求め、その値が下位のものを各都道府県の市町村表5.20 早期に鉄道開業したが人口

数の l割づっ抽出した。それらの市町村を表5.5による鉄道整 E シュア減少の著しい市町村一覧
福島県

備時期で分類すると、表5.19のようになる。同表では、各都道

府県内における人口シュアの減少の著しいものとして抽出され |秋田県

た市町村のうち、 68%が鉄道未整備市町村であり、全市町村に

対する鉄道未整備市町村の割合(35%)を大きく上回っているな

ど、未整備又は整備の遅れた市町村が多いことがわかる。

ー方、最も早い時期である整備時期 1(1920年以前)に鉄道が

整備されたにもかかわらず人口シュアの減少の著しい市町村と

して抽出されたのは、表5.19に示すように929市町村中わずか

21市町村である。その一覧を表5.20に示した。このうち、福岡

県と佐賀県の 7市町村は、いずれも炭坑で栄えた地域にあり、

石炭の輸送のために比較的早い時期に鉄道が整備されたが、そ

の後の炭坑閉鎖とともに人口も減少していった市町村である。

また、束京23区と大阪市もあがっているが、これは、周辺の市町村の人口増加に比較して、相

対的に両都市の人口シュアが下がっているもので、他の市町村の状況とは異なっている。このよ

うに、早期に整備されたにもかかわらず人口シュアの減少が著しい市町村は極めて少なく、しか

もそのうちには明らかな理由のある市町村が多い。

5.4.2 個別市町村の具体的事例

(1 )具体的事例の分析対象地域

この項では、交通網の整備状況と人口の変遷について具体的事例を 1つ取上げる。地域として

は、比較的早い時期に鉄道が開通しているにもかかわらず、人口シェアの成長の小さい市町村で

ある地域の代表として、岩手県宮守村とその周辺を取りあげることにする。

(2)岩手県宮守村周辺の地理的・歴史的事実

図5.18に宮守村周辺の市町村の位置関係を示すように、宮守村は岩手県中東部に位置する北上高

岩手県全体

91 

川井村

図5.18 宮守村周辺の市町村の位置関係

表5.21 宮守村周辺の町村の鉄道駅の開設状況

市町村名 | 開設年 | 路線名 | 駅名

宮守村 | 大正3 f 釜石線 | 岩根橋

大正4 I " I 宮守

| 柏木平

地の農山村で、表5.21に記したように、鉄道の整備 I I 1"  I 鱒沢

| | 大正13 I " I 荒谷前
は1914(大正3)年に釜石線の岩根橋駅が、翌年に宮| 東和町 | 大正21釜石線 i 上沢

l l 大正3 I " I R青山
守、柏木平、鱒沢駅が、 1926(大正13)年に荒屋前駅 i石鳥谷町 i明治2

V

6I東北本線| 石鳥谷

がそれぞれ開設されている。釜石線は当初岩手軽便| 紫波町 |明治23 I東北本線| 日詰

鉄道として西線が開通し、 1950(昭和25)年に釜石側の東線が開通することで全通した。現在、東

北本線沿線の花巻市と陸中海岸の釜石市を結ぶ北上高地横断線の役割を果たす路線のーっとなっ

ている。

(3)宮守村周辺町村の人口シェアの変遷分析

[1]宮守村、 [2]東和町(釜石線沿線で宮守村に隣接し、ほぽ同時期に駅が開設されている)、 [3]大

迫町(宮守村の北隣で鉄道がなしミ)の 3町村で人口シェアの変化の様子を図示したものが図5.19であ

る。この図から、鉄道の有無や人口規模に関係なく、これらの市町村は同じような割合で人口シ

ェアを減らし続けてきたことがわかる。

一方、図5.20のように(1)鉄道のない大迫町、 (2)大迫町の西側に隣接する石鳥谷町(東北本線沿

線)、 (3)同じく西側に隣接する紫波町(東北本線沿線)の 3つの町について同様のグラフを描くと、

3町とも人口シェアは減ってきているが、東北本線沿線の 2町のグラフは鉄道のない大迫町のグ

ラフの上側に位置している。また、紫波町は、東北本線の沿線であるが、 1965年頃までは大迫町



92 第 5 交通施設整備が市町村人口の長期的動向に与えた影響
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図5.20 大迫町と隣接する東北本線沿線町の岩手
県における人口訂7変化(1 920年の~17を 1 とする)

と問機の減少傾向を示していた。しかし、紫波町は 表5.22 江刺市周辺の市の鉄道駅の開設状況
市町村名 開設年 路線名 駅名

これ以降、若干の増加に転じるのに対し、大迫町で

はこれ以降も減少傾向に歯止めがかからない。

(4)宮守村周辺都市の交通整備状況

また、大迫町、東和町、宮守村の周辺には花巻

市、北上市、江刺市、水沢市、遠野市などの都市が

存在している。表5.22のように、花巻市、北上市、

水沢市は東北本線沿線であり、遠野市は釜石線沿線

である。江刺市は鉄道の整備がなされていない。

σ)宮守村周辺都市の人口シェアの変遷分析

水沢市

北上線

花巻市

遠野市

明治23 :東北本線
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明治23 東北本線
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H 
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H 

" 
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陸中折居
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村崎野

花巻

花巻空港

遠野

岩手上郷

綾織

岩手二日町

青笹
平倉

足ヶ瀬

1920年における人口規模は花巻市と江刺市、水沢市と北上市と遠野市でほぼ同レベルである。

図5.21は、鉄道の整備の行われていない江刺市と花巻、水上、水沢の東北本線沿線の3市で人口

シェアの変遷のグラフを描いたものである。

人口規模にかかわらず東北本線沿線の3市は1960年頃までは人口シェアはほぼ横ぱいであった

が、それ以後は上向きになっている。しかし、 鉄道の整備の行われていない江刺市は 5都市のな

かでも比較的人口が大きいが、 1920年以降、人口シェアは単調減少である。また、図5.22は(1)江
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図5.21 江刺市と隣接する東北本線沿線市の岩手
県における人口シd変化(1920年のシ17を1とする)
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図5.22 江刺市，花巻市，遠野市の岩手県における
人口シ17変化(1920年のシ17を1とする)
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刺市、 (2)釜石線沿線の遠野市、(今東北本線沿線で1920年時点で人口が江刺市と同程度だっ た花巻

市の 3市で同じグラフを描いたものである。

この図から、東北本線沿線の花巻市の人口シェアの成長が最も大きく、次いで釜石線沿いの遠

野市となる。ただし、遠野市は人口減となっている。江刺市は、規準化した人口が常にこれら 2

市以下であり、特に戦後は他の 2市との差が大きくなっている。鉄道整備の行われていない江刺

市の社会的人口増加のポテンシャルの低さが顕著であるといえる。

(6)分析結果の考察

a)釜石線沿線の宮守村とその周辺では鉄道の有無にかかわらず人口シェアの減少が他の地域に

比べて激しいが、西隣の東北本線沿線の石鳥谷町や同じく 沿線の紫波町にはこのような傾向

はない。

b)閉じく釜石線沿線の遠野市と鉄道のない江刺市は共に人口シェアを減ら してきているが、釜

石線沿線の遠野市のほうが減少の幅が小さいことから、人口の動向に釜石線の影響が全くな

いとは考えにくい。

c)同じ釜石線沿線でも宮守村、大迫町、東和町は北上高地と北上盆地にまたがる部分に位置す

るため山がちである。一方、遠野市は遠野盆地にあり、平地が比較的多い。また、東北本線

沿線の各市町村及び江刺市の主要部は北上盆地にある。つまり、地理的に不利であることが

宮守村周辺の人口の動向に大きな影響を及ぼしているものと考えられる。

d)江刺市の例にもあらわれているように、地理的条件や人口規模などに大きな差のない地域で

の比較を行った場合、交通商で有利にある地域が人口増加のポテンシャルが高くなると考え

られる。

e)遠野市と東北本線沿線の都市とで人口シェアの成長に大きな差が生じたことや、宮守村周辺

で人口増加のポテンシャルが小さかったのは、東北本線と釜石線の交通利便性の差によるも

のと思われる。釜石線は北上高地を横断するローカル線の色合いが濃いが、東北本線は

1982(昭和57)年に東北新幹線の開通以降は優等列車の

本数が減っているが、現在も重要な幹線路線である。 表5.23 花巻駅における列車の発着本数
東北本線 1925 1970 

表5.23は東北本線と釜石線の接続駅である花巻駅にお

ける両路線の列車の発着本数を示したものである。

1925(大正14)年においては、列車本数、 種別ともに両

路線に大差はないが徐々に本数、列車種別において格

差が生じてきている。特に戦後急速に進んだ複線化と

電化(ともに1968年全線完成)の結果、東北本線の幹線

的性格はいっそう強まったが、その一方釜石線は列車

本数、 種別は増えてはいるものの東北本線ほどの変化
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はない。このような交通利便性の差が、図5.22のような東北本線沿線の花巻市と釜石線沿線の

遠野市の人口シェアの変化の差の一因になっていると考えられる。

5.5 近年における高速道路整備が市町村の人口動向に与えた影響

近年、自動車交通の分担率が上昇し、高速道路などの自動車専用道路は沿線地域の諸産業の活

発化など地域の活性化に大きく寄与していると考えられる。ここでは高速道路が市町村人口の動

向に与える影響を調べることとする。高速道路のインターチェンジが市町村内に存在するかどう

かに着目し、鉄道の場合と同様に1985年における整備状況によって分類を行い、それぞれ人口増

加率を調べた。

まず、図5.23は「高速道路の整備された市町村」と f全市町村Jの人口増加率を比較したもの

である。前者は後者を常に上回っていることがわかる。また、図5.24は、市町村を分類して描いた

もので、高速道路と鉄道の両}Jが整備され

ている市町村の増加率が高く、両方とも無
ーや一高速道路有 一・一全国平均

い場合が低くなっているのはもちろんであ 0.15人 A 

るが、高速道路のみが整備されている市町 0.05 ~ ---ひ--_ー~

村においてもかなり大きな伸びとなってい 0.00 ~ -一一回 目

る。 :::;l
図5.25は、 1985年の時点で高速道路のあ 1965・1970 1970・1975 1975-1980 1980・1985

図5.23 高速道路の整備された市町村の
る市町村を、「鉄道と高速道路の両方整備 人口増加率の平均

されている市町村」と「高速道路のみが整

備されている市町村」の 2つに分類し、

1920年以降の人口増加率平均を図示したも

のである。特に 1960年以降、高速道路のみ

の整備が行われている市町村群で人口増加

率が急上昇しているのが注目される。高速

道路の整備は1960年代後半以降であるた
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図5.24 鉄道と高速道路の有無で分類した
市町村の人口増加率の平均
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図5.25 1985年時点、で高速道路のみが整備されている市町村群と
高速道路と鉄道の両方が整備されている市町村群の人口増加率平均の推移
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め、この急上昇は高速道路整備の影響であるといえる。このことから、人口増加の原因に占める

高速道路整備の影響の寄与分が近年かなり大きくなり、逆に鉄道の影響が小さくなってきている

との見方ができる。

5.6 結語

本章では交通が地域に及ぼす影響を把握するための 1つの方法として、市町村人口の変遷と交

通整備の関係を長期的・全国的なデータを用いて分析した。その結果、次の点が明らかになった。

(1 )鉄道整備と市町村人口の動向

a)鉄道整備の有無

5.3.1の分析では、鉄道整備の有無別に市町村を分類すると、整備された市町村の人口増加

率が明らかに高く、統計的な検定を行った結果もこれを裏付けるものであった。地域別にみ

ても、例外的なのは関東圏において近年鉄道のない市町村が上回っていることのみである。

b)鉄道整備時期の違い

5.3.2の分析では、鉄道網の整備時期別に市町村を分類すると、整備時期の早い市町村にお

いて人口の増加傾向が大きいことが明らかとなった。このことは、検定結果によってもほぼ

裏付けられた。

c)人口規模の違い

同じく 5.3.2の分析では、 1920年の人口規模で市町村を分類すると、人口規模の大きな市町

村において人口の増加傾向が比較的大きいことが明らかとなった。しかしながら、これは人

口が2万'"'-5万人規模の市町村に限定して見られる傾向であった。

d)同一整備時期における人口規模の違い

5.3.3の分析では、 整備時期が同じ市町村を比較すると、かつての人口規模によるその後の

人口の増加傾向には明らかな違いは見られなかった。検定の結果についても人口規模による

明らかな差異は認められなかった。

e)同一人口規模における整備時期の違い

5.3.4の分析では、かつての人口規模が同一であった市町村を比較すると、鉄道整備時期が

早いほどその後の人口増加傾向が大きいことが明らかとなった。検定の結果についても、そ

のような傾向を裏付ける結果となった。これにより、 d)の結果と併せて、市町村人口の変選

には整備時期の方が人口規模よりも大きな影響を与えていると言える。

(2)人口シェア減少市町村の分析

a)人口シェア減少が著しい市町村

5.4.1の分析では、都道府県内において人口シュア減少の著しい市町村は、鉄道整備が遅れ

た市町村が多い。例外はごく少数であり、しかもその中には明確な原因があるものが多い。
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b}個別市町村の具体的事例

5.4.2の分析では、個別の事例では、宮守村周辺のように、地理的条件が不利であることが

地域人口の動向に大きな影響を及ぼすことがある。また、江刺市の例のように、地理的条件

や人口規模などに大きな差のない地域では、交通面で有利にある地域が人口増加のポテン

シャルが高くなる傾向にあり、単に交通網が整備されているか否かだけではなく、交通利便

性の差も人口増加のポテンシャルが高くなる ー因となっていると考えられる。

(3)高速道路の有無

1960年以降では、高速道路の整備によっても差が生じており、鉄道だけでなく道路につい

ても整備されている市町村の人口増加率が未整備地域を上回る傾向が見られる。

以とのように本章では、これまでいわゆる f常識」として考えられてきた交通整備が地域の発

展に及ぼす影響を、実証データによる分析から検証した。ただし、本章の分析は、交通と地域の

消長の問の因果関係を証明するものではなく、また、経済力等の他の要因による影響を完全に除

去しての結論ではない。したがって、本研究によって交通と地域との関連が立証されたと結論づ

けることはできないが、本章における研究の特徴は、それぞれに条件の異なる全国の全市町村に

ついてすべての国勢調査年次の人口を調べて結論を導き、しかも例外的といえるものが極めて少

ないととを示している点であり、短期的、地域限定的な議論にとどまらざるを得なかったこれま

での研究と比較して説得力の高いものであると考える。
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第 6章 都市間交通網整備が地域に与えた影響

6.1 概説

(1)都市間交通網整備の歴史的な特徴

我が国の交通網整備の歴史には時期的・地域的な特徴が存在している。明治期には東京を起点

とする幹線鉄道の建設が行われ、大正期ごろまでに東京を中心とする全国的幹線鉄道ネットワー

クがほぼ完成している。このため、幹線鉄道沿線付近に位置する太平洋側の都府県では比較的早

期に鉄道整備が行われ、それ以外の日本海側や四国ー九州地域では整備が遅れている。戦後は輸

送力増強策の一環として在来線の複線化や電化、新幹線の建設、空港整備などが行われるように

なったため、鉄道の輸送力の逼迫した区間なと時で、新たな交通網整備が行われることとなり、青森

~東京~大阪~福岡を結ぶ太平洋側地域で高速交通網整備が先行して行われた。

第4章では、このような交通網の変還を地域間交流可能性の変化として計測したが、その結果

においても、例えば、明治期の鉄道網整備途上において地域間交流可能性が早期に向上した地域

は現在の人口密集地域とほぼ一致することがわかった。

このようなことから、第 5章の交通網整備の有無と市町村人口の分析結果と同様に、都市間交

通網整備が、長期的に都道府県人口などに大きな影響を-与えているのではないかと考えられる。

(2)本章の内容

本章では、都市間交通網整備が地域変化において果たしてきた役割を明らかにする。

62では、全国的な交通網整備に伴う交流可能性の変遷が都道府県人口の長期的推移に与えた影

響を分析する。

63では、都市間交通網整備以外に都道府県人口に影響を与えると考えられる要因について分析

を行うこととし、 1890年における各都道府県の人口密度がその後の人口推移に与えた影響の分

析、戦後における工業の先行的配置による拠点開発などが人口推移に与えた影響の分析を行う。

6.4では、都市間交通網整備が全国的な地域構造変化において果たした役割について分析を行

う。地域変化の分析の考え方としては、地域を表す指標のバランスの変化から地域変化をとらえ

ることとし、第二次産業従業者数および、第三次産業従業者数の各増加率が人口増加率を上回った

か否かで地域を分類し、全国的な圏域形成の状、況について分析・考察を行う。

65では、交流可能性の大きさにより地域の産業などの機能集積の特徴や地域変化の方向性にど

のような影響があるかについて分析を行う。

6.6では、 6.2から6.5までの分析の結果をまとめるとともに、これらの結果をもとに、都市間交

通網整備が国土構造に与えた影響や、交通網整備の結果としての地域発展の捉え方について考察

を行う。
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最後に6.7では、本章全体の結果をまとめる。

6.2 都市間交通による交流可能性の変遷と都道府県人口の推移

6.2.1 分析方法

第5'章では交通施設整備の有無と市町村人口を比較したが、本章の分析では第4章の結果であ

る地域間交流可能性の変遷の特徴と、都道府県人口の推移を比較することとした。

第4章の分析結果から、明治期の鉄道建設期や戦後の高速交通網の整備期において比較的早期

に交流可能性を向上させた地域で人口の増加傾向の強い可能性があることがわかったが、本章で

は以下のような方法で交流可能性の変遷と地域人口の推移を比較することとした。

まず、地理的・歴史的に特殊な状況にあった沖縄を除く46都道府県を、①鉄道網整備期におい

て早期に交流可能性を向とさせた地域とそうでない地域、②高速交通網整備期において早期に交

流可能性を向上させた地域とそうでない地域にそれぞれ分け、これらを組み合わせた計4分類で

長期的な人口の推移を分析した。

各時期における交流可能性を向上させた地域の基準は、①は「道路距離を用いた値」に比べ

1898年のアクセシピリティーシェア値が向上し

た地域(第 4章図4.1及び図4.2参照)、②は1950

年に比べ1961年の向指標値が向上した地域(第

4章図4.9及び図4.10参照)であり、 4分類した

結果を表6.1に示した。

6.2.2 都道府県人口の推移

6.2.1の方法による 4群の人口をそれぞれ集計

し、全国人口に対するシェアを求め、更に、

1890年におけるシェア値を 1として基準化を行

い、図6.1のような推移を得た。

同図では、鉄道網の整備期及び高速交通網

表6.1 交流可能性の変遷の特徴による分類
交流可能性向上

鉄道 1高速
整備]交通|数| 都道底盟

変 j11 1遅い i遅いい61宮城山形富山石川|

遷 l I 1 I I福井山梨 三重和歌山

の1 1 ! 1 1鳥取島根山口 徳島

特: 1 l一一| |香川高知一五堂本
徴 l12 1遅い j早い 16 1秋田新潟愛媛長崎

にしーし…ーし…ーし…L'$.'施鹿児島…………一
ょ!21 1早い j遅いい21岩手福島茨城栃木

る l 1 l 1 1群馬長野岐車 静岡

カし…l一一一j…….1....1.交息一周山一広昆一段杢
テ!221早い i早い 112比海道青森埼玉 千葉

ゴi I ! I I東京神奈川愛知滋賀
j 1 I 1 I I京都大阪兵庫福岡

1.8 

1.6 

の整備期ともに比較的早期に交流可能性を向 1・4

上させたカテゴリ 22が最も人口シェアの伸び 1・2

が大きく、それ以外はシェアを低下させ続け 1.0 

¥肝3・1)22

ているが、鉄道網の整備期のみ早期に交流可 0.8 

能性を向上させたカテゴリ21、高速交通網の 0.6 

整備期のみ早期に交流可能性を向上させたカ 0.4 
折プリ11

1890 1900 1920 1940 1960 1980 1990 

テゴリ12、鉄道網整備期及び高速交通網整備 図6.1 交流可能性の変遷の特徴による都道府県群の
人口シェアの推移れ890年を 1とする)
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期ともに交流可能性の向上が遅かったカテゴリ11の順で、カテゴリ 11が最も減少傾向が強い。こ

れらの順序は1910年においてカテゴリ 12とカテゴリ21の順序が入れ替わった以外は、 1890年以

降、順序の変化はない。

6.2.3 結果の考察

図6.1において各群の人口シェアの推移を詳しく分析すると、鉄道整備期も高速交通網整備期も

早期に交流可能性を向上させたカテゴリ22は1890年以後、戦時中を除いて-一貫して人口が増加し

ており、 1970年頃以降は増加傾向が鈍化している。また、鉄道整備期も高速交通網整備期も交流

可能J性の向上が遅かったカテゴリ11は戦時中を除いて一貫して人口シェアを減少させている。と

のことや1890年以降各カテゴリの人口推移の順序がほとんど入れ替わっていないことより、基本

的には交通網整備が比較的早い地域の方が人口の増加傾向が大きかったと巨言える。

一方、カテゴリ21とカテゴリ 12は1890年以降人口が減少傾向であるものの、カテゴリ 11よりは

その程度が小さく、カテゴリ21は1970年前後以降は減少に歯止めがかかっているが、カテゴリ12

は1960年頃以降は急速に人口シェアを減少させている。このことから、 1960年以降の高速交通網

整備においては、明治期の鉄道網整備による地域開発のような単純なメカニズムではなく、複雑

な機構を経た地域変化が生じていると考えられる。

また、鉄道整備の早かった地域のうち、カテゴリ21に分類された地域では人口シェアの増加が

小さかったため、高速交通網整備が遅れたと考えられる。逆に鉄道網整備の遅かった地域のう

ち、カテゴリ 12に分類された地域では、比較的人口シェアの低下が軽微であったため早期に高速

交通網整備が行われたと考えられ、戦後の我が国の交通網整備の基本である採算性の原則が強く

影響していると考えられる。

6.3 都市間交通網整備以外の要因の考察

6.3.1 地域の人口集積

都道府県人口の推移に影響を与える原因とし

ては、都市間交通網整備以外にも、人口集積状

況などの原因が考えられる。図6.2はこのような

要因について考察するため、 1890年における各

1.8 r-

1.6ト

1.4 1-

都道府県を各々の人口密度により 4段階に分類 1.2 

し、人口をそれぞれの群について集計し、全国 1.0 

人口に対するシェアを求め、さらに、 1890年に 0・8

おける各々のシェア値を 1として基準化を行つ
0.6ー・」一一→

200人広m1以上

100.......150人広m1
ー

たものである。 1890 1900 1920 1940 1960 1980 1990 

図6.2 1890年の人口密度による都道府県群の
人口シェアの推移(1890年を 1とする)
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同図では、必ずしも人口密度が高いほどその後の人口増加傾向が大きいとは言えないが、それ

ぞれの推移を詳しく分析すると、わが国の交通網整備に関連すると考えられるいくつかの特徴が

みられる。

18~年以降、 人口密度が100人広m2未満の地域と200人/Km 2以上の地域での人口僧加の傾向が

大きく、特に100人瓜rn2未満の地域は鉄道整備の影響が大きいと考えられるが、幹線鉄道網の整

備がほぼ行き渡った1920年頃以降は人口の増加傾向が停滞し、戦後は減少傾向が著しくなってい

る。 一方、 1∞--150人/Km2の地域と150--2∞人/Km2の地域では、戦後まではほぼ同様の推移で

あるが、 1960年頃以降はこの時点においても人口密度の高い150--200人/胞がの地域の方がやや人

口のシェアは大きくなっている。

これらのことから、明治期から大正期にかけての鉄道網の整備過程においては、地域の人口集

積はその後の人口推移にあまり大きな影響を及ぼしていないが、戦後においては人口の集積がそ

の後の人口推移に影響を与えているのではないかと考えられる。

6.3.2 工業地域の整備

都市間交通網整備以外の要因としては、戦後 1.4 

における工業の先行的配置による人口の定着を

ねらった拠点開発などが考えられる。図63は沖 1.2 

縄を除く46の都道府県を新産業都市のある地

城、工業整備特別地域のある地域、四大工業地 1・0

帯のある地域、およびそれ以外に 4分類し、そ 0.8 

れぞれの群ごとに都道府県人口を集計し、 1950

4工業整備特別地域あり

新産業都市あり
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域のある県のうち、愛知や兵庫などは四大工業

地帯があり、茨城には新産業都市があるが、これらは重複して集計した。同図から、必ずしも政

策的な工業地域整備による拠点開発は地域振興には結びついていないことがわかる。特に新産業

都市に関しては政策実施の1962年以降、人口シェアの低下が大きい。

6.4 広域的な圏織の形成と地域の変化

6.4.1 地媛聞の結びつきの長期的変化

第4章の4.3の図4.19--図4.23で示したように、都市間交通網の整備により長期的に全国的な圏

域構造が変化し、近年では東京や大阪を頂点とする全国的な圏域が形成されていると考えられ

る。このような広域的な圏域の形成により、交通網が整備される以前は個々の地域で完結してい
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たものが、交通網により結ぼれた地域間で、相互に産業や人口などの機能を依存し合うような構

造に変化してきでいると考えられる。

本章での都道府県人口の推移に関する分析における考察(6.2.3)においても、 1960年以降の高速

交通網整備が地域人口増に直接結び、つかない結果を得ており、広域的な圏域の形成による影響が

大きくなっていると考えられる。

本研究では、交通網整備による広域的な圏域が形成されることで、個々の地域に着目した場合

には地域間競争によりある地域の産業や人口が衰退することもありうるが、各地域ごとに産業や

人口などの機能が特定の方向性を持つことで、地域が有効に活用され、圏域全体としてはより大

きな発展につながるのではないかと考えた。この視点から、本節では、このような構造の変化を

地域指標のバランスの変化からとらえることとし、都市間交通網整備が全国的な地域構造変化に

おいて果たした役割について考察を行った。

6.4.2 地域変化の分析の考え方

地域の産業や人口と交通の関係に関する研究としては古くはガリン・ローリーモデル 1)が存在

している。このモデルでは、ある閉じた圏域内について基盤活動の水準(基幹産業従業者数)の

分布を外生的に与えることにより、関連する非基盤活動の水準(サービス業従業者数)や地域人

口などの分布、圏域内の交通状況などを求めるものとなっている。

このモデルの経済基礎メカニズムでは、総従業者数(E)に対する総人口(P)の比(α)と総人口に

対する総サービス業従業者数(ES YD比(s)の2つの数値により地域内の構造が表されている。

すなわち、 P=αE ・・・・ (式6.1)

ES=sP=αsE ..・・ (式，6.2)

式6.1および式6.2より、基幹産業従業者数をEsとすると、

E=Eβ 十 ES=Eβ+αsE

これより、 E s = (1-α s) E ・・・・ (式，6.3)

したがって、 地域人口、基幹産業従業者数、サービス業従業者数の比は、

P:Es:ES=αE: (1一αs) E :αsE 

=α: (α1一α8ω) : (α"1 s ..•. (式6.4

となり、基本的な産業の構造が変化しなければ(αや0が変化しなければ)、人口などの地域の規

模に依らず 4 定の比率となる。この考え方に立脚すると、異なる地域間(あるいは異なる年次間)

において式6.4の比が一定であった場合は、 地域の規模が異なる(または規模が変化した)と しても

基本的な地域の特徴は変わらないが、比が一定でない場合は根元的な産業構造に違いがある(ある

いは変化が生じた対入も しくは他地域との連携が生じてきていると捉えることが可能である 2)。

本節では、交通網の整備により地域がどのように変化するかとの視点から分析を行うため、地
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域ごとの式6.4の比の変化を異なる年次聞での比較をすることとし、各指標の増加率の点からとら

えることとした。もし、異なる年次問(年次Aから年次B)で、地域の構造に変化がないとすると、

式6.4より、

(PB/PA) : (EsB/EsA) : (Ess/EsA) =1: 1: 1 ・・・・ (式，6.5)

となり、各指標の増加率が一定となることが期待される。 したがって、各指標の増加率に差が生

じている場合は、地域発展の方向性に何らかの変化が生じていることが明らかとなる。

6.4.3 地織を表す指標と分析対象年次

ガリ ン・ローリーモデルでは、地域を表す指標としては 「地域人口J、基盤活動の水準として

「基幹産業従業者数」、非基盤活動の水準として「サービス業従業者数」の 3つが採用されてい

る。本研究では 「地域人口」および、基盤活動の水準として「第二次産業従業者数」、非基盤活

動の水準として「第三次産業従業者数」の 3つを採用することとした。ただし、近年では第三次

産業に含まれる産業が地域の基盤活動の役割を果たしている場合などもあると考えられるので、

分析結果の考察にあたってはこの点に注意することとした。

地域区分としては地理的に特殊な状況である沖縄県を除く 46都道府県を採用した。また、分析

対象年次としては、交通網の影響をより明らかにしやすいと考えられる高度経済成長期以降の

198'X昭和55)年と1990(平成2)年の10年間の指標値変化について分析を行うこととした。また各指

標とも、国勢調査の1980年および1990年における数値を採用した。

6.4.4 指標バランス変化に基ゴく地域分類

本研究では指標聞のバランスの変化を捉えるという視点から、式6.5を参考に表6.2のように第

次産業従業者数および第三次産業従業者数の各増加率が人口増加率を上回ったか否かで地域の

特徴を捉えることを基本とした。

表62では、人口については地域発展を表す基本的な指標であるので、全国の平均増加率を基準

に、減少の場合を含めた① 「平均値以上の増加j② 「平均値未満の増加J③「減少」の 3分類と

した。また、第 二次産業従業者数および第三次産業従業者数の各増加率については、人口増加率

表6.2 都道府県分類基準
地域人口 第:次産業 第三次産業 分類数 比率

記号 増加率(a) 従業者数 従業者数 (%) 特 徴

増加盟事(b) 増加率(c)

凶 A 平均三五a 平均 三三b 平均三三c 11 沼.9人口増で人口増以上に産業機能の増加傾向の強い地域

lAB 平均三玉a 平均三三b ~cく平均 21 4.4 人口培で産業機能の増加が強〈比較的第二次産業機能の増加が大きい地域

lCB 平均孟a bくa ~Cく平均 11 22 人口増でやや第三次産業機能へ産業機能が移りつつある地域

2AB 。壬aく平均 平均三五b ~cく平均 71 15.2 人口微増で産業機能の増加が強〈、比較的第二次産業の増加が大きい地域

2BB 0孟a<平均 ~b<平均 ~c<平均 81 17.4 人口微増でやや産業機能が増加傾向にある地域

2CB 。孟aく平均 bくa ~Cく平均 91 19.6 人口微増で、比較的第三次産業の増加が大きい地域

3AB sく0 平均三五b ~Cく平均 21 4.4 人口減で相対的に第二次産業へ産業機能が移りつつある地域

3BB sく0 ~bく平均 ~Cく平均 41 8.7 人口減で相対的に産業機能の比重が増している地域

3CB &(0 bくa ~く平均 21 4.4 人口減で相対的にやや第=次産業の比重が増している地域

平均 5.5¥ 9.7'.4 17.8句 。980年から1990年の10年間の全国の伸ぴ)
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を上回ったか否かという視点に加え、各指標の全国の平

均増加率を基準として、各々について(A)全国平均増加率

を上回る増加率、 (B)地域人口増加率を上回る増加率、 (C)

地域人口増加率を下回る増加率、の 3分類とした。な

お、表6.2には46都道府県を分類した結果、分類数が零で

表6.3 各分類に含まれる都道府県
，1AAI宮域茨城栃木群掲埼玉千葉神奈川静岡

愛知滋賀奈良

凶 BI山梨 三重

ICBI福岡

2AB1山形福島新潟富山長野般阜熊本

2BBI石川福井大阪鳥取愛媛佐賀大分 宮崎

2αl北海道東京京都兵庫岡山 広島徳島香川|

鹿児島

あった分類は表示していない。(以下、これらの地域分類 l~♂l芳主Æ?c月……………
13BBI青森島椙山口 長崎

は表6.2の記号で表記する)。また、分類結果を表6.3に示 Ii沿jtfÜ-~長百元福一一

す。人口増加率が全国平均以上の伸びをしている地域は1AAが多いが、平均以下の地域は第二次

産業従業者数の伸びの傾向によりほぼ3分される結果となっている。

6.4.5 分析結果の考察

図6.4は6.4.4の分類結果を地図上で示したものであり、同図を考察すると、以下のようになる。

(1 )東京を中心とする構造

図6.4からわかるように、大規模な国土構造として東京を中心とする地域変化の特徴の環状機造

が見られる。東京そのものは人口微増で特に第三次産業の比重が大きくなりつつある地域(2CB)

であるが、東京をとりまく関東地方や東海地方では人口増加が大きく、それ以上に第二次産業や

第三次産業の機能の増加傾向が強い地域(lAA)が存在している。また山梨もlABの人口増加が大

きく、第二次産業の機能が人口増以上に大きくなる地域となっている。

さらにこの外側に人口増加で第二次産業機能

の増加が人口増加に比べて大きい地域(2AB:山

形 ・福島 ・新潟 ・富山 ・長野 ・岐阜)などが位置

している。またさらに、これら地域の外側に人

口の減少地域(3AB:秋田 ・岩手、 3BB:青森)な

どが位置している。

このような構造は比較的高速な交通網が整備

されている方向(たとえば東海道新幹線や東名高

速などの沿線)にのびる傾向にある。しかし、こ

のような交通網が整備されていない地域では、

たとえば、東京からの直線距離は近くとも、地 a 

域分類が2BBとなる長野のような例もある。こ U 

のことから、 地域変化の特徴からみた構造は都 』
也

市間交通網整備と密接な関係があると考えられ

る。

己

ロ

胤
悶

…山
内
…
…
m
m

m悶一
ω
ロロ

図6.4 地媛変化の特徴からみた分類結果の分布
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(2)近畿~瀬戸内海の構造

近畿地方から瀬戸内海の構造としては、大半の地域が人口の微増地域であることである。中心

的な地域である大阪は2BBであり、周辺の京都・兵庫などは2CBで人口の伸びに比べて第二次産

業は減少傾向、第三次定業は憎加傾向となっている。また、これらの外側に位置する滋賀や奈良

は人口噌加が大きく、それ以上に第一二次産業や第三次産業の機能の増加傾向が強いlAAとなって

いるほか、石川・福井・鳥取・愛媛では人口微増で人口に比べて第二次産業や第三次産業の機能

の増加傾向が強い2BBであり、環状構造が見られる。さらにその外側には人口減少地域の和歌

山・島根・山口・高知が位置している。

とのような構造は東京を中心とする場合と同様に比較的高速な交通網が整備されている方向(山

陽新幹線、北陸線、中国縦貫自動車道、名神高速、北陸自動車道沿線など)にのびる傾向にある。

しかし、大阪からの直線距離は近くとも、人口減少地域である和歌山のような例もあり、やはり

都市間交通網整備と関係があると考えられる。

(3)九州の構造

九州では、福岡は人口増加でやや第三次産業の比重が増してきでいるlCB地域、隣接する熊本

では第二次産業の比重が増してきでいる以B地域となっており、これらの外側地域は2BB(佐賀・

分・宮崎〉や2CB(鹿児島)、 3BB(長崎)となっており、福岡を中心とする構造が見られる。

(4)宮城県付近の構造

宮城は東京から比較的離れているにもかかわらず周辺県とは異なり、凶Aとなっており、東北

地万での中心的な地域となる傾向にあると考えられる。

6.5 交流可能性と地域変化の関係に関する分析

6.5.1 地域変化の特徴

第4章の分析結果である交流可能性と、 6.4で示した地域変化の特徴との関係を分析するため、

1975年におけるアクセシピリティ値の大き

さの順位により都道府県を4段階に分け、各

段階ごとに表6.2による地域分類をまとめた

ものが表6.4である(表6.4では「カテゴリ

1 Jが最もアクセシビリティ値の高い地域

群となっている)。

同表より、カテゴリ 1ではlAAが多く、

人口増加の比較的小さい地域は東京や京阪

神地域となっているのが特徴である。また

アクセシビリティ値が小さいカテゴリにな

表6.4 各好J.リに含まれる都道府県一覧

京都
兵庫

3CB 
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るにつれ、各カテゴリにおける人口減少地域の占める割合が大きくなり、カテゴリ 2やカテゴリ

3では第二次産業従業者数の増加が人口靖加に比べて比較的大きい地域(IABや2ABなど)が多く

なっている。

6.5.2 地域指標の集積の特徴

図6.5はアクセシビリティ値と本分析で

扱った指標の集積の関係を分析するために作

成した図であり、各カテゴリごとに1980年度 400 

の各指標値を集計した上でそれぞれの密度を 300 

算出したものである。アクセシピリティ値は 200 

人口分布と地域間の所要時間をもとに計算さ 100 

。

1186人/km1

回第二次 ロ第主次

折ゴリ1 折J'リ2 折ゴリ3 折'].リ4

れるので、アクセシピリティ値が高い地域で

人口密度が大きいことはほぼ当然の帰結であ

るが、他の指標についてもアクセシビリティ

値が大きい群の方が密度が大きい。

図6.5 1975年の7クセシt.リティ値の好J'リと
1980年の各指標の密度

図6.6はアクセシビリティ値と地域指標の集

人口1000人あたり従業者数(人)
300 I 

積の特徴を分析するために作成した図であ 250 

り、各カテゴリごとに地域人口1∞0人あたり 200 

の第二次産業および第三次産業の各従業者数

を示したものである。この図では縦軸の値が

大きいほど特定の産業機能への特化が進んだ、 100 

一+ー第二次

折プリ1 桁ゴリ2 好プリ3 折プリ4

地域と考えることができる。 図6.6 1975年の7クセシピリティ値による加工リと

第二次産業の傾向としては、カテゴリ 1お
1980年の国調人口1000人あたり従業者数

よび2では同程度であるが、カテゴリ 3、4とアクセシピリティが小さくなるにつれて人口あた

りの従業者数が小さくなる傾向にある。また、第三次産業の傾向としてはカテゴリ 1で人口あた

りの従業者数が多く、それ以外のカテゴリでは地域人口あたりの従業者数にあまり大きな差がな

く、ほぽ地域人口に見合っただけの集積がなされていると考えられる。

このように、交通利便性の高い地域では第三次産業が地域の特徴的な産業機能となっており、

交通利便性の低い地域では第二次産業の少ないことが特徴となっている。

6.5.3 地域指標の集積の変化方向

図6.7は図6.6で求めたカテゴリごとの人口あたりの各従業者数の1980年から 1990年までの10年

間の伸びを算出したものである。縦軸の値が大きいほど各指標に表される産業機能への特化が進
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行する傾向にあることを表す。同図による

と、カテゴリ 1から 3では、第二次産業は交

通利便性の小さい地域で増加傾向が大きく、

第三次産業では交通利便性の高い地域ほど増

人口1000人あたり従業者数の伸び(80-90年)
1.15 r 

一+ー第二次 -ー一第三次

1.10 

加傾向が大きくなっており、利便性の異なる 1.05 

地域間で地域変化の方向性が異なっている。

交流可能性が最も小さいカテゴリ 4では第一

次産業および第三次産業ともに伸びは比較的

小さくなっている。

6.6 交通網整備が国土構造に与える影響の考察

1.00 
好iリ1 力'tJ.リ2 加工リ3 好iリ4

図6.7 1975年の7クセシピリティ値による好J(リと1980-
1990年の因調人口1000人あたり従業者数の伸び

62の分析より、都市間交通網整備により交流可能性が比較的早期に向上した都道府県では、向

が比較的遅かった都道府県に比べて人口の増加傾向が強く、また6.5の分析より、少なくとも近

年では、交流可能性が大きな都道府県では人口や産業の集積が大きい。一方、 6.3の分析より、戦

後においては人口の集積がその後の人口推移に影響を与えている可能性のあるものの、地域の人

口集積がその後の人口推移に与える影響や先行的な産業の配置が人口の推移に与える影響は、都

1間交通網整備の影響ほど明確ではなく、基本的には都市間交通網整備と地域発展とは密接な関

係にあると考えられる。

また、 6.5の分析では、交流可能性の大きさにより地域指標の集積や地域変化の方向性には差が

みられ、都市間交通網整備が地域変化に大きな影響を与えていると考えられる。このような地域

変化の特徴に関し、 6.4の分析において大都市を中心とする環状構造という地理的な特徴が見ら

れ、このような圏域内の都道府県相互間で産業などの機能が分担されていると考えられる。この

ような圏域内では個々の地域が特定の産業などの機能に特化することで、圏域全体としては、よ

り効率的な発展が可能であると考えられる。

以上のような考察から、都市間交通網整備は地域発展に基本的には大きく寄与していると考え

られるが、個々の地域に着目すると、特定の産業などの機能に特化することにより、他の機能が

相対的に衰退している場合もあり、必ずしも都市間交通網整備があらゆる面において地域発展を

促進するとはいえない面もある。したがって、特に近年の都市間交通網整備による地域発展と

は、整備された個々の地域の発展を意味するものではなく、都市間交通網で結ばれることにより

形成された新たな圏域全体としての発展としてとらえる必要があると考えられる。

6.7 結語

本章では、都市間交通網整備が地域の変化と発展において果たした役割について考察した。
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(1)都市間交通による交流可能性の変遷と都道府県人口の推移

62では、地域間交流可能性の変遷の特徴と都道府県人口を比較した。その結果、基本的には交

通網整備が比較的早い地域の方が人口の増加傾向が大きかったことがわかった。また、 19ω年以

降の高速交通網整備においては、明治期の鉄道網整備による地域開発のような単純なメカニズム

ではなく、複雑な機構を経た地域変化が生じている可能性のあることがわかった。

(2)都市間交通網整備以外の要因の考察

63では、都市間交通網整備以外に都道府県人口に影響を与えると考えられる要因について分析

を行った。

1890年における各都道府県の人口密度がその後の人口推移に与えた影響の分析の結果、明治期

から大正期にかけての鉄道網の整備過程においては、地域の人口集積はその後の人口推移にあま

り大きな影響を及ぼしていないが、戦後においては人口の集積がその後の人口推移に影響を与え

ている可能性のあることがわかった。

また、戦後における工業の先行的配置による人口の定着をねらった拠点開発については、必ず

しも地域振興には結びついていないことがわかった。

(3)広域的な圏域の形成と地域の変化

6.4では、都市間交通網整備が全国的な地域構造変化において果たした役割について考察を行っ

た。地域変化の分析の考え方としては、地域を表す指標のバランスの変化から地域変化をとらえ

ることとし、第二次産業従業者数および、第三次産業従業者数の各増加率が人口増加率をと回った

か否かで地域の特徴を分析した。

分析の結果、地理的には東京を中心とする大規模な地域変化の特徴の環状構造が見られたほ

か、近畿地方から瀬戸内海および九州地方などでも同様の構造が見られた。

(5)交流可能性と地域変化の関係に関する分析

6.5では、交流可能性と地域変化の特徴との関係を分析した。

分析の結果、交通利便性の高い地域では第三次産業が地域の特徴的な産業機能となっており、

交通利便性の極めて低い地域では第二次産業の少ないことが特徴となっていることがわかったほ

か、利便性の異なる地域間で地域変化の方向性が異なっていることが明らかとなった。

(6)交通網整備が国土構造に与える影響の考察

6.6では、交通網整備が国土構造に与える影響について考察を行った。

また、本章の各節の分析の結果をまとめたが、基本的には都市間交通網整備と地域発展とは密

接な関係にあると考えられる一方、交流可台伝性の大きさにより地域指標の集積や地域変化の方向

性には差がみられることや地理的に大都市を中心とする環状構造が見られることから、このよう

な圏域内の都道府県相互間で産業などの機能が分担され、圏域全体としては、より効率的な発展

が可能となっているのではないかとの考察を行った。
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また、都市間交通網整備による地域発展とは、整備された個々の地域の発展を意味するもので

はなく、都市間交通網で結ぼれることにより形成された新たな圏域全体としての発展としてとら

える必要があるとの考察を行った。

【第 6章参考文献】

1 )David Fool (訳=宵山吉降、戸田常一、阿部宏史、近藤光男):r都市モデル一手法と応用」丸善、 1984

2)波床正敏、田中斉、塚本直幸、 天野光 三:r都市圏における交通網整備が地域特性に与えた影響に関す

る研究J土木計画学研究論文集14、pp.225・232、1997
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第 7章 交通整備政策とその長期的効果についての考察

7.1 概説

本章では、第 3章から第 6章の結果をもとに、第2章において示した我が国のこれまでの国土

整備や交通網整備に関する政策の結果、長期的にどのような変化が国土に生じたかについて考察

を行う。

72では、第 3章から第 6章までの分析結果をもとに、明治期以降の歴史的な政策により行われ

た交通網などの整備により、長期的にどのような効果が生じたかについて考察を行う。

7.3では、 7.2の分析をもとに、政策の開始・目標の達成などについて時期的な観点から整理す

るとともに、これまでのわが国の国土や交通に関する政策の実施とそれに伴う影響のサイクルに

ついて考察を行い、今後の政策立案において必要な視点について提案を行う。

最後に7.4では、本章の結果をまとめる。

7.2 交通整備政策が国土に与えた長期的効果の考察

7.2.1 明治期の政策に関する効果の考察

(1 )政策の概要

明治期の我が国の国土政策としては、表7.1のように、

主として中央集権体制の確立と「富国強兵 ・殖産興業」

に表される経済振興と軍事強化にあった。このような目

的のため、明治期においては、東海道線をはじめとする I0 都道府県庁所在地
|一一一 鉄道路線

全国的な幹線鉄道網の建設により、特に新首都である東|一一新たに加わった鉄道路線

京と各地域との聞の所要時間の短縮が意図されていたと l……航路

考えられる。

(2)国土の整備状況

この時期には、都道府県庁所在都市問を結ぶ幹線鉄道

の建設が行われている。幹線鉄道網建設途上の1898年(明

治31)年における都市間交通網を表7.2および図7.1に示す

が、一時的に幹線交通網に接続されている地域とそうでJ
ない地域との聞に、交通利便性の差が生じている。

時期

1898年
(明治31年)

図7.1 明治31(1898)年における

都市間交通網(図3.12その1を再掲)
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方法

古都と

ぶ

京をい

送効率向上と

運賃の通算

的

明:期

治.

中5
確立

富国強兵

殖産興業

富国強兵

殖産興業

日

維新政府の

前|支配力強化

後

期

時期

四

国

Jl 

州

東海道まず新都東京と古都京都を結ぶ政策目標に関して、この表より、動可能な時間数である。

本線そのものは1889{明治22)年に全通しているが、 7時間30分以内に到達できるようになったの

しかも最短所要時間のみである。相互に7時間東京を出発する場合で1934{昭和9)年であり、は、

30分以内に到達できるようになったのは各所要時間指標とも在来線の改良の進行した1961{昭和

3の年以降となっている。

1872(明治5)年に新橋ー償浜間が、 1874(明治

それぞれ1898年時点の最短所要時間で50分程度、

港湾都市と大都市とを結ぶ目的に対しては、

7)年に大阪ー神戸聞にそれぞれ鉄道が建設され、

次に、

積み上げ所要時間でも90分程度で結ばれている。

また、全国の道府県と東京とを鉄道で結ぶ目的に関しては、鉄道の整備そのものは明治期の終

所要時聞が片道7時間30分以下となった年次表7.3

最短所要時間

滞在可能時間

積み上げ所要時間

京を

Vi聞する場合

京から

出発する場合

(3)都市閣の所要時間への影響

同表は各道このような交通網における都市問の所要時間としては表7.3のような状、況であった。

府県と東京との聞の片道の時間距離が初めて7時間30分以下となった年次(第 3章での分析年

片道7時間30分とは第 3章の基準で算出した滞在可能時間の場

ほぽ1日の生活時間帯内に現地に移

を示したものである。なお、

訪問地で 3時間を確保できるだけの所要時間に相当し、

次)

合、
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千葉 |平葉

わり頃までにほぼ全国に鉄道網が整備されてい

る。所要時間の点からは、東京との時間距離が7

時間加分以ドとなったのは、表7.3より関東地方 f
の各県では1898年の時点でほぼ達成され、東海 目当謹互

地方や甲信感地方でも問4年頃までに最短所要J年一
時間では達成されている。全国的に達成される

。。

-・・惨 13倍以上
~ 11倍以上 1.3倍未満

~三ラ ω倍以上 1.1倍未満

くごご::>0.7倍以上 0.9倍未満

くこ:::>0.7倍未満

のは、最短所要時間では幹線鉄道の改良や航空
図7.2 r道路距離を用いた値Jと1898年の

機の出現し始めた1961年頃であり、交通機関の 交流可能性の比較(図4.2を再掲)

、口玄行頻度などを考慮した実質的な交通利便性の視点によると、滞在可能時間や積み上げ所要時間

では新幹線やジェット機の利用できるようになった1975年以降となっている。

さらに、全国の主要地域聞を交通網で結ぶ目的に対しでも、鉄道網そのものは明治期の終わり

頃までに整備されているが、所要時間の点では、表7.4のように1915年までに7時間半で結ぼれて

いたのは、近隣の都道府県間のみであった。

鉄道の国有化(1SXl6年)に関しては、当時の日本鉄道沿線の関東や東北、関西鉄道沿線の中部

や近畿、山陽鉄道沿線の瀬戸内海側地域などを発着地とする場合について、新線建設が行われた

訳ではないにも関わらず、表7.4において1898年から1915年にかけて積み上げ所要時間の片道あた

りの所要時聞が新たに升時間半以下になった区間があり、乗り継ぎの利便性の向上などがあった

と考えられる。

(4)交流可能性への影響

京都や全国各道府県を交通機関で結び、東京を中心とする中央集権を確立させる目的に関して

は、全都市聞の交通利便牲を考慮した分析が必要である。表7.5は、アクセシビリティ値が上位10

位までの都道府県の推移を示したものであるが、東京は1934(昭和9)年以降は一貫して首位となっ

ており、交通網整備と人口分布の変化により、昭和初期頃までに東京を頂点とする国土構造が完

成したと考えられる。

また、全国的には図7.2のように鉄道網建設途上において一時的に太平洋側地域などで交流可能

性が相対的に大きくなっており、東京を中心とする交通網整備により、早期に鉄道が建設された

113 

図7.3 道路距離を用いた値による交流可能性値の成分が最大となる交流目的地を結んだ構造

匝亙

図7.4

地域の優位性が高まるという副効果があった 1.8 r 
1.6 f 

と考えられる。
1.4ト

(司圏域構造の変化
1.2 

このような全国的な交流可能性の変化によ 1.0 

り、地域間の結びつき方も変化している。近 0.8 

代交通網が整備される以前では図7.3のような 0.6 

構造であったものが、幹線鉄道網が全国的に 0.4 

(図4.19を再掲)

造

好3・1!22

1890 1900 1920 1940 196<】 19801990

行き渡ることにより、図7.4のように変化して 図7.5 交流可能性の変遷の特徴によぷ都道府県群ら

おり、地理的な距離よりも交通網の整備の方 人口シェアの推移(1890年を 1とする)(図6.1を再掲)

が大きく影響し始めている。このような圏域構造の変化から、交通網整備による中央集権体制の

強化について一定の効果が見られると言える。

(6)人口分布等への影響

政策目標としては明示されていないが、都市問を結ぶ鉄道網整備の時期の特徴により、図75の

ようにその後の都道府県人口にも大きな影響を与えたと考えられる。

7.2.2 大正期の政策に関する効果の考察

(1 )政策の概要

大正期の政策としては、表7.6のように、主として明治期の急激な中央集権体制確立の反省か

ら、地方部での交通網整備に重点を置き、支線鉄道網の拡大政策が採られている。
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時期l 目的

地方振興

正

。 都道府県庁所在地

一一一鉄道路線

一 一 一 新 たに加わった鉄道路線

航路

(2)国土の整備状況

方法 法整備など

考察の視点

所:交i圏j人

要:流l域1口
実施事項 | 実施による主な影響 |時j可|構1分

間:能i造j布

!性

目j交通における所要 I_~
時間は変化なし 1-: 
支綿鉄道沿線での人口変 I: 
化 I : 

Jどの都市が鉄

1934年のアクセシピリティ値
はす全国合計比、単位:X 10-2) 

8 

6 

4 

2 

。。 2 4 6 8 

1915年のアクセシピリティ値
尉全国合計比、単位:XI0-2) 

図7.7 交流可能性の変化1915年と193，4年の比較

(図14.5を再掲)

この時期は支線鉄道網の拡大に政策の重点が置かれていたため、 1915{大正4)年における都市間

交通網は表7.7および、図7.6に示すような状況であった。明治期の終わり頃までにほぼ完成した全

国的な都市問幹線鉄道網そのものには大きな変化の無かった時期であるが、この政策により列島

の日本海側と太平洋側などを横断する鉄道が建設されている。

(3)都市聞の所要時間への影響

この期間中は新たな幹線鉄道の建設は少なかったため移動速度そのものはあまり大幅な向上が

無かったが、運行頻度が増大しており、 72.1の表7.4において1898年から1915年、および1915年か

ら1934年にかけてそれぞれ新たに積み上げ所要時間が7時間半以下になった区聞が存在してい
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佐賀

図7.8 1934年における交流可能性値の成分が最大となる交流目的地を結んだ嫡造(図4.21を再掲)

る。このため、地方部での振興を目

的としているにも関わらず、早期に

鉄道が建設された地域と遅かった地

域との問で、交通利便性の差が徐々

に拡大していたと考えられる。

(4)交流可能性への影響

交流可能性の点では、 1915年から

1934年にかけての変化を示した図7.7

のように、大幅な変化はなかったも

1.4 

1.2 

合1.0胤

:/0.8 

エ
ア0.6

伸
び0.4

1-・-1910年まで-0ー 1920年まで _，-.ー 1935年まで

0.2トー← 1936年以降一←鉄道整備なし

0.0 I 

1920 25 30 35 40 47 50 55 60 65 70 75 80 85 90 

図7.9 鉄道整備時期によって分類した 年次

市町村群の人口シェアの伸びの変遷(図5.6を修正の上再掲)

のの、首都圏などでアクセシピリティ値が向上し、全国的な交流可能性の差が若干大きくなって

いる。この時期には、鉄道敷設法が改正されているが、幹線鉄道網の輸送力強化を唱える改主建

従論と鉄道ネットワークの拡大を唱える建主改従論とが議論され、建主改従論が採択されてい

る。改主建従諭の唱える幹線鉄道網の改良は戦後の19ω年頃に行われており、もし大正期に改主

建従が決定されていた場合、 1960年頃に見られた交流可能性の全国的な差の拡大過程が大正期か

ら昭和初期にかけて再び見られた可能性がある。つまり、大正期の政策の目的を地域格差拡大の

防止という点から見るならば、全国の都市聞の相対的な位置関係がほとんど変化しなかったこと

は一定の効果であったと見ることも可能である。

(5)圏域構造の変化

地域間のつながり方については大正期の1915年を示した7.2.1の図7.4と昭和初期の1934年を示し

た図7.8とではむしろ大都市圏を中心とする構造が強化されており、交通網に関して中央集権的な

構造を覆すには至っていない。

(6)人口分布等への影響

全国的な鉄道ネットワークの拡大に伴い、図7.9のように、この時期以降に鉄道が整備された市

町村においても整備されなかった市町村に比べると人口シェアの伸びが大きく、地方の意見を反

映した改正鉄道敷設法による政策には一定の効果があったと見られる。

一方、都市間交通網の点では、 1915年の時点で幹線鉄道網はほぼ完成していたため、図7.7のよ
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表7.8 昭和 2.13の一部を再

時期 目 的 方法 法整備など 実施事項 実施による主な影響

:戦
昭:前

時期

1934年
紹和9年)

，日，

うに都道府県の相対的な交流可能性の観点からは大きな

影響はなかった。しかし、 1898年頃に一時的な交流可能

性の格差が生じたことにより国土の構造が大きく変化し

たと考えられ、 7.2.1の図7.5のように地域人口の差は増

大し続けている。

7.2.3 昭和戦前~戦時の政策に関する効果の考察

(1)政策の慨要

昭和期の戦前の政策としては、表7.8のように軍事目

的のものが多くなっている。これらは地域に変化をもた

o 都道府県庁所在地

一一一 鉄道路線

一一一 新たに加わった鉄道路線

航路

らすような政策ではなく、実現すれば地域に大きな影響 f jS弘禁予を?

を与えたであろう高速道路や高速鉄道などの交通網整備 b も瓦コ; ~.f
'c> ペ羽7J r 

も実現していないため、特に効果を検討すべき政策その /ゆイ

考察の視点

所 j交;圏1人
要 j流1域i口
時1可i構1分
間j能1造i布

性 i:

や\刊ノ~f

ものが存在していなかった時期である。むしろ、国家総 図7.9 昭和 9(1934)年における
都市間交通網(図3.12その 3を再掲)

動員法による軍事輸送の重視により、この時期

には ー般の旅客輸送の利便性は停滞している。

(2)国土の整備状況

高速道路や高速鉄道の建設も計画されていた

が、これらはともに実現には至っていない。こ

の期間中の1934年における交通網の概要は表7.9

および、図7.9に示すような状況であったが、 都市

間交通に利用される鉄道網はとの時点で既に完

成している。

減少・

変化なし

10%未満の

増加

10%以上の
増加

20%以上の
増加

30%以上の

増加

o 2∞ 400 600 800 1000 
区間数

図7.10 1934年から1950年にかけての
積み上げ所要時間の増加

(司都市閣の所要時間への影響

この時期においては、図7.10のよ うに都道府県

庁所在都市聞の所要時間は増加する傾向にある。

7.2.1の表7.4では、この期間の前後の1934年から 6 

1950年にかけて新たに積み上げ所要時聞が7時間

半以下となったODは四国の徳島や高知などを発

着地とする場合および、仙台・山形聞である。それま

で一部区間が未開通であった鉄道がこの時期に開

通したことによって都市聞の所要時間の短縮が行

われている。しかし、これら以外では所要時間の

短縮はなく、軍事を主体とする政策および第三次 。
世界大戦は都市聞の所要時聞に悪影響を及ぼして 2 
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4 6 8 
1934年のアクセシピリティ値
制全国合計比、単位:-x iO~) いたと考えられる。

図7.11 交流可能性の変化1934年と1950年の比較
(4)交流可能性への影響 (図4.7を再掲)

都市間交通網の変化がほとんど無く、また図7.5や図7.8からもわかるように、戦争を挟む時期

であり、地域間の人口移動も一時的な疎開を除きほとんど無かったため、図7.11のように1934年

から1950年にかけては交流可能性の変化もほとんど無かった。

(5)圏域構造の変化

相対的な交流可能性に変化がなかったため、圏域構造の面でも変化はほとんど無かった。

(6)人口分布等への影響

図7.5や図7.8からもわかるように、戦時下での疎開による人口移動が一時的に見られたもの

の、交通網などの整備による人口移動等はほとんど無かったと考えられる。

7.2.4 昭和戦後復興期~高度成長期~オイルショ ックまでの政策に関する効果の考察

(1)政策の概要

戦後復興期から高度経済成長期を経て、オイルショックまでの政策としては、表7.10のような

経済成長と地域間格差の是正の両立を目指したものが行われるようになってきている。

(2)国土の整備状況

戦後間もなくの復興期から高度成長期にかけては、重点的な産業投資を行うことにより国土全

体としての発展をねらっているが、大都市圏と地方部での格差が問題となりはじめた19ω年代以

降は産業を分散配置することが行われている。交通網整備はこれら産業拠点や大都市を結ぶよう

に整備されている。復興期の 1950(昭和25)年および高度経済成長期の1961(昭和36)年の交通網の状

況は表7.11のような状況であり、高度成長の下で航空路線が都市間交通網 として利用可能になり
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和::艮

父童話初す百体は1934年時点と大差なし3が，GHQの軍用輸送が行われるなど，第二次世界大戦の影響が残っている.経

済的に疲弊しているので，交通網に対する大規模な投資はほとんど行われていない。戦争の影響でこの時点において
は航空路線は存在していない.

新幹線開業3年前で，在来線については現在とほぼ同じ初トワクが完成し，複線化，電化等の輸送力増強が，進められてい

る.東海道線などでは優等列車が多数運行され，].ピド，7リサおかの面で地方との差が生じている.また，航空路線が増加

しつつある。

(片道4時間以下 園:1898年から ・:1915年から "':1934年から口:1950年から 0:1961年から 6.1975年から X:1990年から)
1950年

何和25年)

1961年

側和36年)

(4)交流可能性への影響

高速交通期間の整備による都市聞の所要時間の短縮により、地域の交流可能性にも変化が生じ

てきている。図7.12および、図7.13からわかるように、 1961年時点では大都市圏への人口の流入と

航空路線の影響により、首都圏地域や大阪などの交流可能性が向上し、 1975年では新幹線の開業

などの影響により、沿線地域での交流可能性が向上している。このようなことから、いわゆる太

平洋ベルト地帯への重点的な投資により首都圏~中京圏~近畿圏~山陽地方の国土におけるポテ

ンシャルが向上していると言える。

(5)圏域構造の変化

1934年時点ですでに大都市圏を中心とする交流可能性からみた圏域構造が形成されており、そ

れ以降大きな構造の変化はなかったが、高度成長下において太平洋ベルト地帯のポテンシャルが

つつある時期である。

(3)都市間の所要時間への影響

都市間交通として航空路線が利用可能になることにより、都市聞の所要時間の短縮がこの時期

以降再び生じ始めている。表7.12では、 1950年で新たに積み上げ所要時間が4時間以下となった区

間はほぼ皆無であったものが、 1961年では航空路線が利用できるようになった関東・中部・近

畿・九州などを発着地とする一部区間で見られるようになってきている。東海道山陽新幹線の開

業や航空路線の大幅な増加が生じた1975(昭和50)年では、積み上げ所要時聞が4時間以下となった

区間が大幅に増加しており、高度経済成長下での高速交通期間の整備の効果が見られる。
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交流可能性の変化1961年と1975年の比較
(図4.11を再掲)

/一
られ、地域振興に対する効果があったと考えられる。

都道府県ごとの新幹線や航空路線の整備時期の差により図7.12および図7.13のようにこの時期

において相対的な交流可能性の全国的な差が拡大する時期が存在している。これにより、全都道

府県が一時的に高速交通網の整備された地域群とそうでない地域群に分かれたと考えられ、全国

的な国土構造の形成に大きな影響があったと考えられる。このような新幹線や航空路を含めた全

国的な高速交通網の整備の影響としては、 6.4における分析で示されたように、全国的に地域間で

の国土機能を分担するような圏域が形成され、交通網で結ぼれた圏域全体としては発展し、個々

の都道府県に着目した場合は必ずしも地域人口の増加にはつながっていないものの、圏域全体と

して発展するという状況が発生していると考えられる。

千 葉

図7.14 1975年における交流可能性値の成分が最大となる交流目的地を結んだ構造

さらに向上することにより、図7.14のように大都市圏を中心とする圏域構造がさらに強まってい

る。この時期前半の経済振興などの政策に対しては、大都市圏を中心とする構造を形成すること

により、国土全体での効率的な発展という目的を果たしたと考えられる。しかし、後半の格差是

正などの政策に対しては、都市部と地方部との格差が拡大したと考えられ、少なくとも1975年時

点ではその目的を達していないと考えられる。しかし、東北地方では宮城県付近を中心とする構

造も見られるようになり、地方都市を中核とする圏域構造の形成が一部ではあるが見られる。

(6)人口分布等への彫響

人口分布等に大きな影響を与えるこの時期の政策としては、新産業都市などの先行的な産業配

置政策による地方部での振興策や、高速道路整備による沿線での人口の変化などが考えられる。

産業の先行的な配置政策に関しては、図7.15のように、工業整備特別地域では若干の人口増で

はあるものの、新産業都市ではその後の地域人口の増加には結びついておらず、必ずしも政策の

目的を達し得ていない。

一方、高速道路網の整備については図7.16のように、整備による沿線地域の人口憎の効果が見

7.2.5 オイルショック以後の低成長期の政策に関する効果の考察

(1 )政策の概要

オイルショック以後の低成長期の政策としては、表7.13のような政策が行われている。三全総

では地域間格差是正などを目的としているものの、高度成長期における政策と同様の産業の先行

的配置などの方法により対応を行おうとしている点がみられる。しかし、四全総では地域間交流
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(片道4時間以下 ・:1898年から・:1915年から A:1934年から巴:1950年から 0:1961年からム:1975年から>(:1990年から)

を主体とした政策へと変化してきており、低成長下において基本的な産業政策が変化してきでい

る。

(2)国土の整備状況

この期間中には、全国的な高速交通網整備が更に進行し、 1975{昭和50)年および、1990(平成2)年

では表7.14のような交通網となり、東海道 ・山陽・東北・ 上越の各新幹線が開業し、多数の航空

路線が運行されるなど、ほぽ現在の交通体系となっている。
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(3)都市聞の所要時間への影響 1990年のアクセシピリティ値
尉全国合計比、単位:XlO勺

高速交通機関の大幅な整備により、都市問の 10 

所要時間もかなり短縮されてきている。四全総

における「全国ー日交通圏Jは全国の都市間を 8 

おおむね3時間以内で結ぶことを目標としてお

り、単に交通機関による移動時間の点では表 6 

7.15のように1990年では大部分の都市問で達成

されている。しかし、積み上げ所要時間が片道

4時間以内となった年次を示した表7.12のよう

に、交通機関の運行頻度や乗り継ぎを考慮した

実質的な利便性の点では、 1990年時点において

も達成されている都市問は大都市相互の場合や

近県問などであり、実際には政策目標は達成さ

京 A

神奈川

10 

「道路距離を用いた値J

れていない。
(対全国合計比、単位 :xlO之)

図7.17 交流可能性の全国合計比の比較(r道路距

(4)交流可能性への影響 離を用いた値」と1990年の比較、図4.17を再掲)

この時期には交流可能性の全国的な差は縮小しており、政策の成果が見られるが、図7.17のよ

うに、近代的交通網整備以前と比較した場合、長期的な人口分布の変化などにより交流可能性の

全国的な差は完全には無くなっていないことがわかる。

(5)圏域構造の変化

この時期には交流可能J性の全国的な差は縮小傾向にあるものの、大都市圏と地方部との交流可

能性の差は大きく、図7.18のように地域間の結びつきは大都市部を中心とした構造となってお

り、東京などを頂点とする構造を変えるには至っていなし司。

(6)人口分布等への影響

このような大都市部を中心とする構造の下で、図7.19のよ うに、産業などの発展の方向性にも

大都市部と地方部で差が生じ、全国的な圏域構造を形成する傾向にある。多極分散型国土の実現

に関しては、同図で宮城や福岡をそれぞれ核とする圏域構造が見られ、一定の効果があると考え

られる。しかしながら、全国的に東京を中心とする大規模な圏域構造が形成されており、このよ

堕 lill Ir -1、区亙

一二二二一寸宮械|
編島| 一一一一

図7.18 1990年における交流可能性値の成分が最大となる交流目的地を結んだ構造(図4.23を再掲)
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うな閤域構造を転換するまでには至っていな

い。

7.3 政策の長期的効果についてのまとめ

7.3.1 政策の達成状況

t-iir節では各時期の政策について、長期的な効

について考察を行った。これらについて政策

の所期の目的に対する達成状況について、達成

時期などをまとめたものが表7.16である。同表

からわかるように、明治期の全国的な鉄道網整 j
備による都市聞の所要時間の短縮のように、政

策がその所期の目的を達成するまでには、かな 如

りi三期を要しているものがある。高度経済成長

期の政策のように比較的短期に達成された政策

はむしろ少なく、高度成長期以後の政策につい
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図7.19 地媛変化の特徴からみた分類結果の分布
(図6.4を再掲、分類記号については6.4節を参照)

:ま;傾斜生産方式 J国土総合開
興 ・(1950
j高i太平洋ベルト地帯:所得倍噌計画 :太平洋ベルト地帯へ | ; j s，bA +B  

昭:度;持想.一一一一一一 ~n~99)一一一一一-;の豆点捻主し一 .......L.......-....l
経j拠点開発 :全国総合開発計画j新産業都市建設 1 :1 : S-'x EL--…一一一一~í!~9~)._.....--...: 十 f 
J輸送力増強 弓竺望新幹線計画j新幹線開業(19的 | i : S+A 長. . (1':1::> 11 ・ I ; 阿 南王開葵額百首「一一一一一T.---~--.1

:車道建設法(1957): I ~ 
j道路整備緊急措置: I ~ I!  : S-+A :法(1958) :名神・東名高速 I ~ 
:国土開発幹線自動:道路建設 I ! 

和1 : :車道碑設法(1966): I I 

-度: : :幹線交通網等の整備 | S一一歩r_.
成;大規模ア D~' J!Jト構;経済社会発展計画!

長:想 :(1967) :・一一一一 ・ 4 期: :新全国総合開発 :幹線交通網王える王..r...........1 ………………γ…・
I i ~ S 

以し…一一………:計画(1969) :来配置……ー……|一一一一...~…………………ふ…一…降1広域生活圏構想 1 1地方都市整備 I ~ ・ S_'PT-

z;定住圏構想 )吉三主主男整会 j産業の地方分散策 I 1 1 S.怜

ては現在も目的を達するまでには至っていないと考えられる。

7.3.2 政策サイクルに関する考察

政策のサイクルに注目してすると、戦前の政策のサイクルと戦後の政策のサイクルには類似の

点が見られる。

明治期の全国的な鉄道ネットワークを整備する政策については、大正期頃までに一応の目的を

達した。その後、大正期以降は地方部での鉄道整備により大都市部への人口などの集中を緩和す

る政策へと移っている。しかしながら、明治期の政策により鉄道が早期に整備された地域への集

中は大正期以降も続いた。このため、大正期の改正鉄道敷設法については、地方部での鉄道整備

そのものは行われ、都市部との交通利便性の差を縮小したものの、必ずしも本来の目的であった

地方振興を達成し得たものではなかったと考えられる。

戦後については、復興期から高度成長期の政策として大都市部への集中投資により効率的に国

力を回復し、 1970年頃までにその目的を達したと考えられる。全総計画(1962)後は、地方部の振

興を目的とした政策が行われるようになっている。しかしながら、いわゆる太平洋ベルト地帯へ

の大規模な投資により、この地域への人口等の集中が近年まで続いている。このため、全総計画

以降の地方部での産業の先行配置による地方振興策や交通網整備については、現在のところ、必

ずしも地方振興を完全に成し遂げるものとはなっていないのが実状で、あると考えられる。

このように、交通網整備などを含む国土整備に関する政策は、その影響がきわめて長期にわた

:全国-白交通堕._，第四次杢国総合 :基幹交通明整備 _J._______二工二三----- 二__ _ . _ _;_ . _ _ _ . . . . . _ . _ . ~ _ ~ f.長
平成j :開発計画(1987) :高規格幹線道路網計 I !  l S.砂 p_'

:交流初トワーク構想 : :画 I t 
S:政策開始 P:一部目的達成 A:ほぼ目的達成 B:(その後の政策に関し)悪影響 x:目的達成せず

り、政策の所期の目的を果たした後も影響を及ぼし続ける。このため、その後政策の基本方針を

転換した際には、旧来の政策が悪影響を及ぼす要因となり続ける場合がある。したがって、時代

に即した政策を、より効果的に実施するにあたっては、次の各点が重要であると考えられる。

(1)交通網等の社会基盤は、極めて長期にわたり地域・社会に影響を与えることを認識すること

。)新たな政策立案においては、旧来の政策の影響が存在していることを認識すること

。)政策の目標を明確に定めること

(4)政策の影響を確認する方法について明らかにすること

7.4 結語

本章では、第 3章から第 6章までの分析結果もとに、国土整備や交通網整備に関する政策の長

期的な効果について考察をおこなった。
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(1)交通整備政策が国土に与えた長期的効果の者察

7.2では、第3章から第6章までの分析結果もとに、各時期の政策の長期的効果をまとめた。

7.2.1では、明治期の政策に関する効果の考察を行ったが、中央集権体制確立のための都市問鉄

道網整備は政策開始後40-50年を経た大正期頃までに実現しているが、比較的短時間で東京と結

ばれるようになったのは戦後の高速交通網整備によってである。また、昭和初期頃には東京が全

国で最も交流可能性の大きな地域となっている。産業振興のための港湾都市と大都市とを結ぶ目

的に対しては、明治初期の段階で達成されている。

7.2.2では、大正期の政策に関する効果の考察を行ったが、支線網の拡大に伴い鉄道ネットワー

クで結ぼれた市町村では、鉄道整備が行われなかった地域との聞に人口の増加傾向に差が生じて

おり、鉄道整備政策の効果がみられる。また、幹線鉄道網はほとんど変化していないので全国的

な都市間交通による交流可能性の格差を生じなかったという副次的な効果もあった。

7.2.3では、昭和期の戦前~戦時の政策に関する効果の考察を行ったが、この時期の交通政策は

軍事目的のものが多く、地域に変化をもたらすような政策は少ない。また、実現すれば地域に大

きな影響を与えたであろう高速交通網整備政策も実現しなかったため、特に効果を検討すべき政

策そのものが存在していなかった。

7.2.4では、戦後復興期から高度成長期を経てオイルショックまでの政策に関する効果の考察を

行ったが、新産業都市建設などの拠点開発は、必ずしも地域人口の増加には結びついていない。

高速交通網の建設については、近年の自動車交通の分担率の拡大を反映して、高速道路の整備が

仔われた市町村では人口増加率が全国平均を上回っており、整備の効果が見られる。また、新幹

線や航空路線の整備時期の差により、 1960年前後に一時的に交流可能性の全国的な差が生じてお

り、この期間中に全国的に地域間での国土機能の分担体制が形成された可能性がある。更に、地

方都市整備とその都市を核とする圏域内交通網整備による地方分散策については、いくつかの地

方都市を核とする圏域構造が見られ、 一定の効果があったと見られる。

7.2.5では、オイルショック以後の低成長期の政策に関する効果の考察を行ったが、この期間中

には全国的な高速交通網整備が進行し、交流可能'性の全国的な差は縮小しており、交通の利便性

に関しては格差是正政策の成果が見られる。また、全国一日交通圏構想については‘交通機関の

運行頻度などを考慮しなければほぽ達成されているが、実質的な交通利便性を考慮して分析を

行った場合、 1990年時点においても達成されている都市聞は大都市相互の場合や近県聞などであ

り、政策達成はなされていない。更に、多極分散型国土の実現に関しては、前述したように一部

で地方都市を核とする圏域構造が見られるが、全国的に東京を中心とする大規模な圏域構造は依

然として存在している。

(2)政策の長期的効果についてのまとめ

7.3では、 7.2の分析をもとに、政策の開始・目標の達成などについて時期的な観点から整理す
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るとともに、これまで、のわが国の国土や交通に関する政策の実施とそれに伴う影響のサイクルに

ついて考察を行い、今後の政策立案において必要な視点について提案を行った。

73.1では、 7.2の分析をもとに、政策の開始・目標の達成などについて時期的な観点から整理し

た。その結果、政策がその所期の目的を達成するまでには、かなり長期を要しているものがあ

り、近年の政策については現在も目的を達するまでには至っていないことを示した。

7.3.2では政策のサイクルに注目し、戦前の政策のサイクルと戦後の政策のサイクルには類似の

点が見られることを示した。また、国土整備に関する政策は、その影響がきわめて長期にわたる

ことなどを考慮し、新たな政策を実施するにあたっては、 (1滞士会基盤整備の影響は極めて長期に

わたることの認識、 (2)1日来の政策の影響が残存することの認識、 (3)政策の目標を明確に定めるこ

と、 (4)政策の影響を確認する方法を明らかにすること、などが重要であることを述べた。
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第 8章結論

とれまでの我が国の国土と交通網の整備政策のプロセスにおいては、旧来の政策の効果を明ら

かにした上で、次なる新たな政策を立案する必要があったと考えられる。しかし、効果が地域の

変化として表れるまでには長期を要していたことや、効果を明らかにする手法上の問題などのた

め、これまで、政策の効果を定量的に明らかにすることが難しかったと考えられる。

本研究では、明治期以降の交通網整備や国土整備に関する政策の長期的な効果を明らかにする

ため、国土と変通網整備が地域に与える影響を長期的な視点から実証的に分析し、政策実施に

よって生じた影響について考察を行った。その結論として、まず各章の内容と成果をまとめる。

【第2章 交通整備政策の歴史的変遷とその特徴】

第2章では、我が国の交通と国土の整備に関する政策及び制度についてその歴史的な経緯と現

在の特徴と課題について整理を行った。

2.2では、江戸時代から現在までの国土と交通網の整備に関する政策の歴史的な変遷を整理し

た。我が国の交通や国土に関する政策の特徴としては、古くから集中投資による効率的な発展を

目指し、産業振興を重視した政策などが続けられてきていることを示した。また、大正期や第二

次世界大戦後では、地域間格差の是正のような視点が政策に取り入れられていることを示した。

23では、政策を実際に運用するための現行の交通網整備制度について整理を行った。我が国の

整備制度の特徴としては、個々の交通機関等の整備制度は存在しているが、総合的な交通政策を

目指した制度が存在していないこと、整備の効果を政策に反映させる制度が存在していないこ

と、政策及び制度の柔軟性に欠け、時代に即していないこと、狙立採算性が重視されているこ

と、古くから民間資金の導入が行われていること、などの特徴を明らかにした。

2.4では、このような特徴の相互関係を整理するなどし、地域分析上の課題を明確にし、本研究

における、これまでの政策の効果について考察する際の視点について述べた。分析視点として

は、地域間の所要時間の変化、地域間の交流可能性の変化、圏域構造の形成、人口分布の変化、

の4点とした。

【第3章都市間交通における所要時間の変選】

都市間交通網整備が国土構造に与えた影響を分析する際、都市間交通における所要時間指標と

して「滞在可能時間J r積み上げ所要時間Jを採用することとしたが、第3章ではこれらの定義

を示すとともに、その有効性について検証を行った。更に、これら指標を用いて明治期以降の我

が国の都市聞の所要時間の変遷を明らかにした。
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32では都市間交通における空間的抵抗としての所要時間の概念について説明し、指標の定義を

行った。

33では、まず、各指標の特徴として、 「滞在可能時間Jは朝夕の交通利便性を表す指標、 「積

み上げ所要時間Jは一日をとおしての利便性を表す指標、従来から用いられている「最短所要時

間Jは一日のうちで最も高速なー使についでのみの利便性をあらわした指標であることを述べ

た。また、 「滞在可能時間J r積み上げ所要時間Jの計測時間対等の設定にあたっては、都市間

交通におりる行動時間帯や都市間交通における交通便のダイヤ設定を参考に、算出条件を定める

v とが適当であることがわかった。さらに「滞在可能時間J r積み上げ所要時間」を都市聞の旅

客流動を去すモデルに適用した結果、従来より用いられている「最短所要時間」に比べてより高

い友現力があり、 「滞在可能時間Jと「積み上げ所要時間Jの表現力は同程度であることがわ

かった。更に、国際交通における空港選択モデルや海外出国者発生量モデルに適用した結果でも

「積み上げ所要時間Jの有効性が確認された。

3.4では本章で行う明治期以降の我が国の都市間交通の変遷の実証的分析の条件である分析対象

地域や分析対象年次(明治期以降の7年次)及び各年次における交通網の概要、各指標の算出時間帯

の条件、算出に用いたデー夕、算出に用いた公共交通網などについて述べた。

35では実際のデータに基づき「滞在可能時間J r積み上げ所要時間Jを用いて明治期以降の都

道府県庁所在都市聞の所要時間の変遷を定量的に明らかにするとともに、地理的・時期的な変化

の特徴について明らかにした。分析の結果、大都市圏等の圏域内相互で比較的早期に短時間で結

ばれるようになり、逆に東北地方や山陽・山陰・四国相互間や南九州などでは比較的遅いことなど

がわかった目

【第4章 都市間交通網整備が地域の相対的位置関係に与えた影響】

第4章では第 3章でその有効性を示した「積み上げ所要時間」を用いて明治期以降の我が国の

地域間交流可能性の変遷を明らかにするとともに、交流可能性から見た地域間の結びつきの圏域

構造の変遷を分析した。

42では、明治期以降の地域間交流可能性の変還の特徴を分析する方法について説明を行った。

地域間交流可能性指標としてはアクセシピリティを採用したが、採用の理由について説明を行う

とともに、具体的な算出方法について述べた。時間距離指標として「積み上げ所要時間Jを用

い、アクセシピリティ値算出の際のパラメータ設定は、時間距離と旅客流動量との関係を参考に

するとともに、過去の年次については東京-大阪聞の時間距離を基本尺度に採用することで異な

る年次聞の比較を可能とした。

43では、実際に明治期以降の我が国の都道府県聞の地域間交流可能性の変還を明らかにした。

この結果、明治期の鉄道網整備途上において地域間交流可能性の全国的な差が大きくなる時期が
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あること、その差は鉄道網の整備が全国的に行き渡ることにより、大正期頃までに縮小したこと

などが定量的に明らかとなった。地理的には本州の日本海側の地域や四国・九州などで都市間交

通網整備が比較的遅かったために、これらの地域では交流可能性値が一時的に他地域に比較して

小さくなっていたことが明らかとなった。また、高速交通網の整備途上期においても交流可能性

の全国的な差の拡大縮小過程が生じていることが明らかとなった。

4.4では、地域間交流可能性から見た地域聞の結びつきの構造の変遷を分析を'行った。この結

果、近代的交通網整備以前では近県聞の結びつきが強い構造であったものが、明治期以降の交通

網整備の進展により東京及び大阪を頂点とする構造に変化してきていることが明らかとなった。

また、鉄道網整備途上や高速交通網整備途上では、相対的に大都市圏との結びつきが強かった地

域が限られていたことが明らかとなった。

【第 5章 交通施設整備が市町村人口の長期的動向に与えた影響)

第5章では交通が地域に及ぼす影響を把握するために、市町村人口の変遺と交通整備の関係を

長期的・全国的なデータを用いて分析した。

5.2では、分析方法や分析に用いたデータについて述べた。

53では、鉄道整備による市町村の人口推移について分析を行った。その結果、鉄道整備の有無

別に市町村を分類すると、鉄道が整備された市町村の人口増加率が明らかに高く、整備時期が早

いほど人口の増加傾向が強いことがわかった。また、人口規模が長期的な人口推移に与える影響

よりも整備時期が与える影響の方が大きいととも明らかとなった。

5.4では、具体的な事例について分析を行ったが、都道府県内において人口シュア減少の著しい

市町村は、鉄道整備が遅れた市町村が多く、例外はごく少数であり、しかもその中には明確な原

因があるものが多いことが確認された。また、岩手県宮守村周辺の事例では、地理的条件が不利

であることが地域人口の動向に大きな影響を及ぼすことや、江刺市の例では交通面で有利にある

地域が人口増加のポテンシャルが高くなる傾向にあり、単に交通網が整備されているか否かだけ

ではなく、交通利便性の差も人口増加のポテンシャルが高くなる一因となる可能性を示した。

55では、近年の高速道路整備の影響について分析を行ったが、 1960年以降では、高速道路の整

備によっても人口の増加傾向に差が生じており、鉄道だけでなく道路についても人口の推移に影

響があることがわかった。

[第 6章都市間交通網整備が地域に与えた影響】

第6章では、第 3章から第 5章までの分析結果もとに交通網整備が地域の変化と発展において

果たしてきた役割を明らかにした。

6.2では、地域間交流可能性の変遷の特徴と都道府県人口を比較した結果、交通網整備が比較的
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早い地域の方が人口の増加傾向が大きかったことがわかった。また、 1960年以降の高速交通網整

備においては、複雑な機構を経た地域変化が生じている可能性のあることがわかった。

63では、まず、明治期の都道府県の人口密度がその後の人口推移に与えた影響について、明治

期から大正期にかけてはあまり大きな影響を及ぼしていないが、戦後は人口の集積がその後の人

口推移に影響を与えている可能性を示した。次に、戦後における工業の先行的配置による人口の

定着をねらった拠点開発については、必ずしも地域振興には結びついていないことを示した。

6.4での地域変化の分析の考え方としては、地域を表す指標のバランスの変化からとらえること

として地域の特徴を分析した。その結果、地理的には東京を中心とする大規模な地域変化の特徴

の環状構造が見られたほか、近畿地方・瀬戸内海・九州地方などでも同様の構造が見かれた。

65では、交流可能性と地域変化の特徴との関係を分析した。その結果、交通利便性の高い地域

では第三次産業が地域の特徴的な産業機能となっており、交通利便性の低い地域では第二次産業

の少ないことが特徴となっていることを示した。また、利便性の異なる地域間で地域変化の方向

性が異なっていることを示した。

6.6では、交通網整備が国土構造に与える影響について総合的に考察を行い、特に近年の都市間

交通網整備による地域発展とは、整備された個々の地域の発展を意味するものではなく、都市間

交通網で結ばれることにより形成された新たな圏域全体としての発展としてとらえる必要がある

ことを述べた。

【第 7章 交通整備政策とその長期的効果についての考察】

第7章では、第3章から第6章までの分析結果もとに、国土整備や交通網整備に関する政策の

長期的な効果について考察をおこなった。

7.2では、第3章から第6章までの分析結果もとに、各時期の政策の長期的効果をまとめた。

明治期の政策に関しては、中央集権体制確立のための都市問鉄道網整備は政策開始後40--50年

を経た大正期頃までに実現しているが、比較的短時間で東京と結ぼれるようになったのは戦後の

高速交通網整備期であることなどを示した。

大正期の政策に関しては、支線網の拡大に伴い、沿線市町村で人口の増加傾向が見られること

を示した。また、幹線鉄道網はほとんど変化していないので全国的な都市間交通による交流可能

性の格差を生じなかったという副次的な効果の可能性があることについて述べた。

昭和期の戦前~戦時の政策に関しては、特に効果を検討すべき政策そのものが存在していな

かったことを述べた。

戦後復興期から高度成長期を経てオイルショックまでの政策に関しては、新産業都市建設など

は必ずしも地域人口の増加には結びついていないことを示した。高速交通網の建設については、

沿線市町村で人口の増加傾向があることを述べた。また、この期間中において、全国的な地域間
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での国土の機能の分担体制が形成された可能性があることを述べた。

オイルショック以後の政策に関しては、交通の利便性に関しては格差是正の成果が見られる。

全国一日交通圏構想、については、実質的な交通利便性を考慮して分析を行った場合、 1990年時点

においても未達成であることを述べた。更に、多極分散型国土の実現については、全国的に東京

を中心とする大規模な圏域構造が依然として存在していることを述べた。

7.3では、まず、 7.2の分析をもとに、政策の開始・目標の達成などについて時期的な観点から

整理した。その結果、政策にはその所期の目的を達成するまでに、かなり長期を要しているもの

があり、近年の政策については現在も目的を達するまでには至っていないことを示した。また、

政策のサイクルに注目し、戦前の政策のサイクルと戦後の政策のサイクルには類似の点が見られ

ることを示した。さらに、国土整備に関する政策は、その影響がきわめて長期にわたることなど

を考慮し、新たな政策を実施するにあたっては、 (1)社会基盤整備は影響が長期的であることの認

識、 (2)旧来の政策の影響が存在することの認識、 (3)政策の目標を明確に定めること、(4)政策の

影響を確認する方法を明らかにすること、などが重要であることを述べた。

以上のように、本研究では交通が地域に与えてきた影響を長期的・広域的な視点から実証的に

分析することにより、我が国の国土の発展過程における交通整備政策の長期的効果を把握・考察

を行ったが、これらは今後の政策を策定する際の新たな視点を提示すると同時に、政策プロセス

における事後評価の必要性を示していると考える。

本研究で特に注意した点は、交通網整備が地域に与える影響は長期的・広域的に表れる点であ

る。近年において、交通網を評価する場合には、期間が限定されているプロジェクトやイベント

と同様の手法や、交通事業を他の一般的な事業と同一に経済フローの分析による手法によって評

価することが多かった。しかしながら、交通網は公有・私有にかかわらず、 一種の社会基盤であ

り、しかも一度整備されてしまえば社会のストックとして極めて長期間にわたって機能し続ける

ものである。また交通機関は離れた地点聞を結ぶことがその基本的な機能であるため、交通が

ネットワークとして整備されていれば、影響がかなり遠方まで及ぶことはごく当然のことであ

る。即ち、これらの視点を無視して評価を行うことは、本来すべきではないはずである。

例えば、ヨーロッパ諸国や、我が国でも明治期における交通網整備は基本的に社会基盤の視点

から整備が行われてきている。しかしながら、現行の我が国の交通整備制度に関しては、交通事

業の狙立採算性や直接的な利益を受ける者を対象とした受益者負担などが議論される一方、 100

年前は意識されていたはずの地域に与える影響の視点については、かなり影が薄い。本研究で示

した鉄道や高速道路整備による人口の長期的推移や交通網整備による圏域の形成の可能性など、

現在の制度における採算性や負担論の枠組みでは処理できない課題が存在しており、今後の我が

国の交通整備政策としては地域に与える影響をト分に考慮する必要があると考える。
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しかし、具体的にこのような点を今後の政策に盛り込むためには、本研究の内容だけでは不十

分であることは明白である。現在の我が国の政策プロセスそのものが、旧来の政策結果を十分に

確認した tで新たな政策を決定するような構造になっていないため、政策プロセスそのものの議

論が必要であろう。また、政策の方針として新たな視点を取り入れ、新たな制度を発足・運用す

るにあたっては、その合理性の検討などが必要であるとともに、何よりも増して国民のコンセン

サスが得られなければならないが、本研究はこれらの段階まで言及したものではなく、今後の数

多くの議論が必要である。本研究で示し得たのは過去の政策の長期的な効果であるが、ここで明

らかとなった事実はより多面的に検討される必要があると同時に、本研究で明らかにすることが

できなかった影響の存在についても、更に探求を続けなければならないと考える。
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